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1.  研究の必要性 
時間雨量が 50 ㎜を上回る豪雨が全国的に増加しているなど、近年、雨の降り方が局地化・集中化・激甚化し

ており、各地で災害が発生している。20 世紀半ば以降気温は上昇しており、降水の極端化による水災害はさらに

頻発化すると予測されている（IPCC 第 5 次報告書（2013））。また、積雪量が減少し、積雪・降雪期間が短くな

ることも予測されている。 
国内では、「国土強靭化基本計画」の閣議決定（2014 年 6 月）に加え、国土交通省より「新たなステージに対

応した防災・減災のあり方」が公表（2015 年 1 月）され、1）「状況情報」の提供による主体的避難の促進、広

域避難体制の整備、2）国、地方公共団体、企業等が主体的かつ、連携して対応する体制の整備を目指している。 
第 3 回国連防災世界会議（2015 年 3 月）では、今後 15 年間に「災害リスク及び損失の大幅な削減」を目指す

仙台防災枠組が採択されるとともに、我が国の防災の知見と技術による国際社会への貢献をさらに力強く進める

ため「仙台防災協力イニシアティブ」が発表された。 
社会資本整備審議会の答申「水災害分野における気候変動適応策のあり方について」（2015 年 8 月）において

も、激甚化する水災害に対応し気候変動適応策を早急に推進すべきとされた。 
その後、社会資本整備審議会の答申「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について～社会意識

の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～」（2015 年 12 月）において、施設の能力には限界があり、

施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生するものとされ、「水防災意識社会再構築ビジョン」（2015 年 12 月）が

策定された。また、「中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方について」（2017 年 1 月）において、

中山間地域特有の洪水被害軽減に向け、避難判断のための雨量情報の活用や、流木や土砂の影響への対策の研究

強化を進めるべきとされている他、「大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について」（2018 年 12 月）

においては、被害が発生するメカニズム等について科学的に明らかにするとともに、効果的な防災・減災に関す

る技術開発を推進する必要があるとされている。 

さらに 2019 年には、気候変動を踏まえた治水計画に係る技術検討会による提言「気候変動を踏まえた治水計

画のあり方」（2019 年 10 月）において、気候変動の影響の評価も進め、より的確に地域の水災害リスクを評価

できる手法を開発し、気候変動による水災害リスク増大について分析を進め、将来の水災害リスクについてわか

りやすく地域社会に情報発信することが必要とされている。 

加えて、社会資本整備審議会の答申「気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について～あらゆる関係者が流

域全体で行う持続可能な「流域治水」への転換～」（2020 年 7 月）において、近年の水災害による甚大な被害を

受けて、施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪水に備える水防災意識社会の再構築を

一歩進め、気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、あらゆる関係者が協働して流域全体で行う、流域治

水への転換を推進し、防災・減災が主流となる社会を目指すこととされている。 
これらを踏まえ、今後一層、集中豪雨などの観測や予測等技術向上、気候変化等も考慮したリスク評価・防災

効果が適切に把握されるとともに、防災対策に役立つ防災情報が提供されるようリスクマネジメント支援技術を

開発することが必要かつ急務である。 
  
2.  目標とする研究開発成果 
本研究開発プログラムでは、データ不足を補完する技術開発やリモートセンシング技術により、地上観測が不

足している地域等において予測解析の精度を向上させること、様々な自然条件、多様な社会・経済状況に応じ、
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多面的な指標で水災害リスクを評価する技術を開発すること、これらの技術により、例えば地上観測データなど

が不足する地域においても気象・地形地質等の自然条件、社会経済条件など地域の実情に合った水災害リスクマ

ネジメントが実行できるよう支援することを主要な研究分野とし、以下の達成目標を設定した。 
(1) 洪水予測並びに長期の水収支解析の精度を向上させる技術・モデルの開発 
(2) 様々な自然・地域特性における洪水・渇水等の水災害ハザードの分析技術の適用による水災害リスク評

価手法及び防災効果指標の開発 
(3) 防災・減災活動を支援するための、効果的な防災・災害情報の創出･活用及び伝達手法の開発 

このうち、令和 2 年度は(1)、(2)、(3)について実施している。 
 

3.  研究の成果・取組 
「2. 目標とする研究開発成果」に示した達成目標に関して、令和 2 年度に実施した研究の成果・取組について

要約すると以下のとおりである。これらの研究課題を統合させることにより、洪水予測、リスク評価、対応策等

を総合的に支援する技術の開発が期待される。 
 

 (1) 洪水予測並びに長期の水収支解析の精度を向上させる技術・モデルの開発 
中小河川を対象とした、「短時間で計算可能な」、「安価」、「簡便」、「必要な精度を有する」水位予測システムの

開発を行い、主に次の成果が得られた。①流出解析モデルとして RRIモデルを選定するとともに、計算流量から

水位への換算式（H-Q 式）を使用し、水位を短時間で計算する方法を開発した。②リアルタイムの水位観測デー

タを用いて水位予測モデルを逐次修正する手法として、粒子フィルタを適用した。③パラメータ自動調節機能と

して、SCE-UA法を RRIモデルに適用した。④実績・予測雨量として解析雨量、速報版解析雨量、降水短時間予報、

速報版降水短時間予報、高解像度降水ナウキャストの検証及び組み合わせ方法の提案を行った。④データが不足

している河川でのモデル構築手法として、河川特性からパラメータを推定する手法の開発等を行った。⑤中小河

川の河川管理者等が容易にモデル構築を行えるよう、開発したモデル構築手法及び留意事項をとりまとめたマ

ニュアル案を作成した。⑥令和 3年までに 125河川のモデルを構築し、データ入手・変換、予測計算、図化、配

信を行うリアルタイム自動配信システムへの適用を試行した。 

発電ダムを対象にアンサンブル降雨予測と流出モデルを用いて、発電と下流における洪水調節のための効率的

なダム操作を検討した。アンサンブル降雨予測については、大井川・犀川流域を対象に 39 時間先の予測システ

ムを運用するとともに、利根川流域を対象に気象庁 3 ヶ月予報のダウンスケーリングによる季節予測手法を検討

した。流入量予測については、犀川流域における 2018 年 7～9 月の出水イベントを対象に検討し、ピーク流入量

の積算流入量ともに高精度で予測した。流入量予測を基にした効率的なダム操作については、大井川の畑薙第一

ダムを対象に 2018 年、2019 年の出水で検討し、事前放流でゲート放流量を抑えるとともに発電量指標で増電を

示した。 
土砂移動を含む水災害を対象にした数値モデルを開発し、同時に人工衛星データや現地調査から計算条件を作

成する手法を開発し、これらを用いて数値計算を行い、水災害ハザードを推定する手法を示すことを目的に研究

を行った。降雨に伴う流域からの土砂流出予測法の提案、連行の概念を用いた浮遊砂浮上量式の提案、人工衛星

と水位計データから河道地形を作成する手法の提案を行った。これらを用いてバングラデシュのジャムナ川と五

福谷川において洪水再現計算を行った結果、提案する手法が対象地域の水災害ハザードを推定する上で有用であ

ることが示された。 
航空レーザ測量による積雪分布の計測、風による雪の移動を考慮した融雪流出解析、深層学習による融雪期の

ダム流入量予測、ダム管理を高精度するシステムの検討を行った。その結果、森林限界未満の樹林帯では積雪深

は標高と線形関係があり、森林限界以上の高標高帯では地上開度との間で線形関係がある事を示した。さらに、

風による雪の移動を考慮する事で融雪流出解析の精度が向上した。深層学習においても 24時間先までの予測を行

い、これらの成果と積雪面積率を用いて融雪期のダム管理を高精度化するシステムを提案した。 
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(2) 様々な自然・地域特性における洪水・渇水等の水災害ハザードの分析技術の適用による水災害リスク評価

手法及び防災効果指標の開発 
世界には地上観測データの空白域が未だに存在し、洪水・渇水等の水災害リスク評価の妨げとなっている。こ

のような空白域の一つである西アフリカを対象に、データ不足を解消するために再解析気象データや衛星マイク

ロ波データを効果的に活用した植生動態－陸面結合データ同化システム(CLVDAS)を用いて渇水解析を行い、西ア

フリカにおける渇水状況・主要穀物の収穫量とシミュレーション値との間に良好な整合性を見出した。 

ベトナム、フィリピン、インドネシア、タイを主な対象として、ICHARM において開発した RRI の機能を拡

充し統合的水資源管理の解析機能を向上させた WEB-RRI モデルの開発を行った。地球温暖化に伴う水資源量変

化を見積もるため、GCM による気候実験結果に対して力学的および統計的ダウンスケーリングを実施し、水文

モデルの計算に耐えうる高解像度データを作成した。得られた降水量等を RRI や WEB-RRI モデルに導入し、

河川流量や氾濫面積の計算を行い、水資源量や水災害リスクの見積もりを行った。 
2015年関東・東北豪雨災害で鬼怒川が氾濫した茨城県常総市、2016 年台風第 10号災害で小本川が氾濫した岩

手県岩泉町において、被災後の住宅・生活の回復状況等についての住民アンケート調査を行った。回答データに

基づき、発災からの月数に応じた住宅再建及び生活・地域活動の回復曲線の推定を行った。自宅の補修や自宅の

建て替えが済んでいても、多くの住民は毎日の生活が元に戻ったとは感じていないという実態を把握するととも

に、早期の回復を阻害する要因の分析を行い、強靭な社会構築に向けた示唆を得た。 

  

(3) 防災・減災活動を支援するための、効果的な防災・災害情報の創出･活用及び伝達手法の開発 
わが国の中山間地や発展途上国などの災害情報が乏しい地域において、災害に対する市町村の防の防災・減災

活動を支援するために、地域の災害に対する脆弱性を可視化する「洪水カルテ」、防災担当者や住民間の災害情報

を共有する「災害情報共有システム」及び VRを用いた「仮想洪水体験システム・を開発後、現地適用し、その有

効性を確認した。 

災害対応担当者が「困る・焦る・戸惑う・迷う・悩む」などの状況に陥って、円滑な災害対応に支障をきたし

た況を「災害対応ヒヤリ・ハット事例」として新たに定義し、過去の災害対応検証報告書から事例を抽出して、

「水害対応ヒヤリ・ハット事例集（地方自治体編）」を作成した。 
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DEVELOPMENT OF TECHNOLOGY TO SUPPORT RISK MANAGEMENT FOR 
WATER-RELATED DISASTERS OCCURRING MORE FREQUENTLY AND SEVERELY 
IN JAPAN AND OVERSEAS 
 

Research Period ： FY2016-2021 
Program Leader ： Director of Water-related Hazard Research Group 

ITO Hiroyuki 
Research Group ： Water-related Hazard Research Group, 

Cold-Region Hydraulic and Aquatic Environment Engineering Research 
Group (Watershed Environmental Engineering Research Team) 

 
Abstract ： 
In this research project, we aim to develop technologies to analyze and predict water-related disasters in 

terms of meteorology, hydrology and resulting damage. We will also develop technologies for various 
organizations to cope better with disasters using technologies for collecting and providing information. 

During the research period (FY2016-2021), we proceeded the research  in each field of (1) the 
development of technologies and models for improving accuracy of flood forecasting and long-term water 
balance analysis, (2) the development of technologies for analyzing water disaster hazards in various natural 
and local conditions, methods for water-related disaster risk assessment using highly accurate, advanced 
estimation approaches, and (3) the development of methods for producing, utilizing and communicating 
useful information on disaster prevention and disaster status to assist efforts in disaster prevention and 
mitigation. These technologies and methodologies are expected to establish systems to estimate damage and 
risk using real-time observation information. Such systems will make reliable disaster information readily 
available for municipal disaster management personnel, who will thus be able to make well-informed 
decisions for effectively fighting floods and leading safe evacuation in time of disaster. 
 
Key words ：water-related disaster, flood forecasting, drought monitoring and forecasting,  assessment of 
climate change, efficient dam operation based on forecast of dam inflow, sediment and flood analysis,  risk 
information system, VR(virtual reality), critical situations during flood emergency response. 
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2.1 洪水予測並びに長期の水収支解析の精度を向上させる技術・モデルの開発 

 
2.1.1 データ不足の補完等を考慮したリアルタイム流出氾濫予測の精度向上技術に関する研究 
 
 担当チーム：水災害研究グループ 
 研究担当者：江頭進治、伊藤弘之、大沼克弘、菊森佳幹、望月貴文、柿沼太貴、原田大輔、玉川勝徳、       

中村要介、沼田慎吾 

                               
 
【要旨】 

中小河川を対象とした、「短時間で計算可能な」、「安価」、「簡便」、「必要な精度を有する」水位予測システムの

開発を行った。主な成果を以下に示す。①流出解析モデルとして RRI モデルを選定するとともに、計算流量から

水位への換算式（H-Q 式）を使用し、水位を短時間で計算する方法を開発した。②リアルタイムの水位観測デー

タを用いて水位予測モデルを逐次修正する手法として、粒子フィルタを適用した。③パラメータ自動調節機能と

して、SCE-UA 法を RRI モデルに適用した。④実績・予測雨量として解析雨量、速報版解析雨量、降水短時間

予報、速報版降水短時間予報、高解像度降水ナウキャストの検証及び組み合わせ方法の提案を行った。④データ

が不足している河川でのモデル構築手法として、河川特性からパラメータを推定する手法の開発等を行った。⑤

中小河川の河川管理者等が容易にモデル構築を行えるよう、開発したモデル構築手法及び留意事項をとりまとめ

たマニュアル案を作成した。⑥令和 3 年までに 125 河川のモデルを構築し、データ入手・変換、予測計算、図化、

配信を行うリアルタイム自動配信システムへの適用を試行した。 
キーワード：中小河川、水位予測、RRI、SCE-UA 法、粒子フィルタ、解析雨量、速報版解析雨量 
 
 
1．はじめに 

近年、豪雨災害が頻発・激甚化しており、毎年のよ

うに水害による多くの人的被害が発生している。また、

地球温暖化の影響により、豪雨は今後さらに増加・激

甚化するとみられている。 
これまで、主要な大河川においては水位予測を実施

してきたが、中小河川では現在もなお水位計の不足し

ているところが多く、水位上昇速度が大きいことに加

え、急激な豪雨の頻発化により洪水到達が早まってお

り、避難が遅れる危険性がさらに高まっている。 
このため、国土交通省の主導のもと洪水時の水位観

測に特化し、機器の小型化や通信機器等のコストを低

減した「危機管理型水位計」の設置が進められ、洪水

の危険性把握ができる河川が飛躍的に増加したところ

である。中小河川流域においては豪雨の降り始めから

の洪水到達時間が短い場合が多く(図-1 参照)、安全な

避難を確保するためには、少しでも先の水位状況を予

測し意思決定や行動の前倒しを支援することが重要で

ある。 

現在一級水系においては、上下流連続的な水位観測

をもとに洪水危険度が把握できる水害リスクラインの

整備が進められているが、都道府県等が管理する二級

河川は、一級水系よりもはるかに数が多く、水害リス

クラインと同じ方法で水位の監視や予測を行うことは

困難と考えられる。このため、本研究開発では、中小

河川での避難行動のトリガー情報となるよう、水位上

昇と氾濫の恐れがある水位の超過を２時間以上前に予

測することに特化するとともに、中小河川に対応し、

速やかに普及が可能な安価で汎用型の水位予測システ

ムを開発することを目指す。 

本研究開発は、内閣府総合科学技術・イノベーショ

ン会議の官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）

（PD：東京大学大学院 池内幸司教授）を活用し実施さ

れた。 
 

 
 

 

図-1 中小河川における急激な水位上昇 



2 
 

2．技術開発項目 

本技術開発は、大きく分けて次の 5 つのプロセスに

より水位予測システムの構築を実施している。 
2．1 RRI_GUI を用いたベースモデルの構築 

ベースモデルを構築するにあたって、安価・簡便か

つ既往研究が多く信頼性の高い分布型流出モデルであ

る RRI モデル 1)を用いることとした。RRI モデルの

GUI は既に整備されているが、更に汎用性を高めるた

めに、地形データとして 2018 年から山崎ら 2)が公開

している日本全体を対象とした日本域表面流向マップ

（空間解像度１秒のデータを 5 秒にスケールアップ）

の整備や、降雨データとしてバイナリーファイル形式

の解析雨量データのフォーマット変換機能等を加えた

GUI を開発した。これにより、より簡便にベースモデ

ルの構築、解析入力データの準備をすることが可能と

なった。なお、河道形状は測量データや衛星画像を基

にレジーム則により設定している。 
2．2 デフォルトパラメータによる初期解析 

パラメータの最適化を実施する前に、デフォルトパ

ラメータを用いてベースモデルの精度を確認する。デ

フォルトパラメータについては、RRI モデルマニュア

ルに記載されている一般値等を参考に国内における中

山間地河川に対して平均的な値としている。観測水位

による精度検証を行う上で、流出解析結果から得られ

る河川流量を水位に変換する必要がある。一級河川で

は主だった洪水イベント時に、流量観測により H-Q 式

が作成される、または縦断的に豊富な測量断面データ

から不等流・不定流計算により水位を算出しているが、

中小河川においてはそれらの水文データが不足してい

る河川が多いため、H-Q 式がない場合には水位観測地

点における河道断面や河床勾配を用いて等流計算によ

り H-Q 式を作成した。精度検証では主に無降雨時にお

ける平水位の整合性や降雨に対するハイドログラフの

応答性を確認する。具体的には、観測水位が無降雨時

にもかかわらず急激に変化する等の通常では考えにく

い挙動を示すデータの有無や、降雨に対して観測水位

が過大に増加している場合は解析雨量では捉えられて

いない局所的な豪雨の有無について確認している。  
2．3 SCE-UA 法によるモデルパラメータ調節 

モデルの再現性を大きく左右するパラメータの推

定には、従来から時間と労力を要してきた。また、使

用者の一定の水文学的知識に加え、RRI モデルが扱う

水文現象の理解が必須である。そのため、洪水予測シ

ステムを広く普及させるという観点からは課題といえ

る。本研究では、洪水予測に適した RRI モデルパラ

メータの最適化手法を提案している 3)。少なくとも 2
つの洪水イベントに対して最適化を実施することとし

た。最適化期間は水位の立ち上がりから逓減部までの

期間、評価関数は NS 値、最適化パラメータの探索範

囲は物理性を損なわない範囲を基本としている 3)。以

上により得られたパラメータを最終パラメータとして

次のデータ同化に進む。 
2．4 粒子フィルタによるデータ同化 

実時間水位予測に関して、昔から多数の研究が行わ

れており 4) 5)、近年においては観測値と計算値を逐次

修正するデータ同化技術を用いた研究が盛んに取り組

まれている 6) 7)。その中でも、非線形・非ガウス型の

状態空間モデルに適用可能な粒子フィルタが演算機の

CPU 向上 にも相まって、近年広く普及している。中

村ら 8)は RRI モデルに粒子フィルタを組み込み、その

有効性を示している。本研究においても同様の手法に

より水位予測を実施しており、逐次修正を行う状態量

を不透水層からの水深の初期値としてデータ同化を

行った。詳細は論文を参考されたい 8)。なお、尤度評

価関数には RMSE、リサンプリングにはドント方式を

採用し、システムノイズは固 定粒子を除く全粒子に

0.05 を与えた。入力降雨としては、解析雨量と降水短

時間予報を組み合わせた、後ろ 3 時間、前 6 時間の計

算とした。 
2．5 リアルタイム自動演算・図化・配信 

構築したモデルを用いてリアルタイム水位予測を

実施するために、データ統合・解析システム（DIAS: 
Data Integration and Analysis system）上に自動演

算・配信システムを試作した。システムでは降雨や水

位等の観測データを収集および格納し、構築したモデ

ル河川を用いたリアルタイム演算、計算結果の図化お

よび配信を行っている。図-2 に実際の洪水予測の事例

を示す。 

 
図-2 洪水予測の事例 
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この事例では、7 月 14 日 1:30 の時点で、7 時頃に

氾濫危険水位の超過を予測しており、実際には 7 月 14
日 7:20 で、氾濫危険水位を超過した。結果として、5
時間 50 分前に氾濫危険水位の超過を予測できたこと

を確認した。 
計算間隔は 30 分とし、予測水位に応じたアラート

機能も整備している。また、2019 年台風 19 号の時の

ように広範囲で大雨が発生することによって、多数の

河川で同時に出水がある場合には、計算負荷および計

算時間の著しい増加が予想される。その場合において

配信遅延が発生しないようにするために、各河川の予

測計算に適切に計算機を割り当てることにより、限ら

れた計算リソースを有効に利用する手法を適用してい

る。 
2．6 125 河川のモデル構築・改良や予測精度の検証 

これまでに構築した 125 河川のうち、パラメータ調

整を行った 2 洪水以外に洪水イベントのあった 59 河

川 83 の洪水イベントについて、リードタイムの確保

の状況を確認した。その結果、約 7 割の河川において、

2 時間以上のリードタイムを確保できていた。リード

タイムを確保できていない河川においても、更なる改

善を目指している。 
中山間地河川においてはその流出特性から洪水到

達時間が早く、目標とするリードタイムが得られるか

どうかは降雨の予測精度に大きく依存する。そのため、

降雨の予測精度に依存しない対象流域の洪水到達時間

分のリードタイムが確保できているのかを確認する必

要がある 9)。本システムの実用にあたっては、当該河

川の洪水到達時間等の特徴を踏まえ、各流域のモデル

の性能を理解したうえで活用していくことが必要であ

る。 
これら 125 河川のモデルは、リアルタイム自動演

算・描画・配信システムへの適用を試行し、適切に動

作がなされていることを確認している。また、随時実

測値との比較・検証を行い、その結果から水位予測手

法を改めて評価し当該研究開発にフィードバックして

いる。 
3．課題と検討状況 

上記開発プロセスの中で挙げられた課題及びその

改善策について具体的な事例を以下に示す。 
3．1 河床変動・潮位変動の影響への対応 

河床変動等の要因により、既往の H-Q 式が現状では

合わないと考えられる河川が確認された。H-Q 式が合

わない事例として、a)低水時から合わないケース、b)
洪水中に合わなくなるケースが考えられた。そのため、

H-Q 式を逐次修正する以下のアルゴリズムを開発し

た。 
① 遡り時間内の粒子フィルタによる予測水位と観

測水位の差を算出 
② 生じた差は河床変動によるものと考え、この河床

変動量 D に応じて断面を修正 
③ 新しい断面で H-Q 式を作成 
④ 次の時刻は新 H-Q 式で①を行う。 
以下に a)の事例を図-3 に示す。低水時の H-Q 式が修

正されたことにより、氾濫危険水位の超過を予測でき

なかったものが、予測できるようになった。 
また、水位観測所が潮位変動の影響を受ける範囲に

ある場合、その影響を適切に評価することは現在の方

式では難しい。そこで、上記の手法を応用し、潮位を

河積阻害とみなし、河道の基準断面と河積阻害量 D か

ら河道断面を逐次修正する手法を考案した。河道断面

形状は最新河床高から D の高さで、フラットな河床に

修正する。修正断面における H-Q 式テーブルを作成し、

流量から水位を換算した。 
潮位変動の影響を受ける水位観測所において本手

法を適用した事例を図-4（潮位補正なし（上）とあり

（下））に示す。洪水の立ち上がり部（10/12 12:00
辺り）において、潮位補正なしでは水位予測結果が過

剰になっているのに対して潮位補正ありでは実測値に

近い値となっており、再現性が向上した。 
 
 
 

 

 
 
 

図-3 H-Q 式逐次修正あり・なしの結果比較 



4 
 

3．2 降雨量データの検証・組み合わせ方法の開発 
降雨量データとして気象庁解析雨量を使用してい

たが、更新時間間隔が 30 分間であるため、突然の豪

雨が発生しても 30 分間程度は予測計算に反映できな

いことがある。さらに、データが発信されるまでに 20
分程度の遅れが生じる。そこで、降雨量データとして、

精度の高い解析雨量、降水短時間予報に加え、更新間

間隔が 10 分間かつ配信時間の遅れが 7 分程度の速報

版解析雨量、速報版予測降雨を組み合わせる方法につ

いて検討した。さらに、気象庁高解像度降水ナウキャ

ストについても検証を行った。高解像度降水ナウキャ

ストは、実況及び１時間先までの予測雨量であり、配

信間隔は 5 分、配信遅れは 2 分である。また、解析雨

量のメッシュサイズが 1km に対して、実況～30 分先

までの予測雨量は 250m と細かな分布になっている。

これにより、短時間に雨量が増加する豪雨を補足する

とともに、配信遅延を減らすことでリードタイムをよ

り伸ばすことができる。組み合わせ方法として有効で

あると考えられるものを図-5 に示す。本組み合わせ方

法について、解析に使用できるようプログラムの改良

を行った。 

雨量データとして解析雨量と高解像度降水ナウキャ

ストを使用した場合の計算結果を比較したものを図

-6 に示す。この河川は流域面積約 9km2と小さいため、

降雨からの流出時間が短い。ハイエトを比較すると、

高解像度降水ナウキャストは急な豪雨による短時間で

の雨量の変化を捉えている。その影響により、ピーク

の水位は観測水位により近くなっていた。このことか

ら、とくに流域面積の小さい河川においては、高解像

度降水ナウキャストを使用することにより急な豪雨が

あった場合の再現性を向上させる可能性があることが

分かった。 

3．3 データが不足する河川でのモデル構築手法の開発 

中小河川には、洪水イベントに関するデータ、H-Q
式、断面データ等のデータが不足する河川も多い。そ

のような河川でもモデル構築を行うため、以下に示す

手法を開発した。 
① 断面データ等から等流計算によりH-Q式を作成す

る方法を提案するとともに、計算機能を RRI-GUI
に搭載し、簡便にH-Q式を作成できるようにした。 

 

 

 

 

 

 

図-5 雨量データの組み合わせ方法 

図-4 潮位補正なし（上）とあり（下）の水位 

予測結果 

図-6 解析雨量と高解像度降水ナウキャストによる 

計算結果の違い 
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② 断面データがない河川では、RRI モデル上で仮定

したレジーム則による矩形断面から計算流量を用

いて水位を算出する手法を提案した。さらに水位

観測地点において地盤高を補正し、より再現性を

高める方法を提案した。 
③ これまで構築した 125 河川のモデルのパラメータ

を整理し、統計分析等を行うことで、洪水観測デー

タが不足している河川において、河川特性からパ

ラメータを推定する手法を開発した。 
3.4 粒子フィルタの応答特性に関する検討 

流出過程には表面流・中間流・河道流のように時定

数が異なる流出過程を含んでいるが、粒子フィルタを

用いた既往研究は、いずれも河道流のみもしくは中間

流のみの研究にとどまっており、それぞれの時間遅れ

を伴う流れに関しては検討されていない。本検討にお

いて、表面流・中間流・河道流のような時定数が異な

る流出過程を表現する降雨流出モデルに粒子フィルタ

を適用した際の応答特性について検討すると共に、適

用上の課題およびその対応手法を提案した。 
図-7 に流域面積約 200 km2、流域の 9 割が山地に覆

われている典型的な中山間地河川における、1 時間毎

の水位予測結果を示す。青線は SCE-UA 法によって最

適化されたパラメータを用いて解析雨量のみを使用し

たオフライン計算結果、複数の点線は粒子 64 個全ての

計算結果、赤線は全粒子の水位予測結果の重み付き平

均値を示す。6:00 時点ではオフライン上に沿った予測 
がされているが、7:00 から予測水位がオフラインより 

過小になり始め、8:00 には 1 山目のピーク水位が約 50 
cm 低い値を示した。水位はあくまでデータ同化された

結果であるため，より内部情報である状態変数に乗ず

る補正係数を確認したところ、7:00 から予測水位を実

測値に近づけるために負の補正係数が働いており、そ

の後、実測水位が上昇し始め、オフラインが実測水位

より小さくなり、正の補正係数を乗ずるが状態量が小

さくなっているため水位の復帰が遅くなっていること

が分かった。つまり、水位上昇時において粒子フィル

タによる斜面水深に対する負の補正が働いた場合、流

出の時間遅れによって予測水位が低下することが新た

に分かった。 
本課題を解決するために、補正係数が負にならない

よう逐次修正するアルゴリズムを加え、かつ実測水位

に最も近い粒子を選択する手法を提案した結果、図-8

に示すように、粒子フィルタによる予測水位の低下を

抑制できることを示した。 
3．5 危機管理型水位計の特性を踏まえた観測水位の同

化手法の開発 

近年、洪水時のみの水位観測に特化した安価な危機

管理型水位計の中小河川への普及が進められていると

ころであり、通常水位計と併せて危機管理型水位計

データを同化することで、河川水位をより高精度に把 
握可能となることが期待されている。危機管理型水位 
計の特性として、一定の水位以上になった時点で観測 
を開始することが挙げられる。観測が開始された時点

から観測水位を計算モデルに取り込む（同化する）手

 

6:00 7:00 8:00 9:00

：流域平均雨量[mm/hr]
：観測水位[m]
：重み付き平均値[m]
：オフライン計算水位[m]  
：河道断面

粒子64個の重み付き平均値

オフライン計算水位

解析雨量（気象庁）

 
 

図-7 水位上昇時にオフライン計算値が実測水位より大きい場合の水位予測結果 

 

7:00 8:00 9:006:00

Case 3

：実測水位に最も近い粒子の水位[m]
オフライン計算水位

実測水位に最も近い粒子の水位

 
 

図-8 補正係数を逐次修正するアルゴリズムを加えた計算結果 
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法が必要となる。危機管理型水位計を用いたデータ同

化手法としては、以下の３つの方法が考えられる。 
① 多地点同時同化 

河川の予測地点（既存水位観測所）だけでなく、流

域内の危機管理型水位計等の水位データを同時に評価

した同化手法 
②カスケード同化 
上流の危機管理型水位計でモデルと既存水位観測所

のモデルに分割し、上流から同化していく手法 
② ハイブリッド型同化 
危機管理型水位計の監視モードに応じて、同化対象

エリアが変更される同化手法 
ただし、①は多地点全体としての精度向上を目的と

するため、特定の水位予測地点の予測精度に着目する

と他の方法より精度が落ちること、②は危機管理型水

位計の特徴として、水位がある程度上がってから観測

が開始されるため、反映できる時間が制限されること

があげられる。そこで、③のハイブリッド型について

紹介することとする。 
a) 危機管理型水位計が死活監視モードの場合 
危機管理型水位計が観測開始水位より低い死活監視

モード＊の場合、水位データは常時観測されていない

ため状態量をフィルタリングすることができない。そ

のため、同化対象地点は既存水位観測所となり、この

地点での尤度評価に応じて流域全体の状態量を修正す

る。（図-9） 
＊死活監視モード：水位が観測開始水位未満の時の

モードのこと。例えばある河川では、このモードでは、

水位データは 1 日に 1 回伝送される。 
b) 危機管理型水位計が常時監視モードの場合 

危機管理型水位計が観測開始水位を超過した常時監

視モード＊の場合、危機管理型水位計は常時観測され

るため状態量をフィルタリングすることが可能となる。

そのため、同化対象地点は危機管理型水位計地点上流

での領域と、それ以外の領域に分けることができる。

それぞれで同化サイクル（予測➡尤度評価➡リサンプ

リング➡ノイズ）を回すことにより予測する。（図-10） 
＊常時監視モード：水位が観測開始水位以上の時の

モードのこと。例えばある河川では、このモードでは、

水位データは 10 分間に 1 回伝送される。 
本手法を用いることで危機管理型水位計の特徴を考

慮したうえで水位予測に活用することができると考え

られる。ただし、使用する水位計の数が増えるほどモ

デル構築は複雑になり計算時間も長くなると考えられ

る。今後はそれらとのバランスも考慮し、モデル構築

手法の体系化を行っていく必要がある。 
4．おわりに 

当該研究により、全国の中小河川に速やかに普及可

能な安価・簡便な水位予測システムの開発が進められ

ている。全国展開へ向けて、中小河川の河川管理者等

が容易にモデル構築を行えるよう、上記のように開発

したモデル構築手法及び留意事項をとりまとめ、モデ

ル構築手法の体系化およびマニュアルの整備等を行う

こととしている。とくに、地方公共団体や建設コンサ

ルタンツ協会等と意見交換を行い、より実用性の高い

手法への改善及びマニュアルの作成を行っていく予定

である。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-9  死活監視モード時の修正領域 

図-10 常時監視モード時の修正領域 
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2．1 洪水予測並びに長期の水収支解析の精度を向上させる技術・モデルの開発 
 
2.1.2  様々な自然・地勢条件下での長期の統合的水資源管理を支援するシミュレーションシ

ステムの開発に関する研究 
 
   担当チーム：水災害研究グループ 

研究担当者：伊藤弘之、大沼克弘、牛山朋來、菊森佳幹、海野 仁、Abdul Wahid Mohamed Rasmy、 
Acierto Ralph Allen、Asif Naseer、望月貴文、玉川勝徳 

 
【要旨】 
本研究は発電ダムを対象にアンサンブル降雨予測と流出モデルを用いて、発電と下流における洪水調節のため

の効率的なダム操作を検討した。アンサンブル降雨予測については、大井川・犀川流域を対象に 39 時間先の予

測システムを運用するとともに、利根川流域を対象に気象庁 3 ヶ月予報のダウンスケーリングによる季節予測手

法を検討した。流入量予測については、犀川流域における 2018 年 7～9 月の出水イベントを対象に検討し、ピー

ク流入量の積算流入量ともに高精度で予測した。流入量予測を基にした効率的なダム操作については、大井川の

畑薙第一ダムを対象に 2018 年、2019 年の出水で検討し、事前放流でゲート放流量を抑えるとともに発電量指標

で増電を示した。 
キーワード： アンサンブル降雨予測、WEB-DHM-S、効率的ダム操作、発電効率、洪水調節 
 

 
１．はじめに 

近年、気候変動の影響による大雨・少雨の極端化が顕在

化しており、「ダム再生ビジョン」が示すように、我が国が多

数保有する既設発電ダムによる治水機能の発現と水利用の

効率化が有効かつ必要となっている。具体的には、大規模

化・頻発化する集中豪雨等による洪水に対してダム下流の

洪水危険度を増すような異常放流を回避するためのダム操

作の信頼性向上と、発電のための河川流水の効率的な利用

を支援する情報の提供が求められている。事前放流を含む

新たなダム操作の安全性の確度を向上することにより、ダム

の弾力的、効果的な操作の可能性を見出し、洪水リスクの低

減と水資源の効果的利用を両立させるための技術として、河

川の流量やダムの水位をリアルタイムかつ詳細に予測する

ことが可能なシステム開発の重要性が高まっている。 

そこで本研究では、1)領域アンサンブル降雨予測技術の

改善、2) 大気と陸面の水文過程を精緻に表現し降雪・積雪・

融雪を考慮した流出モデル(WEB-DHM-S)の改善をし、予

測された降雨を WEB-DHM-Sに入力することでダムへの流

入量を予測し、その予測流入量に基づき発電と下流におけ

る洪水調節のための効率的なダム操作手法を検討した。具

体的には、１）領域アンサンブル 39 時間降雨予測の運用、

２) 利根川を対象とした気象庁 3 ヶ月予報のダウンスケーリ

ングによる季節予測手法の開発、また、3)犀川を対象とした

３９時間先アンサンブル流入量予測、4) 大井川の畑薙第一

ダムを対象に 39 時間先の流入量予測とその予測情報に基

づく発電と下流における洪水調節のための効率的なダム操

作手法を検討した。 

なお、本報告は、文部科学省 地球観測技術等調査研究

委託事業による委託業務として「地球環境情報プラット

フォーム構築推進プログラム（水課題アプリケーションの開

発）」のもと、土木研究所、東京大学、日本工営株式会社、中

部電力株式会社、東京電力ホールディングス株式会社の協

働で実施した成果の一部を記したものである。また、本成果

は日本気象学会 2020 年度春季大会、土木学会論文集 B1

（水工学）, 77 巻, 2 号で発表済である。ここでは両論文を引

用し、内容を包括的に報告する。 

 

２．対象流域 

本検討で対象とした、大井川、犀川、利根川流域を含む

領域アンサンブル降雨予測で対象とした領域の概要を図-1 

に示す。 

 

 

 
図－１ 領域気象モデルの計算領域 
（ 左：外側領域：格子間隔15km、 
    右：内側領域：格子間隔  3km） 
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３．領域アンサンブル降雨予測技術改善の検討  

3.1検討手法 

領域アンサンブル降雨予測は、米国NCAR等で開発され

た領域気象モデル(WRF: Weather Research and Forecasting)

を用いて図-1 に示した領域を対象とし実施した。モデル領

域は、広範囲の大気の状態を表現する格子間隔 15km の外

側領域と、降水現象を正確に表現する 3km の内側領域の 2

重ネスティングとした。 

外側領域（15km メッシュ）を対象に、アンサンブルカルマ

ンフィルター(EnKF)を用いたデータ同化およびアンサンブ

ル初期値の更新を行なった。ここで用いたEnKFは、LETKF

（局所アンサンブル変換カルマンフィルター、Hunt et 

al.,20071), Miyoshi and Kunii 20112)）と呼ばれる、現在最も広

く使われている手法の一つである。アンサンブルメンバーの

個数は 33 とした。1 日 4 回 6 時間毎に提供される気象庁全

球モデルGSM(Global Spectral Model)を境界条件として用い、

米国環境予報センター(NCEP)によって収集アーカイブされ

た全球の観測データ（PREPBUFR と呼ばれる）を用いて

LETKF による解析を行ないアンサンブル初期値を更新する。

更新された初期値から、WRF モデルによる 3 時間～9 時間

予報を用いて 6時間後の LETKF解析を行う。これを順次繰

り返すことにより、現実の気象状況を反映したアンサンブル

初期値を連続して得ることが出来る。さらに内側の 3km メッ

シュ領域も含めて 48 時間先まで予測計算することで、高解

像度の予測データを得るものである。 

 

3.2検討結果 

降水予測精度改善を目指し、鉛直解像度の改善、雲物理

パラメタリゼーションの変更を検討した。鉛直解像度を 40 層

から 50 層に増やし、雲物理パラメタリゼーションをこれまで

Lin et al. (1983)の方法に代えて、WRFモデルに備わってい

る雲物理パラメタリゼーションスキーム（WSM5 (WRF Single 

Moment 5-class)、WDM5 (WRF Double Moment 5-class)、

WDM6 (同 6-class)）について検討した。キャリブレーション

の結果としては、鉛直層は 50 層、雲物理パラメタリゼーショ

ンはWDM6、水平解像度は3km、局所化半径σは200kmで

再現性が最も良好となった。 

図-2 にモデル設定変更前と変更後の降水量予測精度を

示す。2011 年 9 月 11 日、2017 年 10 月 23 日、2017 年 10

月 28 日の典型的な 3 つの洪水事例について調査した結果、

2011 年 9 月の事例は水色で示すレーダ観測値のピーク降

水量に対して、赤色で示すアンサンブル平均の予測降水量

が追随せず精度改善は見られなかったものの、他の 2 事例

は予測降水量がレーダ観測に近づいており予測精度の改

善が見られた。 

 

3.3 領域アンサンブル降雨予測の運用 

1 日以上のリードタイムで降水予測情報を提供することが

出来る高解像度アンサンブル数値天気予報を開発・運用を

続けるとともに、過去の年単位の検証計算を行うため、2018

年4月以降現在までの連続計算データを作成した。 

2018～2020 年のスレットスコアを雨量強度別に描いた図

を図-3 に示す。スレットスコアは、基準雨量強度（図-2 の横

軸に相当）を超える雨を予測できたかどうかについて、 

（的中）／（的中＋見逃し＋空振り） 

で示される値である。ただし、的中は基準を超える雨を予測

と観測が上回ったものを指し、雨が降らなかった場合の的中

は含まない。 

各年度においては、期間中に起こった降水イベントの数

や強度にも違いがあるため、一概に比較はできないが以下

(1)～(4)に示す共通点が見られる。 

 
 
図－２ モデル設定変更前（左）と変更後（右）の大井川流域
平均予測降水量 
（上から2011/09/11, 2017/10/23, 2017/10/28 の結果）。 
・横軸の数字は7/1を1とする日付である。 
・黒がアンサンブル予測。 
・灰色塗りつぶし部分は25～75パーセンタイル値。 
・赤がアンサンブル平均。 
・水色がレーダ観測雨量。 
・黄色は気象庁MSMの予測結果である。 
・Mp=2は雲物理パラメタリゼーションでLinスキーム。 
・Mp=16はWDM6を示す。 
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（１）赤線で示されたアンサンブル平均は、緑線（75 パー

センタイル値）に近い。 

（２）黒線で示した気象庁メソモデル（MSM）の予測結果は、

いずれの年も赤線よりもかなり下にあり、降雨事例を捉えると

いう点においては、アンサンブル平均の方が MSM よりも優

れていた。 

（３）青線で示した 90 パーセンタイル値は、すべての線の

中で最も大きい。つまり、90パーセンタイル値に注目すれば、

多くの場合降雨を捉える確率が上がる。しかし、これは空振

りも大きくなることに注意が必要である。 

また、年によって異なる点は、以下の通りである。 

（４）スコア 0.2と横軸20mm/48hを通る十字の補助線に注

目すると、各年度における精度の違いが見やすくなる。ここ

では、2019年＞2018年＞2020年の順に精度が高い。スレッ

トスコアは、大雨イベントがうまく予測できればスコアが高く

なるが、大雨イベントの数が少なければそもそもスコアが計

算されないため、イベントの数にも依存する値である。その

ため、各年の値は単純に比較できるものではない。しかし、

上記(1)～(3)で示したように、アンサンブル平均と 75 パーセ

ンタイル値との関係、MSM とアンサンブル予測値との関係

には、どれも安定した関係が維持されることから、各年度に

おいて安定した精度が維持されていたことが示唆される。な

お、2019 年から数値予測モデルの設定を改善したが、今回

の結果からはモデル改善の効果は明瞭には見られなかっ

た。 

４． 利根川を対象とした気象庁 3 ヶ月予報のダウンス

ケーリングによる季節予測手法の開発 

渇水リスクの予測や水資源管理については、数カ月の

リードタイムで行う季節予測が非常に有用である。一般

に予測リードタイムが長くなると予測精度は低下する。

しかしながら、水資源管理は 1 週間から 1 ヶ月単位の長

周期の降水量に影響されることから、数日スケールの降

水量のずれは無視することができ、季節予測を有効に利

用することが期待できる。そこで、本研究では気象庁が提

供する 1 ヶ月アンサンブル予測および 3 ヶ月アンサンブ

ル予測データを力学的にダウンスケーリングし、水資源

管理に対する有効性を調査した。 

領域気象モデルの計算領域を図-４に、利根川流域内の

流域分割を図-５に示す。気象庁では、5日に一度13アン

 
 
図－３ 2018～2020年度6月～10月における降雨予測精度スレットスコア。大きい値が良い成績を示す。横軸は降雨強度を示す。線
の凡例を図中に示す。 

 
図－４ 領域気象モデルの計算領域 

（利根川流域を赤線で示す） 
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サンブルメンバーからなる3～4か月先までの予測を行っ

ている。従って、1ヶ月間には5回～6回予測が発行され、

それらを1ヶ月分まとめて65～78メンバーの3ヶ月予測

を構成する。例えば、3月の2日、7日、12日… 27日ま

で 6 回発行された各 13 メンバーのアンサンブル予測は、

4月～6月までを対象とした 78メンバーの 3ヶ月予測と

なる。気象庁が 3 ヶ月予報を計算する GCM は、大気の格

子間隔約110km、海洋の格子間隔が50～100kmの大気海洋

相互作用モデルである。また、提供されるデータは2.5度

間隔（約270km間隔）であるため、河川流域の水資源管理

に用いるには解像度が粗い。そこで、領域気象モデルWRF

を用いて格子間隔 15km までダウンスケーリングを行い、

得られた降水量の評価を行った。なお、このデータは気象

庁と気象学会が行っている研究用データ提供の枠組みで

ある気象研究コンソーシアムを通じて2020年2月末から

提供されている。 

 図－６は、2020年6月を初期値とする7月～9月の3ヶ

月予測である。赤点線のClimatology（平年値）は、全流

域平均の3ヶ月積算値は600㎜であった。GCMオリジナル

の予測（太黒実線）は650㎜とやや大きいが、観測値（黒

破線）の 900 ㎜に比べると過小であった。ダウンスケー

リングによる全流域平均値（黒細実線）は 900 ㎜で観測

と良く一致した。次に、支流別の観測値を見てみると、ま

ず上流側の①沼田上流、②八斗島上流、③渡良瀬川では

3ヶ月積算値が 900～1000㎜と大きめであり、④鬼怒川、

⑤下流域では3ヶ月積算値が400～500㎜と小さめであっ

た。また、ダウンスケーリング予測値の支流別の値は、観

測値に近い値を示しており、予測値が適切であったこと

がわかる。以上のように、気象庁 3 ヶ月予報のダウンス

ケーリングによって、有効な予測値が得られる可能性が

示された。今後より多くの事例について調査を続ける必

要がある。 

 

 

５．大気と陸面の水文過程を精緻に表現した降雪・積雪・融

雪を考慮した流出モデル(WEB-DHM-S)の開発と検討 

5.1 検討手法 

積雪は水資源として重要な役割を担っており、その融

雪流出量の推定における信頼性の向上は、年間を通じた

発電効率の向上のためのダム操作のために必須である。 

本検討では、まず、降水が個体か液体か（雪か雨か）を

判別するために、標高が増加することによって気温が低

下する割合（気温減率）の変化が、大気中の水蒸気圧と気

温の絶対値に依存していることに着目し、気象庁の長期

再解析結果(JRA55：地上・衛星観測データを最新の数値気

象予測モデルに同化して得られる再解析結果)を用いて

各標高の気温減率を算定し、数少ないアメダス地上観測

所の気温観測データと組み合せて対象山岳流域の毎時の

3次元的な気温分布の推定手法を確立する。次に、この毎

時 3 次元気温分布情報を用いて、対象の山岳領域全体で

降雪が発生しない降雨のみである暖候期を特定し、その

期間のレーダ観測値を地上雨量計による観測値でキャリ

ブレーションして、定量的な毎時の降雨の平面分布を推

定する。このように得られた高精度の雨量データを WEB-

DHM-Sに入力して河川流出量を算定し、観測した河川流出

量と比較して、WEB-DHM-Sで使用している透水係数等のモ

デルパラメータを同定する。 

WEB-DHM-Sは、地表面でのエネルギー収支と水収支を計

算し、土層での水の鉛直流動や斜面方向や河道での水平

流動を物理的に表すことができる。したがって、降雨の時

空間分布が適切に入力されると、河川流量観測値とモデ

ル推定値との比較により、モデルのパラメータは物理的

に推定が容易である。降雪・積雪・融雪計算サブシステム

は、雪面でのエネルギー収支や、積雪粒子の変態によるア

ルベド変化、融雪水の積雪層内での鉛直流動や再凍結等

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図－５ 利根川流域内の支流分割図 

 
 

図－６ 3ヶ月予測による積算降水量、2020年7月～9月の
例。黒太実線はGCMオリジナルの全流域平均雨量、赤点線は
Climatology（平年値）の全流域平均、他の細線は実線がダウ
ンスケーリング、破線は解析雨量による観測値、色は黒は全流
域、①水色、②黄緑、③黄色、④オレンジ、⑤赤は図－４に対

応する支流域。 

OBS
Ensemble 

mean

climatology
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を物理的に表すことができる。また非積雪期にパラメー

タ推定が完了した WEB-DHM と組み合わせることで、土壌

水分や河川流量を物理的に推定することが可能であり、

国際的な積雪モデル相互比較実験(SnowMIP1)や国内外の

様々な流域スケールの検証実験において優れた性能を示

している。 

 

5.2 WEB-DHM-4cSの校正と検証 

5.2.1 犀川での検証 

本手法を犀川流域に適用した。融雪出水の影響がない暖

候期を対象に低水と洪水に着目しモデルを校正し、次に

降雪・積雪・融雪の影響がある寒候期を対象にモデルを校

正する。その後、年間を通し長期で連続的にモデルを実行

し検証した。まず、融雪期を含む寒候期(2017 年 11 月 1

日～2018年 6月 30日)で WEB-DHM-4cSを実行し、推定さ

れた積雪域と MODIS で観測した積雪域の比較行い積雪域

の校正をした。次に3水文年（2015年8月～2018年7月）

でWEB-DHM-4cSを実行し、高瀬ダム地点で検証した。結果

を図－7に示す。なお、観測流量のマイナス値は、高瀬ダ

ムが揚水発電設備を有し、流入量を時間当たりのダム貯

水量の増減とダム放流量（プラス値）、下池からの揚水量

（マイナス値）の和で計算したことによる影響である。図

-7 より高瀬ダム地点において各年ともに夏期(7～10 月)

の出水、冬期(11～3 月)の低水、融雪期(4～6 月)の融雪

出水が良く一致していることを示した。 

 

5.2.2 大井川での検証 

本手法を大井川上流域に適用した。2013 年 10 月～2015

年 9 月の２年間においてモデルパラメータを調整（キャリブ

レーション）し、2015年 10月～2017年 9月に適用しモデル

検証（バリデーション）したハイドログラフ、積雪面積分布の

衛星観測値、推定値の結果を図-８に示す。 

図-8の上段のグラフは、青が降水量、黒が観測流量、赤が

WEB-DHM-Sで推定した計算流量を示す。2015年 10月～

2017 年 9 月において出水のピークの立ち上がり、ピーク流

量、また、融雪期における流量が観測値と合い適切に表現

されている。下段の図は流域内における積雪域の空間分布

を時系列で示している。上に MODIS（人工衛星に搭載され

た可視・近赤外域のセンサ）で観測した積雪域で下にWEB-

DHM-S で計算した積雪域を示す。水色が積雪域、赤色が

雲域（MODIS のみ）、緑色が積雪以外の地域を表している。

水色の積雪域が MODIS、WEB-DHM-S ともに合っており、

積雪期、融雪期における積雪域の分布が良く推定されてい

ることが示された。 

 

 

６．犀川流域生坂ダムにおけるアンサンブル流入量予測 

6.1検討手法 

大気と陸面の水文過程を精緻に表現し融雪を考慮した

流出モデル(WEB-DHM-4cS)に、牛山らによる領域アンサン

ブル降雨予測（アンサンブル降雨予測データ（3km 空間解

像度、39 時間先まで 1 時間時間解像度、32 アンサンブル）

を入力することで生坂ダムを対象とし暖候期の降雨によ

る流入量予測に焦点をあて実施した。 

 

 

 

 

図－７ WEB-DHM-Sの検証結果（2015年8月～2018年7月(3年

間)における高瀬ダム地点でのWEB-DHM-4cS実行結果。 

（上：ハイドログラフ，黒線：観測流量、赤線：解析流量、水色

線：降水量）なお，高瀬ダムでは揚水発電の影響で観測流量にマ

イナスを含む)，下：積雪面積分布の衛星観測値、推定値。） 

 

 
図－８ WEB-DHM-Sの検証結果（2013年10月-2015年9月の2

年間のキャリブレーションで得られたパラメータを用いて 

2015年10月-2017年9月に適用し検証した結果）。 

上からハイドログラフ・積雪面積率（いずれも黒線が観測値、

赤線が推定値）、積雪面積分布の衛星観測値、推定値。 
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6.2 生坂ダムにおける2018年9月出水での検討 

「第三類」の生坂ダム（ダム湖の規模が小さくゲート操

作が複雑なダム）における出水を対象に洪水量(洪水を規

定する流入量 800m3/s)の予測をした。ハインドキャスト

の中で39時間先予測のうち、最初の6時間を気象庁の降

水短時間予報を、残りの 33 時間を 32 アンサンブルで予

測をした。ゲート操作を効率的に実施するために生坂ダ

ムへの洪水量を 6～10 時間前に予測することが指標とし

て挙げられ、洪水量に到達した2018年9 月30日～10月

1日の台風 24号による降雨の事例で検討した。検討結果

を図-9と表-1に示す。図-9で黒線は観測流入量，赤線は

アンサンブル平均，水色線が32の各アンサンブルの流入

量を示す。生坂ダム地点において洪水量 に到達した時刻 

を2018年10月1日 02:00とし予測状況を検討した結果，

アンサンブル平均で 7～31 時間前に洪水量を予測すると

ともに，それぞれ28以上のアンサンブルで洪水量を予測

しダム操作のニーズに答えることを示した。 

6.3 高瀬ダムにおける2018年7月出水での検討 

「第一類」の高瀬ダム（河川の従前の機能の維持のため

の洪水貯留を要求されるダム）を対象に 2018 年 7 月～9

月における出水から、大・中・小の規模の出水を選択し流

入量予測をした。結果を図-10に示す。図-10において黒

線は観測の流入量、赤線が気象庁解析雨量（観測値）を入

力した流入量、水色線が 32 のアンサンブル平均の 39 時

間先の流入量を示す。特に中・小規模出水においてピーク

の立ち上がりや流量が減少するタイミングが良く表現で

きていることを示した。なお、本検討結果はフィードバッ

ク（予測結果を当該の観測時刻の最初の流入量にシフト

し合わせたもの）を適用したものである。 

第一類ダムの場合、貯水池の空き状況に応じて流入量

を貯め込むことが可能であることから、ピークの到達時

刻ではなくピークまでの積算流入量(ボリューム)の予測

も重要となる。そこで、流入量をボリュームの指標で整理

することとした。ピーク流量の発生時刻の手前 30 時間、

24時間、12時間、6時間を選びその時間に予測した最大

39 時間先までの予測流入量の積算値と同時間帯での実測

流入量の積算値の比をとり、精度が5％、10％、15％とい

う指標を設定し評価することとした。結果を表-2に示す。

 
図－10 高瀬ダムにおけるハインドキャスト結果  

(黒線：観測流量，赤線：解析雨量による流量，水色線：32のア

ンサンブル平均流量)（上：大規模、中：中規模、下：小規模） 

 

図-９ 2018年9月30日～10月1日における生坂ダム洪水量

(800m3/s)予測結果 [青:アンサンブル平均雨量，黒:観測流量，

赤:アンサンブル平均流量、水色:アンサンブル流量] 

表-１  生坂ダムへの洪水流入量800m3/s 予測結果 

(アンサンブル平均で予測した場合を「〇」，予測したメンバー

数，予測しなかったメンバー数をそれぞれ記載)  

 

表-２  高瀬ダムにおけるピーク発生時までの積算流入量 

(比率=予測値/実測値): 黄色15％，水色10％，緑5％の誤差) 
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流入量での検討では、中規模出水において24時間前、12

時間前、6時間前において5％以内の誤差で予測、小規模

出水では24時間前、12時間前で15％以内の誤差で予測、

大規模出水では 12 時間前 6 時間前で 15％以内の誤差と

高精度での流入量予測結果を示した。 

 

７．大井川を対象とした発電と下流における洪水調節の

ための効率的なダム操作手法の検討  

7.1 検討手法 

WEB-DHM-4ｃS にアンサンブル降雨予測データを入力

し得られる 32 のアンサンブル予測流入量の幅を考慮し、1)

洪水調節に重きを置く場合は上位 25％程度を、増電のため

の水量確保に重きを置く場合は下位 25％程度の流量時系

列を用いること、2)既存の操作規定に従って運用した場合に

予測期間中にダムから安全に放流できる流量を超えるかど

うか、3)予測開始時点で予測時間内の流入量の積算値が貯

留可能な容量を超えるかどうか、の各計算をし、4）超える場

合は超過量を予測期間内で均等にダムから発電使用水量

を優先し放流する、5)超えない場合は 39 時間先までの予測

流入量の平均値を次の1時間の発電使用水量とする、という

操作を設定した。 

洪水調節については、目標とする洪水時上限ゲート放流

量を 600m3/s とした場合、ダム湖の水位が常時満水位以下と

なるかどうかで評価した。発電については、発電使用水量で

はなく発電量で比較することが望ましい。発電出力は、発電

使用水量、有効落差、そして合成効率（水車効率と発電効率

を合成したもの）から求まるが、比較には合成効率は不要で

ある。そこで、「発電量指標：発電使用水量に有効落差の指

数（水位に従って線形的に増大し、計画高水位(HWL)で 1.0

となる）を乗じたものの時間積算値」を設けて、その指標の変

化で増電効果を求めることとした。 

任意の水量Q（m3/s）と有効落差 He における発電出力 P

は、式-(1)で計算される。 

 

P＝9.8×Ｑ×Ｈe×η         (1) 

 

ここで、P：発電出力 (kW)、  

Q： 任意の水量(m3/s) 、 

He：任意の使用水量時の有効落差(m)、 

η：水車効率と発電効率の合成効率 

 

そこで、実績とシミュレーションの発電量を簡易に比較す

るため、式-(2)に示す「発電量指標」で評価した。 

 

   (1) 

ここで、 Pindex ：発電量指標、 

h：貯水位（ｍ） 

Hemax：最大有効落差 (m) 

Qp：発電使用水量（ｍ3/ｓ） 

 

7.2 畑薙第一ダムにおける2018、2019年出水での検討 

2018 年、2019 年暖候期（7～10 月）でダム操作を連続的

に適用した結果を図－11に示す。この 2暖候期に 600m3/s

を超す出水は、2018年 9月 30日～10月 1日と 2019年 10

月12～13日の2回発生しており，その期間の詳細を図－12

に示す。 

2018 年は予測開始時のダム湖の水位が高い場合の事例

です。ダム湖の水位が予備放流水位とほぼ同等な状態下で

予測された流入量を洪水が起こる前日の 29 日の午前（ピン

ク色範囲）に事前放流を実施することで貯水位(グレーの点

線)を適時に下げて、流入量(青の実線)ピーク時のゲート放

流量（ピンク色範囲）を既定の 600m3/s以下に抑えることに成

功している（なお、事前放流をしない場合、オレンジ色範囲

のようにゲート放流量は 600m3/sを超えている）。 

2019 年は予測開始時のダム湖の水位が低い場合の事例

です。貯水能力が見込める中で、常時満水位(赤の点線)ま

で効果的に事前に水を貯留し、ゲート放流量を600m3/s以下

に抑えることに成功している。 

なお、発電量指標では暖候期（7～10月）平均で、2018年

は 12.8%、2019年は 3.7%の増電を示すことができた。 

 

８．まとめ 

本研究では、領域アンサンブル降雨予測技術の改善、大

気と陸面の水文過程を精緻に表現し降雪・積雪・融雪を考

慮した流出モデル(WEB-DHM-S)の改善をし、予測された降

雨を WEB-DHM-S に入力することでダムへの流入量を予測

し、その予測流入量に基づき発電と下流における洪水調

節のための効率的なダム操作手法を検討した。 

領域アンサンブル降雨予測については、予測システム

の運用と2018年4月以降現在までの連続計算データを作

成し、基準雨量強度を超える雨の予測をスレットスコア

で評価し精度の向上を示した。また、利根川を対象とした

気象庁 3 ヶ月予報のダウンスケーリングによる季節予測

手法を検討し、有効な予測値が得られる可能性を示した。 

流入量予測については、犀川流域の生坂ダム(第三類)、

高瀬ダム(第一類)地点における 2018 年 7～9 月の出水イ

𝑃𝑃𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 = �1.0 −
𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻𝐻 − ℎ

𝐻𝐻𝑖𝑖𝑒𝑒𝑒𝑒𝑖𝑖
� × 𝑄𝑄𝑝𝑝 
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ベントを対象に流入量予測をした。生坂ダム地点では

リードタイム 7～31 時間で洪水量(800m3/s)を予測する

ケースを示し、高瀬ダム地点ではピークまでの積算流入

量(ボリューム)で、中規模出水において24時間前、12時

間前、6 時間前でそれぞれ 5％以内の高精度で予測した。 

アンサンブル流入量予測を基にした効率的なダム操作

については、洪水が見込まれるとなった場合に、事前に発

電ダムの使用水量を増やし発電量を増加するとともに、

ダム水位を低下させ洪水を効率的に貯留するダムの操作

方法を検討した。大井川畑薙第一ダムを対象に、2018 年

は予測開始時のダム湖の水位が高い場合は事前に放流、

2019 年の予測開始時のダム湖の水位が低い場合は効果的

に水を貯留し、ゲート放流量を600m3/s以下に抑えるとと

もに発電量が事前に水を利用しなかった場合と比較し、

発電使用水量が9%増加（発電量指標は6%増加）するとと

もに発電量指標では暖候期（7～10月）平均で、2018年は

12.8%、2019年は3.7%の増電を示した。 
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data assimilation for spatiotemporal chaos: A local 
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112-126, (2007).  

2） Miyoshi, T., and M. Kunii:「The local ensemble transform 
Kalman fileter with the weather research and forecasting 
model: experiments with real observation.」 Pure Appl. 
Geophys. DOI 10.1007/s00024-011-0373-4, (2011).  

3） 牛山 朋來, 小池 俊雄, 大井川・犀川流域の効率的ダム操作

支援を目的とした領域アンサンブル降雨予測の開発, 土木

学会論文集B1（水工学）, 74 巻, 4 号, p. I_103-I_108､2018． 

 

 

図-11  2018年（上図）と2019年（下図）暖候期（7～10月）の時間降水量（黒棒）・流入量（青実線）・貯水位（黒実線）・発電使用

量（水色範囲）の観測値と，ダム操作支援システムによるアンサンブル流出予測値（赤破線，予測先行時間内平均）・追加発電使用水

量（青色範囲）・ゲート放流量（ピンク色範囲）・貯水位（黒破線）．赤点線は常時満水位，青点線は予備放流水位． 

 

図-12  ：ゲート放流量が600m3/sを超した出水の詳細（2018年9月30日～10月1日(左図) と 2019年10月12～13日 (右図)） 

時間降水量（水色棒）・流入量（青実線）・貯水位（黒実線）・ゲート放流量（オレンジ範囲）・発電使用量（青色範囲）の観測値と，

予測開始時刻から24時間先のアンサンブル流出予測（茶破線）・ゲート放流量（ピンク色範囲）・追加発電使用水量（紫色範囲）・ダ

ム貯水位．赤点線は常時満水位，青点線は予備放流水位． 
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2．1 洪水予測並びに長期の水収支解析の精度を向上させる技術・モデルの開発 
 
2.1.3 人工衛星及び土砂水理学モデルを活用した水災害ハザード推定技術の開発に関する研

究 
 
     担当チーム：水災害研究グループ 

研究担当者：岩見洋一、伊藤弘之、大沼克弘、萬矢敦啓、山崎祐介、南雲直子、郭栄珠、原田大輔、

Robin K. BISWAS、秦梦露、Kattia Rubi Arnez Ferrel、江頭進治 
 
 
【要旨】 
本研究では、土砂移動を含む水災害を対象にした数値モデルを開発し、同時に人工衛星データや現地調査から

計算条件を作成する手法を開発し、これらを用いて数値計算を行い、水災害ハザードを推定する手法を示すこと

を目的に研究を行った。降雨に伴う流域からの土砂流出予測法の提案、連行の概念を用いた浮遊砂浮上量式の提

案、人工衛星と水位計データから河道地形を作成する手法の提案を行った。これらを用いてバングラデシュのジャ

ムナ川と五福谷川において洪水再現計算を行った結果、提案する手法が対象地域の水災害ハザードを推定する上

で有用であることが示された。 
 

キーワード： 土砂水理学モデル、人工衛星、水災害ハザードの推定、土砂・洪水氾濫、浮遊砂 
 

1．はじめに 

近年、国内外で土砂移動を伴った水災害が頻発している。

この状況は、今後気候変化の影響を考慮すると、ますます

強まることが懸念されている。一方、これらの国・地域では洪

水災害予測の基礎となる水文・水理データの観測密度や蓄

積が乏しく、特に、洪水災害の拡大要因となる土砂輸送を伴

う洪水、洪水・土砂氾濫に関する知見は十分とは言い難い。 

国内では、2017 年の九州北部豪雨による筑後川水系赤

谷川の災害に見られるように、豪雨に伴い山間部で土砂・流

木が多量に生産され、これらが河道沿いに堆積すれば，生

産された土砂・流木が洪水流に伴って下流に流出し，下流

部の洪水氾濫被害を助長する 1)。しかし、こういった現象を

解析し、ハザードを評価する手法は十分とは言い難い。 

国外では、例えばバングラデシュでは、ブラマプトラ川の

ような大河川において、毎年のように大規模な流路・河床変

動が生じ、河岸侵食によって多くの土地が失われている。こ

のような水災害ハザードに対して、数値解析技術を用いて

砂州の挙動やそれに伴う河岸侵食を予測することができれ

ば、多くの効果的な対策を立てることができるはずである 2)。 

このような状況をふまえ、本研究では土砂移動を含む水

災害を対象にした数値モデルを開発し、同時に人工衛星

データや現地調査から計算条件を作成する手法を開発し、

これらを用いて数値計算を行い、水災害ハザードを推定

する手法を示すことを目的に研究を行った。 

 

2．手法 

2.1 降雨に伴う土砂流出解析法（Rainfall-sediment-runoff 

(RSR) model）の開発 

降雨に伴う流域全体からの土砂流出を解析するために、

合流点間を単位河道とするモデル 3)と、分布型降雨流出氾

濫モデル（RRIモデル）4)とを統合し、河川流域からの土

砂流出を容易に解析できるモデルを開発した。 

図-1のように、上流側の合流点（𝑥𝑥𝑗𝑗と𝑦𝑦𝑗𝑗）を含み、下流

側の合流点（𝑥𝑥𝑗𝑗+1）を含まない区間を単位河道とする。単

位河道を直列及び並列に配置することによって、樹枝状

に分岐する河道網を表現する。このモデル化によって、貯

留型の支配方程式を得ることができ、複雑な河道網にお

ける土砂流出予測を容易に行うことができる 3)。 

本研究では RRI モデル 4)の河道セルのうち 1 つ又はそ

の複数を連結して単位河道を構成する。各単位河道の流

量、勾配、川幅といった物理量について、RRIモデルの𝑥𝑥𝑗𝑗、

 
図-1  単位河道モデルの概念図(文献 3)に加筆) 
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𝑦𝑦𝑗𝑗地点に相当する河道セルのうち集水面積の大きい方と

𝑥𝑥𝑗𝑗+1地点の平均値を採用する。すなわち、河道の土砂輸送

能力の評価には、RRIモデルの解析結果を用いている。こ

れらを用いて土砂輸送を評価する手順は以下の通りであ

る。 

 浮遊砂の輸送については、次式により算出する。 

𝜕𝜕ℎ𝑐𝑐𝑖𝑖
𝜕𝜕𝜕𝜕

=
1
𝐵𝐵𝑗𝑗𝐿𝐿𝑗𝑗

�𝑐𝑐𝑠𝑠𝑖𝑖�𝑥𝑥𝑗𝑗�𝑄𝑄�𝑥𝑥𝑗𝑗� + 𝑐𝑐𝑠𝑠𝑖𝑖�𝑦𝑦𝑗𝑗�𝑄𝑄�𝑦𝑦𝑗𝑗�

− 𝑐𝑐𝑠𝑠𝑖𝑖�𝑥𝑥𝑗𝑗+1�𝑄𝑄�𝑥𝑥𝑗𝑗+1�� + 𝐸𝐸𝑖𝑖
− 𝐷𝐷𝑖𝑖                                                     (1) 
ここに、𝑐𝑐𝑠𝑠𝑖𝑖�𝑥𝑥𝑗𝑗�：単位河道jのi粒径階の浮遊砂濃度、

𝑄𝑄�𝑥𝑥𝑗𝑗�：単位河道 j の流量、𝐵𝐵𝑗𝑗：川幅、𝐿𝐿𝑗𝑗：単位河道長、

h：マニング則により算出される水深、𝐷𝐷𝑖𝑖：i 粒径階の堆

積速度であり𝑐𝑐𝑖𝑖と沈降速度の積により算出、𝐸𝐸𝑖𝑖：i粒径階

の侵食速度であり、後述する。 

次に、以下の式によって河床位の変化を評価する。 

𝜕𝜕𝑧𝑧𝑏𝑏
𝜕𝜕𝜕𝜕

= �
1

(1 − 𝜆𝜆)𝐵𝐵𝑗𝑗𝐿𝐿𝑗𝑗
�𝑄𝑄𝑏𝑏𝑖𝑖�𝑥𝑥𝑗𝑗� + 𝑄𝑄𝑏𝑏𝑖𝑖�𝑦𝑦𝑗𝑗� − 𝑄𝑄𝑏𝑏𝑖𝑖�𝑥𝑥𝑗𝑗+1��

𝑖𝑖

− 𝐸𝐸𝑖𝑖
+ 𝐷𝐷𝑖𝑖                    (2) 

ここに、𝑧𝑧𝑏𝑏：河床高、𝑄𝑄𝑏𝑏𝑖𝑖�𝑥𝑥𝑗𝑗�：単位河道 jにおける i

粒径階の掃流砂量であり、江頭らの式 5)に𝑝𝑝𝑖𝑖を乗じて算

定する。河床位の変化に伴って、河床材料の粒度分布が変

化する過程ついて、竹林ら 6)の研究と同様に、掃流砂層と

堆積層との間に遷移層を介在させ、掃流砂層と遷移層に

おける各粒径階の土砂粒子の質量が保存されるよう計算

を行う。なお、本モデルでは式(4)の計算により単位河道

内の河床セルの河床位が変化し、RRIモデルの流出計算が

その影響を受ける形となっている。  
 

2.2 連行の概念を用いた浮遊砂浮上量式の開発 

数十㎛程度の微細な土砂が多量に供給され、これを扱

う必要がある場合、ほとんどの既往の式が浮遊砂の浮上

量を極端に大きく評価してしまう。これは、これらの式が

粘着力を考慮していないこと、また、微細土砂は従来

ウォッシュロードとして扱われ、従来の評価式において

はあまり研究対象となってこなかった経緯があると考え

られる。そこで、微細土砂の解析を可能にするために、連

行の概念を用いた浮遊砂の解析モデルを新たに提案し、

実験を行ってその妥当性について検討した。 

図-2 は、微細土砂が緩く堆積している河床表層の応力

分布の模式図であり、河床表面にはせん断応力𝜏𝜏𝑏𝑏が作用

している。降伏応力の深さ方向の分布は、見かけの内部摩

擦角𝜙𝜙を導入して次式のように表される。 

𝜏𝜏𝑦𝑦 = 𝜌𝜌(𝜎𝜎/𝜌𝜌 − 1)𝑐𝑐𝑠𝑠𝑔𝑔(ℎ𝑠𝑠 − 𝑧𝑧)tan𝜙𝜙     (3) 
ここに、𝜏𝜏𝑦𝑦：降伏応力の深さ方向の分布、𝜌𝜌：水の密度、

𝜎𝜎：土粒子の密度、 𝑔𝑔：重力加速度である。𝑐𝑐𝑠𝑠は流動層の

砂粒子断面平均濃度であり、運動量保存則に水と砂礫の

混合体の構成則を適用することによって求められるもの

で、ここでは便宜上平均濃度を用いる。  

図-2 を参照し、河床に作用するせん断応力𝜏𝜏𝑏𝑏と𝜏𝜏𝑦𝑦が等

しくなるところを𝑧𝑧 = 0とすると、流動層の厚さℎ𝑠𝑠につい

て、次式を得る。 

ℎ𝑠𝑠
ℎ

=
𝑖𝑖𝑒𝑒

(𝜎𝜎/𝜌𝜌 − 1)𝑐𝑐𝑠𝑠tan𝜙𝜙
               (4) 

ここに、 𝜏𝜏𝑏𝑏 = 𝜌𝜌𝑔𝑔ℎ𝑖𝑖𝑒𝑒としており、𝑖𝑖𝑒𝑒はエネルギー勾配

である。領域0 < z < ℎ𝑠𝑠（流動層）における流れを層流

とすれば、流れは次式で与えられる。 

𝜌𝜌𝜌𝜌
∂𝑢𝑢𝑠𝑠
∂𝑧𝑧

= 𝜏𝜏𝑏𝑏 − 𝜏𝜏𝑦𝑦               (5) 

ただし、𝜌𝜌、𝑢𝑢𝑠𝑠はそれぞれ領域0 < z < ℎ𝑠𝑠（流動層）に

おける動粘性係数および流速である。 

式(4)、(5)より、 

∂𝑢𝑢𝑠𝑠
∂𝑧𝑧

=
𝑢𝑢∗2

𝜌𝜌
𝑧𝑧
ℎ𝑠𝑠

                  (6) 

 

図-2  河床表層の応力分布に関する模式図  

図-3  流水中の極微細土砂の収支 
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従って、0 < z < ℎ𝑠𝑠における流速分布𝑢𝑢𝑠𝑠(𝑧𝑧)及び平均流速

𝑉𝑉は以下のようである。 

𝑢𝑢𝑠𝑠(𝑧𝑧) =
1
2
𝑢𝑢∗2

𝑣𝑣
𝑧𝑧2

ℎ𝑠𝑠
                (7) 

𝑉𝑉 =
1
6
𝑢𝑢∗2

𝑣𝑣
ℎ𝑠𝑠                  (8) 

流砂量𝑞𝑞𝑏𝑏は、𝑞𝑞𝑏𝑏 = 𝑐𝑐𝑠𝑠𝑉𝑉ℎ𝑠𝑠であることから、 

𝑞𝑞𝑏𝑏 =
𝑐𝑐𝑠𝑠
6
𝑢𝑢∗ℎ𝑠𝑠
𝜌𝜌

𝑢𝑢∗ℎ𝑠𝑠              (9) 

と表される。 

 次に、掃流の場合と同様に、微細土砂から構成される河

床表層上の一次元流を考える。この場合、図-3 に示すよ

うに連行によって微細土砂が流水中に取り込まれ、一方、

流水中の土砂は沈降によって河床表層に戻るものとする。

このとき、流水中の微細土砂の質量保存は次の移流分散

方程式で記述される。 

∂𝑐𝑐ℎ
∂𝜕𝜕

+
∂𝑐𝑐𝑢𝑢ℎ
∂𝑥𝑥

=
∂
∂𝑥𝑥

�𝜀𝜀ℎ
𝜕𝜕𝑐𝑐
𝜕𝜕𝑥𝑥
� + 𝑊𝑊𝑒𝑒𝑐𝑐𝑠𝑠 − 𝑤𝑤0𝑐𝑐    (10) 

ここに、𝑐𝑐：水中の土砂粒子の濃度、𝑢𝑢：平均流速、 𝜀𝜀：分

散係数、𝑊𝑊𝑒𝑒：連行速度、𝑤𝑤0：沈降速度である。また、水

流の連続式は、 

∂ℎ
∂𝜕𝜕

+
∂𝑢𝑢ℎ
∂𝑥𝑥

= 𝑊𝑊𝑒𝑒 − 𝑤𝑤0
𝑐𝑐
𝑐𝑐𝑠𝑠

           (11) 

と表される。式(10)、式(11)より、土砂濃度𝑐𝑐は次のよう

に記述される。 

∂𝑐𝑐
∂𝜕𝜕

+ 𝑢𝑢
∂𝑐𝑐
∂𝑥𝑥

=
1
ℎ
∂
∂𝑥𝑥

�𝜀𝜀ℎ
𝜕𝜕𝑐𝑐
𝜕𝜕𝑥𝑥
�  

+
1
ℎ
�𝑊𝑊𝑒𝑒𝑐𝑐𝑠𝑠(1 −

𝑐𝑐
𝑐𝑐𝑠𝑠

) − 𝑤𝑤0𝑐𝑐(1

−
𝑐𝑐
𝑐𝑐𝑠𝑠

 )�                 (12) 

連行による流水中への土砂の取り込みと沈降による河床

への堆積が釣り合った状態、すなわち∂c/ ∂𝜕𝜕 = 0、∂𝑐𝑐/
∂x = 0の状態では、平衡濃度𝑐𝑐𝑒𝑒が次のように得られる。 

𝑐𝑐𝑒𝑒  =
𝑊𝑊𝑒𝑒

𝑤𝑤0
𝑐𝑐𝑠𝑠                 (13) 

ここで、成層密度流の連行現象に関する研究成果 7)、  8)を

用いて連行速度𝑊𝑊𝑒𝑒を評価できるものとすると、連行速度

は次式で与えられる。 

𝑊𝑊𝑒𝑒

𝑢𝑢
(= 𝑒𝑒 ) =

𝐾𝐾
𝑅𝑅𝑖𝑖∗

  (𝑅𝑅𝑖𝑖∗ =
∆𝜌𝜌
𝜌𝜌
𝑔𝑔ℎ/𝑢𝑢2)     (14) 

ここに、𝑅𝑅𝑖𝑖∗はリチャードソン数、𝑒𝑒は連行係数、∆𝜌𝜌は密

度差である。芦田ら 9)によれば、𝐾𝐾 = 1.5 × 10−3とされて

いる。 

式(13)及び式(14)に、マニングの抵抗則を導入して整理

すると、次式を得る。 

𝑐𝑐𝑒𝑒  =
K

(𝜎𝜎/𝜌𝜌 − 1)
ℎ1/6

n�𝑔𝑔
𝐹𝐹𝑟𝑟2

𝑢𝑢∗
𝑤𝑤𝑜𝑜

           (15) 

ここに、𝑛𝑛はマニングの粗度係数である。なお、𝑐𝑐𝑒𝑒 ≪ 𝑐𝑐𝑠𝑠と
している。 

 

2.3 人工衛星データを用いたDSM作成手法の開発 

 バングラデシュを流れるブラマプトラ川のような大河

川では、年間を通じて水位の高低差が非常に大きい。渇水

期には河床の多くの部分が陸地となる一方、洪水期には

 
図-4  人工衛星データを用いたDSMの作成手法の概要（バングラデシュ、ブラマプトラ川の例） 

 

 th, m

  
          Geometry
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大半の砂州が水面下に入る。この高低差を利用して、人工

衛星データを用いた水域抽出による DSM の作成手法を提

案したものが図-4である。 

まず、図-4(a)のように、一年間のうち、雨季と乾季の

両方を含むように、複数枚の人工衛星データを抽出する。

今回は、2010年の人工衛星（Landsat）画像のうち７枚を

抽出した。これらのデータから、水域と陸域の境界を抽出

する。画像が撮影された日の水位データを領域内の水位

計から取得し、水面が川底に平行であると仮定し、水位計

からの距離と河床勾配から各水際地点の標高を求めるこ

とができる。こうして求めた水域―陸域境界の標高を７

枚重ね合わせることで、河道地形のデータ（Digital 

Surface Model、DSM）を得ることができる。このようにし

て得られた DSM は、後述するように、河岸侵食や砂州の

移動を含む河床変動計算を行うのに実用的な精度を有し

ている。 

 

３．浮遊砂の侵食に関する実験とその考察 

3.1 実験の概要及び実験条件 

2.2節において、連行の概念を用いた浮遊砂浮上量式を

提案した。本手法は、微細土砂で構成される河床の変動を

予測するのに有用な手法と思われるが、式(14)はブシネス

ク近似が成り立つ２流体間における成層密度流の研究成

果に基づくものであり、この関係が河床表層と水流層の

間に形成されている土砂の密度躍層にも適用できるか否

かが、 連行速度を用いた浮遊砂の解析法の妥当性を決定

づける。このことを確認するために、以下のように微細土

砂を用いた水理実験を行う。本実験では図-5 に示す粒度

分布の異なる 4 種類の河床材料を用い、土砂と水の混合

物が流水に連行される速度についての計測を行っている。

土砂の密度は 2.65~2.77(g/cm3)程度である。図-6 に示すよ

うな実験装置を製作し、水理実験を行った。実験水路は全

長約11m、水路幅0.2m、最大流量：20l/s程度である。実

験水路の中ほどに貯留空間を設け、ここに予めよく混ぜ

ておいた微細土砂と水の混合物を設置した後に、水路の

全体にわたり、堆積土砂（水と土砂の混合物）が乱れない

よう注意して湛水する。  
通水中は図-6 に示す 7 つの地点で流水中の土砂濃度を

計測した。 計測方法については、流水を 10 秒間採水

チューブを用いて直接採取し、これを乾燥させて流水中

の土砂濃度を求めている。通水開始後一定程度の時間が

経過して侵食率が概ね一定と判断された時点で計測を開

始する。採水用チューブの先端に付ける呑口形状は幅

10mm、高さ 5mm の四角形状のものを用いた。なお、図

中の計測点 4、5、6、7 については鉛直方向にそれぞれ 2
割、4 割、6 割、8 割水深で吞口を設置している。実験結

果に採用する流水中の土砂濃度は、計測点4、5、6、7の
濃度を平均したものである。なお、計測点2、3について

は掃流砂の影響を調べるため底面付近に設置したものだ

が、実際にはここで計測しているものが掃流状態である

かどうか不明な上に、浮遊砂量に対して掃流で輸送され

る量は無視できる程度であるため、ここでは計測点 2、3

表-1 実験ケース一覧  

 

 

 
図-5 実験に用いた土砂の粒度分布 
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のデータについては検討を行わない。 
図-6 に示す土砂と水の混合物の貯留空間については長

さを変更できる構造とし、まず1mの設置長での実験を行

い、その後設置長を3mとして実験を行った。これは、設

置長が長いほど連行される土砂の量が多くなることから、

連行係数に対する設置長の影響について調べるためであ

る。なお、水路内の混合物貯留空間に設置する土砂につい

ては、各種類の土砂についていくつかの濃度の混合物を

作成して、実験を行っている。   
実験ケースの一覧について、表-1に示す。表中の「貯留

高さ」について、通水を開始すると界面のせん断力により

貯留空間の下流側の混合物が浮き上がり、混合物が貯留

空間をはみ出して下流側に堆積してしまう。このことを

避けるために、混合物の貯留高さを水路床の高さよりも

やや下げて通水を行っている。 
 

3.2 実験の結果 

式(10)に基づいた以下の式(16)を用いて、連行速度（連

行係数）を算出する。 

𝑞𝑞
∂𝑐𝑐
∂𝑥𝑥

= 𝑊𝑊𝑒𝑒𝑐𝑐𝑠𝑠 − α𝑤𝑤0c             (16) 

ここに、𝑞𝑞は単位幅流量で𝑞𝑞 = 𝑢𝑢ℎ、𝛼𝛼は𝛼𝛼 = 𝑐𝑐𝑎𝑎/𝑐𝑐等で表

現される補正係数であり、土砂 4 は土砂の粒径が大きく

粒子沈降の影響が無視できそうにないように思われるた

め、これを導入している。𝑐𝑐𝑎𝑎は基準面濃度であり、ここで

は Rouse 分布を用いて算出している。土砂 4 以外の土砂

の場合、土粒子の沈降が無視できるほど小さいため、式

 

図-6 実験水路の模式図 

 
図-7 実験結果と既往の連行に関する研究との比較 

（芦田ら 8）に加筆）（縦軸は連行係数、横軸はリ

チャードソン数） 

 

 
図-8 修正Ri*に対する連行係数の実験結果 

（芦田ら 8）に加筆）（縦軸は連行係数、横軸は修正リ

チャードソン数） 
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(16)は以下のように変形される。 
 𝑊𝑊𝑒𝑒 = 𝑐𝑐(𝑙𝑙)q / 𝑐𝑐𝑠𝑠𝐿𝐿             (17) 

𝑐𝑐(𝑙𝑙)は計測地点における鉛直平均濃度、𝐿𝐿は水と土砂の

混合物と水流層が接する距離（図-6参照）である。一方、

土砂 4 のように粒径が粗い場合、粒子沈降の影響を無視

できないため、式(16)の解は次のようになる。 

𝑊𝑊𝑒𝑒 =
𝛼𝛼𝑤𝑤0𝑐𝑐(𝑙𝑙)

𝑐𝑐𝑠𝑠
𝑒𝑒𝛼𝛼𝑤𝑤0𝑙𝑙 /𝑞𝑞 1

1 − 𝑒𝑒−𝛼𝛼𝑤𝑤0𝐿𝐿 /𝑞𝑞        (18) 

上記の方法により求めた連行速度から式(14)により連

行係数を求め、既往の成層密度流の連行現象に関する研

究成果 8)と比較したものが図-7である。図において、同一

ケースでは濃度が大きいほど連行係数が小さい。図より、

それぞれのケースについて、概ね連行係数が𝑅𝑅𝑖𝑖∗に反比例

するという式(14)の関係が確認できる。しかし、いくつか

のケース、特に最も粒径の小さい Sediment 1 を用いた場

合に、混合物の濃度が大きいケースにおいては既往の成

層密度流の実験結果（𝐾𝐾 = 1.5 × 10−3の線）と比較して

かなり小さい。これは、濃度が大きい場合に粘着力が強く

作用し、侵食が抑制されているためと考えられる。  
この粘着力の影響を補正するために、いくつかの方法

が考えられる。ここでは一つの方法として、以下のように

補正を行う。 
連行速度を規定する重要な要素は 2 層の境界に作用す

るせん断応力𝜏𝜏であり、その仕事率の一部により連行が起

きるとすれば、以下のように表される。 
𝜏𝜏𝑢𝑢 ∼ ∆𝜌𝜌𝑔𝑔ℎ𝑊𝑊e                 (19) 

式(19)を変形すると、次式を得る。 
𝑊𝑊𝑒𝑒

𝑢𝑢
∼

𝜏𝜏
∆𝜌𝜌𝑔𝑔ℎ

                (20) 

境界面では乱流運動が抑制されると考えれば、ここでの

せん断応力は動粘性係数を用いて評価することができ、

式(20)は次式のように変形される。 

𝑊𝑊𝑒𝑒

𝑢𝑢
∼
𝜌𝜌 𝜕𝜕𝑢𝑢𝜕𝜕𝑧𝑧
𝑢𝑢2

 
1
𝑅𝑅𝑖𝑖∗

                 (21) 

従来の成層密度流における連行現象とここで対象とする

連行現象が同じ機構で起こっているものとすると、境界

近傍の流れは両者が相似であると推察され、次の関係が

期待される。 

𝜌𝜌0
𝜕𝜕𝑢𝑢
𝜕𝜕𝑧𝑧
𝑢𝑢2

1
𝑅𝑅𝑖𝑖∗0

=
𝜌𝜌c
𝜕𝜕𝑢𝑢
𝜕𝜕𝑧𝑧
𝑢𝑢2

1
𝑅𝑅𝑖𝑖∗𝑐𝑐

           (22) 

ここに、𝜌𝜌0、𝑅𝑅𝑖𝑖∗0はそれぞれ水の動粘性係数及びリチャー

ドソン数、𝜌𝜌c、𝑅𝑅𝑖𝑖∗𝑐𝑐はそれぞれ水と土砂の混合物の層の動

粘性係数及びリチャードソン数である。以上より、次式を

得る。 

𝑅𝑅𝑖𝑖∗𝑐𝑐 =
𝜌𝜌c
𝜌𝜌0
𝑅𝑅𝑖𝑖∗0                 (23) 

式(23)の関係に基づいて、Sediment 1 の結果についてリ

チャードソン数の補正を行ったものが図-8である。𝜌𝜌c 𝜌𝜌0⁄
の値については、芦田ら 10)が同じ土砂を用いた実験で得

た値を読み取り、これを用いている。 
修正リチャードソン数を横軸に用いた図-8 では、連行

係数が概ね修正リチャードソン数に反比例する関係であ

ることが示されている。すなわち、連行の概念は微細土砂

により構成される河床にも適用可能であり、本研究で提

案する手法が有用であることが示されている。 
 

４．ブラマプトラ川における河床変動解析－河岸侵食に着

目して― 

4.1 対象河川の概要  

 前章までに、微細土砂を含む河床を解析的に扱う手法

を提案し、また人工衛星データから DSM を作成する手法

の開発について説明した。本章ではこれらの手法を用い

て、バングラデシュを流れるブラマプトラ川の河床変動

解析を行った結果について述べる。 

 
図-9 ブラマプトラ川の対象地域、Tangail地区と

Manikganj地区 

 

Study area

Brahmaputra 
River

Ganges  
River

Bangabandhu 
Bridge
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 ブラマプトラ川は、バングラデシュで最も大きな網状

流路河川である。バングラデシュは流域の下流端に位置

し、河床材料の平均粒径は約0.25mmである。そのため河

床変動は極めて活発であり、河岸侵食によって毎年数百

ヘクタールの農地の損失が引き起こされている 11)。その

ため、河川の特性を把握し、侵食が起こる前に脆弱な箇所

を予測し、対策を実施することが重要である。ここでは、

これまでに述べた手法を用いて、平面二次元解析により、

河床変動解析を行い、砂州の挙動と河岸侵食の関係につ

いて検討を行う。対象地域は、図-9 に示すように、ブラ

マプトラ川沿いのTangail地区とManikganj地区である。

この地域は、河道の網状化が著しく、浮遊砂の挙動が支配

的である。 

 

4.2 計算条件  

 平面二次元解析には、iRIC-Nays2DH12)を著者らが一部改

変したものを用いる。上流端流量として、平均年最大流量

である 65,000m3/sをピークとする波形の洪水ハイドログ

ラフを与える。計算領域は図-4(d)に示す 65km×12km の

領域とし、その他の条件として、グリッドサイズ：100m×

100m、タイムステップ（dt）：0.5s、河床材料の粒径：0.25mm、

マニングの粗度係数：0.025、としている。初期河床地形

として、2.3 節で示した手法により、2010 年の Landsat

データを用いて 2011 年洪水の初期河床を作成し、また

2014 年の Landsat データを用いて 2015 年洪水の初期河

床を作成した。それぞれの地形データを初期条件として、

2011年、2015年の河床変動計算を行い、衛星データとの

比較を行った。 

4.3 結果と考察 

図-10、図-11は、それぞれ 2011年洪水と 2015年洪水

について、シミュレーション結果と、洪水終了時の衛星観

測データとを比較したものである。いずれのケースも、複

列砂州のパターンが観測結果とよく似ていることから、

シミュレーション結果は流路パターンの観点からは概ね

妥当と考えられる。 

対象河川は解析区間の上流側で左右２つの流路に分か

れているため、左右の水路の定義を赤い矢印で示してい

る。2011年（図-10）と 2015年（図-11）を比較すると、

2015 年の方が左岸側流路の流路幅が広がり、ここに広く

て深い流路が形成されつつあることが分かる。このこと

は、図-10に示す一年間の計算からも明らかである。特に

赤丸の2011年の洪水後は、観測結果、シミュレーション

結果ともに左岸側流路が小さく、浅くなっている。その後、

2015 年の洪水の後では、左岸側流路（図-11（a）、図-11

（b）の赤丸）は広く、深くなっていることがわかる。 

このため、左岸側流路では、著しい河岸侵食が生じてい

る。このような河岸侵食の予測を行うために、2018 年の

Landsatデータを用いて 2019年洪水の初期河床を作成し

(図-12(a))、2019 年洪水のシミュレーションを行った。

河岸侵食について、Robin ら 12)が提案した手法で計算す

 
図-11 2015年の洪水について、流路の衛星画像と計

算結果の比較 

 

 
図-10 2011年の洪水について、流路の衛星画像と計

算結果の比較 
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る。この方法では，河岸格子における土砂の侵食と堆積か

ら河岸の移動量を評価している。上流端の流量について、

2019 年の流量観測データを得ることができなかったため、

65,000m3/sの定常流を二か月間与えた。図-12(b)は、2019

年に観測された河岸侵食を Landsat 画像から抽出したも

のである。図-12(c)は計算終了時の河岸の位置、図-10(d)、

(e)は左岸と右岸の河岸侵食の観測値と計算結果の比較

である。 

図-12(b)、(c)に見られるように、特に○で示した領域

は、シミュレーションによる侵食のパターンが観測とよ

く似ていることがわかる。図-12(d)、(e)によれば、特に

左岸において、河岸侵食の計算結果は観測値の 1/2～1/3

程度であるものの、侵食が起こりやすい箇所について、そ

の傾向は一致していることが確認できる。 

既に述べたように、2011 年以降、左岸側流路の流量は

徐々に増え、それと共に左岸側流路の流路変動と河岸侵

食は著しくなっている。その原因を考察するために、より

局所的な範囲に着目したものが図-13 である。図-13 は、

図-12(a)に「Area A」と示した部分を拡大したものであ

り、(a)、(b)は、2018 年の洪水前後の衛星画像から水域

と陸域を抽出したものである。図-13(a)では、A,B,Cの 3

つの砂州が別々に存在している一方、図-13(b)（洪水後）

では、砂州Aは細くなり、上流側へと延びている。砂州A

の上流には明確な砂州はなく、砂州 A と砂州 B の間の流

路は洪水前より狭くなり、砂州 B と砂州 C は統合されて

いる。そのため，左端側流路により多くの流れが集まるよ

うになっている。それに伴い、(b)の赤い部分が強い流れ

の作用を受け，河岸侵食が発生している．シミュレーショ

ンの結果（図-13(d)）でもこのような現象が起きており、

シミュレーション結果からも左岸側流路の発達について

説明することができる。このように、数値シミュレーショ

ンと衛星画像とを組み合わせることで、河岸侵食が起き

る可能性が高い箇所を予測することができ、洪水前に適

切な対策を行うことで、多くの河岸侵食を防止できる可

能性がある。 

 

５．中山間地河川における豪雨時の土砂流出とそれが洪水

流に及ぼす影響－五福谷川洪水を例に― 

5.1 五福谷川洪水の概要 

2019 年 10 月 12 日から 13 日にかけて東日本を通過し

た台風19号により、阿武隈川水系の内川流域（宮城県丸

 
図-12 2019年洪水の河岸侵食シミュレーション 

 
図-13 2018年の洪水について、流路の衛星画像と計

算結果の比較 
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森町、流域面積約106km2）に位置する筆甫観測所では総降

雨量が594.5mmに達し、 山間部では多数の崩壊・土石流

が発生した。特に内川支流の五福谷川では（流域面積約

24km2）崩壊・土石流の発生箇所が多い。このような土砂

が河道に堆積し、堆積土砂が洪水流によって侵食され、多

量の土砂が下流に流出し、下流域の被害を助長したと考

えられる。図-3 に五福谷川と内川の合流点付近の状況を

示す。この領域内では、洪水流と共に多量の土砂が氾濫し、

土砂の堆積厚さは場所によって1mを超えている。 

このような洪水氾濫を評価する手法として、河床変動

を伴う平面二次元洪水流解析が用いられる場合が多い。

その際、基本的に計算区間の上流端を氾濫発生が予想さ

れる地点の少し上流に設定し、その計算区間上流端での

平衡流砂量を境界条件とする。しかし、上述した災害では

上流からの土砂供給は非平衡性が強く、微細土砂の供給

により上流端の河床材料も時々刻々と変化している。し

たがってこのような現象を解析するためには、山地部か

らの微細土砂の流出を適切に評価する必要がある。そこ

でここでは、2.1節で述べた方法によって、流域からの土

砂流出を求めつつ、算出した土砂濃度を上流端境界条件

として平野部で平面二次元流れの解析を行い、流域から

の土砂流出が洪水流に及ぼす影響について検討する 13), 14)。 

5.2 計算条件 

図-15に P1～P4地点で採取した表層土砂の粒度分布を

示す。著者らは約35箇所で粒度分布を調査したが、ここ

では代表的な 4箇所について示す。P1は河道沿いに堆積

している土石流堆積物表層の粒度分布である。P2からP4

は内川と五福谷川に挟まれた堤内地に流入した土砂の粒

度分布であり、僅か 1km 程度の区間内でありながら著し

い分級が生じていることが特徴的である。 

2.1 節で述べた方法で流域からの土砂流出を得るため

 
図-14 五福谷川と内川の合流点付近の状況 

画像はGoogle Earth より取得． 

 

 
図-15  五福谷川の氾濫域で採取した土砂の粒度分布 

及び計算結果の粒度分布 

 

図-16  図-14中A-A’断面の土砂濃度及び流量の時

間変化．流量はCase1-1の計算結果を示す． 

 

 
図-17  掃流砂量及び浮遊砂量の時間変化 
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に、流域土砂流出モデルで設定する初期河床粒度分布に

ついて、流域全体を調査して各地点の粒度分布を設定す

るのが望ましいが、データが限られているため、図-15の

中で上流域の粒度分布に最も近いと考えられるP2地点の

粒度分布を流域全体に与える。ただし、上流域の勾配が急

な河道では河道堆積物や崩壊地が少ないことから、勾配

が1/10よりも急な河道には河道堆積物がなく、岩盤が露

出しているものとする。 なお、五福谷川の流域は 25 の

単位河道に分割して土砂の計算を行っている。 

五福谷川の流域では本川及び支川に大規模な土石流に

よって河道に土砂が堆積している箇所が３つの単位河道

にわたって確認できるため、両方のモデルにおいて、これ

ら三ヶ所からの土砂流出を想定する。流域土砂流出モデ

ルでは、これら三ヶ所の単位河道にはP1の粒度分布を初

期条件として設定し、それ以外の全ての単位河道にP2の

粒度分布を設定した。 

5.3 流域からの土砂流出 

流域からの土砂流出計算結果について、土砂濃度の時

間変化を示したものが図-16であり、図-17は土砂量の時

間変化を示したものである。また、A-A’断面を通過した

浮遊砂の総量の粒度分布を図-15 に示している（Case1）。 

図-15によれば、幅広い粒度分布を持つ土砂が浮遊砂と

して流出していることが分かる。一般には流量が大きく

なるにつれて浮遊砂濃度が上昇することが知られている
15)。しかし図-16，図-17によれば，計算では出水の初期に

浮遊砂濃度が大きく、時間を経るにつれて徐々に小さく

なっている。また、出水の初期に初期条件として設定した

河道堆積物から多くの細粒土砂が浮遊砂として流出し、

その後は粗粒化の進行に伴って浮遊砂の流出が抑制され

ると考えられる。 

 すなわち、流域土砂流出モデルでは粒度分布が時々

刻々変化する計算を行っているために、時系列上のどの

タイミングで崩壊・土石流により生産された微細土砂が

河道に堆積するか、その設定方法が重要である。一般に土

石流の発生限界は降雨強度や実効雨量等によって判断さ

れる 16)。ここでは簡易的に、流域全体の初期河床材料を

P2の粒度分布とした上で、総降雨量が 150mmを超えた段

階で上述した３つの単位河道の表層（掃流砂層）の粒度分

布を P1 のものに置き換える。これを Case2 とし、Case2

の結果を図-15、図-16、図-17に示している。浮遊砂の流

出量は総降雨量が 150mm を超えた時点の直後に急激に増

加し、ピーク流量の少し前に多量の土砂が供給されてい

る。このことから、流域土砂流出モデルでは河道に細粒土

砂を供給するタイミングが結果に影響するものの、この

与え方では浮遊砂の総量や粒度分布にはさほど影響しな

いとも言える。 

5.4 土砂流出が洪水流に及ぼす影響 

前節で説明した土砂流出の計算結果について、その妥

当性を検討する方法は非常に限られている。土木学会調

査団の資料 17)によると、五福谷川流域の崩壊面積は約 48

万 m2である一方、Case2 では A-A’断面を通過する掃流

砂・浮遊砂を合算して約16万m3であり、オーダーとして

は一定程度妥当と言える。一方で、計算された土砂流出量

を境界条件として平面二次元流れの解析を行うことに

よっても、妥当性をある程度検討できるはずである。そこ

で、図-15中の A-A’断面を上流端境界として上記 Case2

のA-A’断面における交換層粒度分布、浮遊砂濃度の計算

結果を境界条件として用いて平面二次元流れの解析を行

い、流域からの土砂流出が洪水流に及ぼす影響について

検討する。 

解析には iRIC-Nays2DH13)を著者らが一部改変したもの

を用いる。解析区間は、図-15中の A-A’断面から内川・

五福谷川の合流点までとする。上流端境界において、

Case2の計算によって得られる流量を内川・五福谷川の両

方に与える。掃流砂層粒度分布・浮遊砂濃度の境界条件と

しては、内川では平衡条件を与え、五福谷川ではA-A’断

面の計算結果(Case2)を粒径別に時系列で与える。初期河

床形状は、出水前の航空レーザー測量に基づく国土地理

院基盤地図情報 5m メッシュ数値標高モデル 19)を用いる。

粗度係数は計算区間の全域で0.03とする。初期河床材料

は出水前のものを与えるのが望ましいが、データが限ら

れているためここでは河道外を含む計算区間の全域で図

 
図-18  ピーク流量時の流況 
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-15の P2の粒度分布を与える。なお、堤内地の建物は不

透過な障害物として設定している。 

ピーク流量時の流況を図-18に示す。内川と五福谷川に

囲まれた領域は、両河川から氾濫した洪水流が合流し、複

雑な流況を呈している。建物の下流側に相当する場所や、

内川と五福谷川からの氾濫流に挟まれた場所で土砂が堆

積するため、洪水氾濫流は狭い範囲を速い流速で流下す

る（図中の白い丸で囲まれた部分）。図-19 では計算終了

時の土砂堆積厚（初期地盤高からの変化）について、計算

結果と現地で検土杖で調査した土砂堆積厚を比較してい

る。図-20は表層土砂の粒度分布について、計算結果と現

地の土砂とを比較したものである。 

図-19によれば、計算された土砂堆積厚は現地調査の結

果よりもやや小さい傾向である。Case2では河床表層の土

砂を 1 度だけ細粒土砂に入れ替えたが、実際には豪雨時

に複数回の崩壊・土石流が発生し、生産土砂が河道に供給

されたはずである。これらをモデル上でより適切に評価

できれば、より現地の状況に近い結果が得られると考え

られる。また、図-9の粒度分布をみると、P2地点は計算

結果と現地調査結果が概ね対応するが、P4 地点の計算結

果は現地調査結果よりも少し粗い。計算が流量100(m3/s)

付近で終了していることから、より小さい流量になるま

で計算を継続すれば、細粒土砂の沈降・堆積が進行し、現

地に近い粒度分布となる可能性がある。 

 

６．結論  

本研究では土砂移動を含む水災害を対象にした数値モ

デルを開発し、同時に人工衛星データや現地調査から計

算条件を作成する手法を開発し、これらを用いて数値計

算を行い、水災害ハザードを推定する手法を示すことを

目的に研究を行った。その結果、以下のような結論を得た。 

・極微細土砂が卓越する河川での浮遊砂の解析を行うた

めに、連行の概念を用いた浮遊砂浮上量式を提案した。実

験結果については、粘着力の修正を行ったリチャードソ

ン数を用いることで、連行係数が概ね修正リチャードソ

ン数に反比例する関係であることが示され、本手法の有

用性が示された。 
・バングラデシュのジャムナ川において、人工衛星データ

を用いて地形の初期条件を作成し、河岸侵食を含む洪水

流解析を行った。ジャムナ川では2010年代以降、左岸側

流路の発達とそれに伴う河岸侵食問題が顕在化している

が、本モデルを用いて左岸側流路が発達する過程を示し、

また河岸侵食が生じやすい箇所を抽出することができた。 
・流域からの土砂流出を解析するモデルを提案し、これを

2019 年の五福谷川洪水に適用し、流域からの土砂流出が

洪水流に及ぼす影響について検討した。流域土砂流出計

算の結果、洪水のピークを迎える前に多量の浮遊砂が下

流に流出している。また、多量の土砂が堆積する結果、洪

水氾濫流はより狭い範囲をより速い流速で流下するとい

う特徴をもつことを明らかにした。 
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【要旨】 

本研究では、航空レーザ測量による積雪分布の計測、風による雪の移動を考慮した融雪流出解析、深層学習に

よる融雪期のダム流入量予測、ダム管理を高精度するシステムの検討を行った。その結果、森林限界未満の樹林

帯では積雪深は標高と線形関係があり、森林限界以上の高標高帯では地上開度との間で線形関係がある事を示し

た。さらに、風による雪の移動を考慮する事で融雪流出解析の精度が向上した。深層学習においても 24 時間先ま

での予測を行い、これらの成果と積雪面積率を用いて融雪期のダム管理を高精度化するシステムを提案した。 

キーワード：積雪分布、航空レーザ測量、融雪流出解析、深層学習 

 

 

1．はじめに 

積雪寒冷地においては融雪水をダムに貯留して夏

にかけての水需要をまかなう等、水資源を融雪水に依

存している。一方、融雪水は融雪出水や土砂災害の要

因となる。このことから、融雪が始まる直前の積雪ピー

ク期までに山間部に蓄積された積雪分布を正確に把握

することは、水資源管理及び防災の面で重要である。 

Yamada1)は、北海道各地の山間部において積雪調査

を行い、樹林帯においては、標高の増加とともに積雪

相当水量が線形に増加することを示した。標高と積雪

相当水量の線形の関係を用いれば、積雪調査の結果か

ら山間部における積雪分布を簡易に推定できることか

ら、ダム管理の現場において、流域における積雪包蔵

水量を推定する手法に用いられている。しかし、冬季

に直接入山する積雪調査は、雪崩等の危険を伴うこと

から、調査可能な地点が限られる。特に、冬期に立入

りが困難である、森林限界以上の高山帯においては、

積雪深の観測例が少なく、積雪分布の特徴が明らかに

なっていない。 

また，山地斜面における降雪は，風，重力，地形の

影響を受けて再分配される 2)．森林限界以上の高標高

帯では強風により，雪の移動が生じて降雪分布と積雪

分布が一致しなくなる．そのため，積雪が流域外に移

動した場合には流出量が減少，高標高帯に移動した場

合には流出が遅れる等の現象が生じると考えられる．

融雪流出解析モデルは多数提案されているが，その多

くは融雪量を計算するモデルと流出量を計算するモデ

ルの組み合わせ 3)，4)であり，一般的な融雪流出解析モ

デルでは雪の再分配は考慮されていない．そのため，

雪が高標高帯に移動した事による流入の遅れや流域外

への移動による流入の減少は考慮できていない． 

そのため、ダム流域の積雪量を精度良く推定するこ

とは困難であり、融雪量を精度良く推定することがで

きず、ダム管理が経験的に行われている面がある。さ

らに、融雪後期に融雪の中心となる高標高帯における

積雪量の推定精度が特に低いため、積雪量を過小評価

した場合の貯留過剰による治水機能の低下、過大評価

した場合の過剰放流による渇水リスクが常に存在する。 

近年の計算機性能の向上等に伴い、AI の活用が進め

られており翻訳や画像認識の分野では実用化されてい

る．水文分野においても、深層学習を河川水位やダム

流入量予測に活用する研究 5)、6)、7)がなされている．ま

た、深層学習モデルと分布型流出解析モデルを併用し

たハイブリッドモデルも提案されている 8)．一方で、

融雪期のダム流入量予測を実施した研究は事例が少な

く、日単位での予測となっている 9)、10)． 

ダム流域における積雪量の推定精度を向上させ、融

雪流出解析の精度向上を行うとともに深層学習による

ダム流入量の予測を行い，これらの成果により融雪期

のダム管理を高精度化することが本研究の目的である。 

 

2．高標高帯における積雪分布の特徴の解明 

2．1  はじめに 

 ここでは北海道大雪山系旭岳周辺において、流域界
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である尾根を跨ぐ範囲を対象に、2 カ年のピーク期に、

航空レーザ測量により計測された積雪分布を分析し，

得られた成果について述べる． 

2．2  航空レーザ測量 

図-1に航空レーザ測量を実施した範囲を示す。測量

範囲は、北海道大雪山系に位置し、石狩川上流域に位

置する忠別ダム及び大雪ダムの流域に含まれる南北に

2 km、東西に 15 km、面積 30 km2の範囲である。図-

3.2 に測量範囲の標高分布を示す。忠別ダム側の標高

帯は概ね 1100m～2300 m、大雪ダム側は概ね 1000 m～

2300 m であり、旭岳山頂を含む。図-3.3に測量範囲の

植生分布を示す。これは、環境省の自然環境保全基礎

調査を用い、植生を 10 分類したものである。忠別ダム

側の森林限界は標高 1450 m であり、大雪ダム側の森

林限界は標高 1700 m である。忠別ダム側は測量範囲

の 23 %が樹林帯、78 %が高山帯に位置し、大雪ダム側

は 70 %が樹林帯、30 %が高山帯に位置している。測量

範囲においては、積雪期の荒天時における卓越風向は

北西から西である 11)。このため、流域スケールにおい

ては、荒天時の卓越風向に対して、忠別ダムと大雪ダ

ムの流域界である尾根が概ね直角に交わり、忠別ダム

側が風衝斜面、大雪ダム側が風背斜面となる。以降、

流域スケールにおいて区分した風衝斜面を「忠別ダム」、

風背斜面を「大雪ダム」と表記する。 

航空レーザ測量は、無雪期である 2008 年 9 月 12 日～

10 月 16 日、積雪ピーク期である 2017 年 3 月 13 日及

び 2018 年 3 月 21 日に行った。無雪期における測量

データから地表面の DEM (Digital Elevation Model)を、

積雪ピーク期における測量データから積雪表面の

DEM をそれぞれ作成した。DEM の水平解像度は 5m

とした。積雪深は積雪ピーク期における DEM から無

雪期における DEM を引いた値とし、この値がマイナ

スとなったメッシュはデータから除外した。なお、傾

斜が 55°以上の斜面には積雪が堆積しない 12)ことが報

告されていることから、該当するメッシュにおける積

雪深は 0 とした。加えて、人工構造物が多い旭岳温泉

地区及び旭岳ロープウェーの施設周辺をデータから除

外した。なお、測量範囲に含まれる旭岳温泉に国土交

通省が設置している積雪深計によると、航空レーザ測 

量日における積雪深は、2017 年が 3.18 m、2018 年が

3.03 m であった。 

2．3  積雪深の分析方法 

積雪分布の分析は、分布の特徴が異なる範囲に区分

して行う。樹林帯及び高山帯における積雪分布は特徴

が異なる 1)、 13)、 14)、 15) ことから、測量範囲を風衝斜面

（忠別ダム）及び風背斜面（大雪ダム）に区分し、さ

らに、それぞれの斜面を樹林帯及び高山帯に区分する。

水平解像度 5 m の積雪深データはサンプル数が多く、

そのままでは積雪分布の特徴を捉えることが困難であ

る。このため、地形パラメータを幅を持った区間（例

えば標高 25m 区間）に区分し、この区間に含まれる

メッシュの積雪深の平均値と地形パラメータの中央値

との関係を分析する 13)。また、西原・谷瀬 13)は、対象

範囲においては、風衝斜面及び風背斜面ともに、樹林

帯においては標高の増加とともに積雪深が線形に増加

すること、高山帯においては地表面の地上開度の増加

とともに積雪深が線形に減少することを示している。

ここで地上開度とは、横山ら 16)が開発した指標であり、

着目する地点が周辺に比べて地上に突き出ている程度

及び地下に食い込んでいる程度を数量化したものであ

る。着目地点が谷の場合に地上開度𝛷 90°、尾根の場

合に𝛷 90°となる。測量範囲の高山帯における地表面

の地上開度の出現割合を図-3.4 に示す。出現割合は、

忠別ダム及び大雪ダムのそれぞれ高山帯の面積に対す

 
図-1 航空レーザ測量範囲 

 

 
 

 

図-2 航空レーザ測量範囲の標高分布 

 

 

 

図-3 航空レーザ測量範囲の植生分布 
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る、ぞれぞれの範囲において地上開度 1°区間に含まれ

たメッシュの面積の割合である。忠別ダム流域におい

ては、地上開度が 45°～110°、大雪ダムにおいては地上

開度が 59°～105°に分布している。両ダム流域ともに

80°～90°の出現頻度が高く、忠別ダム流域においては

74.1 %、大雪ダム流域においては 77.2 %がこの区間に

含まれる。本研究では、西原・谷瀬 13)の報告を踏まえ、

標高及び地上開度と積雪深との関係を中心に分析を行

うこととする。積雪分布の類似度に関しては、同一メッ

シュにおける 2 カ年の積雪深の関係に対して、原点を

通る（切片 0）の直線を当てはめる回帰分析を行った

結果から評価する。 

 また、高山帯を対象に、地上開度の出現割合が大き

い範囲を対象とした直線回帰式から、積雪深を推定す

る手法を検討し、推定した積雪深の精度を評価する。 

2．4  結果と考察 

2.4.1  積雪分布の特徴 

図-5 に航空レーザ測量データから求めた積雪深の分

布を示す。図の白抜きとなっている範囲は、積雪期に

おける DEM から無雪期における DEM を引いた際に

値がマイナスとなったメッシュ、旭岳温泉地区及び旭

岳ロープウェーの施設周辺の分析から除外したメッ

シュである。対象範囲（30 km2）に対する除外したメッ

シュの割合は、2017 年が 5.7%、2018 年が 7.6%であっ

た。 

図より、樹林帯における積雪分布の特徴と高山帯に

おける積雪分布の特徴が異なることが明瞭である。樹

林帯においては、2017 年及び 2018 年、忠別ダム流域

及び大雪ダム流域いずれの場合も、1 m～6 m の積雪深

が全体の 95%以上の出現割合を占め、積雪深のばらつ

きが小さい。一方で、高山帯においては、積雪深が 0

の箇所や積雪深が 10 m を超える箇所が見られ、積雪

深のばらつきが大きい。2017 年及び 2018 年の積雪分

布を概観すると、同様のパターンが見られており、積

雪が堆積しにくい箇所及び積雪が堆積しやすい箇所は

年によらず同じである可能性がある。 

2.4.2  標高と積雪深の関係 

図-6に標高と積雪深との関係を示す。図示した積雪

深は標高 25 m の区間に含まれるメッシュの積雪深の

平均値である。図には、樹林帯における標高と積雪深

との間の回帰直線を併せて示している。図を見ると、

樹林帯においては、風衝斜面及び風背斜面ともに、標

高の増加とともに積雪深が線形に増加している。回帰

式の決定係数は、忠別ダム側の 2017 年が 0.77、2018 年

が 0.72、大雪ダム側は 2017 年及び 2018 年ともに 0.96

であった。一方、森林限界以上の高山帯においては、

 
図-4 地表面の地上開度の出現割合 
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図-5 航空レーザ測量データから求めた積雪分布 
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図-6 標高と積雪深の関係 
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標高と積雪深との間に線形の関係は見られず、標高の

増加に対して積雪深が不規則に増減している。両年の

航空レーザ測量日に旭岳温泉において観測された積雪

深より、両年の積雪深は概ね同等であると考えられる

が、図-3.6に示した標高に対する両年の積雪深は概ね

同等であり、積雪深の増減の傾向も概ね一致している。 

2.4.3  高山帯における地上開度と積雪深の関係 

森林限界以上の高山帯における地表面の地上開度

と積雪深との関係を図-3.7に示す。図示した積雪深は

地上開度 1°の区間に含まれるメッシュの積雪深の平

均値である。サンプル数が少ない場合、積雪深が極端

に大きい値や小さい値となることがあるため、概ね

100 サンプルが得られた区間を図示している。図の黒

線は、図示した全区間を対象とした回帰直線である。

図を見ると、風衝斜面及び風背斜面ともに、地上開度

が増加する、つまり地形が谷から尾根に変化するに伴

い、積雪深が線形に減少している。回帰式の決定係数

は、忠別ダム側は 2017 年が 0.95、2018 年が 0.92、大

雪ダム側は 2017 年が 0.88、2018 年が 0.89 であった。

また、地上開度が 90°を超えると、積雪深がほぼ 0 に

なっている。航空レーザ測量により積雪深を計測した

高山帯においては、計測時に植生が積雪下に完全に埋

没しており、荒天時に強風が吹き抜けることから、積

雪は谷に堆積しやすく、尾根に堆積しにくいと考えら

れる。標高の場合と同様に、地上開度に対する両年の

積雪深は概ね同等であり、積雪深の増減の傾向も概ね

一致している。 

2.4.4  積雪分布の類似度 

同一メッシュにおける 2 カ年の積雪深について、

2017 年の積雪深を x軸、2018 年の積雪深を y軸とし、

切片 0 の直線を当てはめる回帰分析を行った結果（決

定係数𝑅 及び直線の傾き）を表-1に示す。決定係数（上

表）は 0.84～0.96 となっており、風衝斜面及び風背斜

面ともに、両年の積雪分布のパターンの類似度が高い

ことを示している。また、両年の積雪深が概ね同等で

あるため、直線式の傾き（下図）は 0.84～1.11 となっ

ており、風衝斜面及び風背斜面ともに、1 に近い値と

なっている。 

2.4.5  高山帯における積雪深を推定する手法の検討 

図-7の黒で示した線形回帰直線を見ると、決定係数

は大きいものの、地上開度 78°付近及び 90°付近におい

て残差が大きくなっている。これら残差が大きい範囲

には、地上開度の出現割合が大きい範囲（図-4）が含

まれる。 

西原・谷瀬 13)は、傾斜が大きく、極端に大きい積雪

が堆積している箇所が影響している可能性を示唆して

いるが、本研究では、地上開度の出現割合が大きい範

囲を対象とした回帰式から、簡易に積雪深を推定する

手法を検討し、推定した積雪深の精度を評価する。 

 図-7の赤で示した直線は、出現割合が大きい地上開

度が 80°～90°を対象に作成した回帰直線である。決定

係数は、0.98～0.99 である。赤色の直線をそのまま積

雪深の推定に適用すると、地上開度が小さい範囲にお

ける積雪深が過大に計算されてしまうが、図を見ると、

概ね地上開度 80°以下の範囲においては、積雪深がほ

ぼ一定になっている。図より、赤色の直線は地上開度

78°程度までの適合度が高いと考えられることから、地

上開度 78°未満の範囲については、積雪深を一律 7 m

とした。また、地上開度が 90°を超える範囲に赤色の直

 

 
図-7 高山帯における地上開度と積雪深の関係 
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表-1 積雪分布の類似度 

決定係数 忠別ダム 大雪ダム 

樹林帯 0.84 0.96 

高山帯 0.91 0.92 

 

傾き 忠別ダム 大雪ダム 

樹林帯 0.93 1.11 

高山帯 0.98 0.99 
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線を適用すると、積雪深がマイナスとなる場合がある

が、積雪深がマイナスとなったメッシュの積雪深は 0

とする。 

 表-2 に航空レーザ測量データから計算した値を

真値とし、忠別ダム及び大雪ダムのそれぞれの高山帯

全域について、積雪の総量の相対誤差（上表）及びメッ

シュの積雪深の RMSE（下表）を算出した結果を示す。

積雪の総量を算出する場合、積雪深を合算する際に正

の誤差と負の誤差が相殺されるため、黒線の式を用い

た場合も総量を精度良く推定しているが（相対誤差

1.9 %～9.3 %）、赤線の式を用いた場合は、相対誤差が

2.7 %～1.0 %となっており、若干精度が向上している。

RMSE は、赤線を適用した場合に、黒線を適用した場

合と比較して若干の精度向上が見られるが、高山帯の

積雪深は変動幅が大きく、これを平均化して推定式を

作成しているため、RMSE のようにメッシュ単位で誤

差を評価した場合、誤差が小さくなりにくいと考えら

れる。 

 

3．風による積雪の移動を考慮した融雪・流出モデルの

高精度化 

3．1  はじめに 

ここでは、積雪変質モデルを用いた、雪の再分配を

考慮した積雪水量の推定を行い、実流域における流出

量との比較により、雪の再分配が積雪水量に与える影

響を評価した結果について述べる。 

3．2  対象領域 

対象領域は北海道内で最高峰の旭岳を流域内に有

する流域面積 238.9 km2 の忠別ダム流域である．対象

領域周辺の標高分布を図-8に示す．図中の■は気象観

測点を表している。また、図-9には環境省の自然環境

保全基礎調査を基に 10 分類した植生分布を示す．森

林限界は概ね標高 1450 m である。 

旭岳ロープウェー姿見駅では、図-10 に示す複合気

象センサー（VAISALA 社製 WXT536）を設置して 2017

年 8 月から気象観測を実施している．取得した気象要

素は、気温、湿度、風向・風速、気圧、降雨量である． 

表-2 高山帯における積雪深の推定結果 

積雪の総量の相対誤差 2017 2018 

忠別ダム 
黒線 0.0379 0.0193 

赤線 0.0087 0.0101 

大雪ダム 
黒線 0.0877 0.0934 

赤線 -0.0244 -0.0267 

 

RMSE 2017 2018 

忠別ダム 
黒線 2.93 3.20 

赤線 2.85 3.11 

大雪ダム 
黒線 3.25 3.43 

赤線 3.11 3.31 

 

図-8 対象領域周辺の標高分布 

姿⾒駅 

忠別ダム 
旭岳温泉 

 

図-9 対象領域周辺の植生分布 

 

 

図-10 複合気象センサー 
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3．3  風の影響を考慮した積雪分布シミュレーション 

3.3.1  シミュレーションモデルの概要 

積雪分布のシミュレーションには、スイス連邦雪・

雪崩研究所により開発された Alpine3D17)を用いた。

Alpine3D は積雪変質モデルである SNOWPACK18)を 3

次元拡張したモデルであり、山岳地形上の大気、雪及

び土の間で起こる物理過程をシミュレーションできる。

SNOWPACK の主要な物理過程を図-11 に示す。海外に

て複数の適用事例 20)、21)があり、日本でも栃木県の那須

岳を対象にした適用した検討事例 2)、北海道を対象に

した検討事例 22)、23)がある。 

3.3.2  入力データ 

入力データには標高、土地の被覆情報及び気象デー

タが必要である。気象データには降水量、気温、湿度、

風速・風向及び長短波放射量が必要である．ただし、

気温、湿度、長短波放射量は同時に観測している必要

がある。 

標高データには国土地理院の基盤地図情報 10m

メッシュ（標高）を用いた。尚、入力する標高値は整

数値である必要があるため、四捨五入して整数値とし

ている。 

土地の被覆情報には、図-9に示した環境省の自然環

境保全基礎調査の結果を基に 10 分類した植生分布を

用いた。ただし、「その他」に分類されるメッシュに関

しては目視による最近隣法により再分類し、Alpine3D

の被覆情報に対応付けた。尚、Alpine3D では水域の

メッシュ（ダム貯水池等）においては積雪深の計算が

されない。 

気象データには姿見駅での観測値、対象領域周辺の

気象庁アメダス及び国土交通省による気象観測値を用

いた。データの時間解像度はいずれも 1 時間である。

本研究にて用いた観測所の諸元を表-3 に示す。また、

観測されていない長波放射量は太田 24)の手法を用いて

推定した。対象地点は姿見駅、忠別ダム管理所及び大

雪ダム管理所である。 

 気象データの空間分布は逆距離加重法により作

成しているが、風速・風向は ListonWindAlgorithm を用

いており、気温及び長波放射量は標高による補正を、

降水量は捕捉損失補正及び標高補正を行っており、詳

細は後述する。ListonWindAlgorithm は逆距離加重法に

加えて、局所的な曲率と傾斜により補正を行うアルゴ

リズムであり、G. E. Liston and K. Elder の手法 25)を実

装したものである。 

気温減率は積雪分布推定や流出解析において重要

 

図-11  SNOWPACKの主要な物理過程（SLFサイト 19）より） 
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なパラメータであるが、多くの場合標準大気の気温減

率である 0.65 ℃/100m が用いられている。一方で、気

温減率には季節性、地域性が存在することが指摘され

ているが 26)、ここでは 0.58 ℃/100m の一定値として扱

うこととした。 この値は計算期間中の各観測点の平均

気温を標高毎にプロットし、その回帰直線の勾配から

求めたものである。平均気温と標高プロット図は回帰

直線と併せて図-13 に示す。その結果、勾配は

0.58 ℃/100m となり、一般的に用いられる 0.65 ℃/100 

m より若干小さくなった。 

降水量は風による捕捉損失があり、風速にもよるが

雨の場合には 2 %～10 %程度、雪の場合には 10 %～

50 %程度と見積もられているため 27)、降水量には捕捉

損失補正が必要となる。本研究では、捕捉損失補正に

は風速が観測されている地点では観測値を、されてい

ない地点では、Alpine3D にて空間補間した風速値を用

いることで捕捉損失補正を行っている。また、雨雪判

別に用いる気温も Alpine3D にて空間補間した値であ

る。 

横山の式 28)を用いた捕捉損失補正式を式(1)に示す。 

𝑃 𝐴 𝑃 1  

𝐴 1 𝑚𝑈 2  

ここで、𝑃 は補正後の降水量(mm)、𝐴は降水量補正

係数、𝑃は観測降水量(mm)、𝑚は測器毎の係数、𝑈は風

速(m/s)である。尚、mには RT-3 の係数である 0.346 を

用いた。 

また、降水量は標高比例することから標高補正が必

要である。本研究では、入力データに用いた降水量と

標高の関係性を参考に補正を行った。まず、各観測点

表-3 観測所の諸元 

地点名 管理者 
標高 

(m) 

観測種目 

降水量 気温 風速・風向 湿度 日射量 積雪深 

姿見駅 寒地土研 1594 × ○ ○ ○ × × 

志比内 気象庁 310 ○ ○ ○ × × ○ 

上川 気象庁 324 ○ ○ ○ × × ○ 

白金 気象庁 658 ○ × × × × × 

瑞穂 気象庁 289 ○ × × × × × 

層雲峡 気象庁 540 ○ × × × × × 

俵真布 国土交通省 409 ○ × × × × × 

白金 国土交通省 688 ○ × × × × × 

層雲峡 国土交通省 628 ○ × × × × × 

旭岳温泉 国土交通省 1077 ○ × × × × ○ 

忠別ダム 国土交通省 439 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

大雪ダム 国土交通省 813 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

 

図-13 平均気温と標高の関係 
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図-12 降水量と標高の関係 
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の降水量を気温により 2 ℃を閾値に（菅谷 29）を参考に

した）、雨雪判別して捕捉損失を行い、計算期間中の総

和を計算回帰直線を作成した。降水量と標高のプロッ

ト図は回帰直線と併せて図-6に示す。ただし、欠測期

間のあった瑞穂及び大雪ダムのデータは除外している

この回帰直線の勾配を計算時間で除算することで補正

係数とした。その結果、補正係数は 0.000273 となり、

標高 1000 m あたり 0.273 mm 増加する設定とした。本

研究では、流域内の降水量の観測点は 2 地点となるた

め、流域外の観測点も用いて補正係数を計算している。 

3.3.3  シミュレーション条件 

計算期間は 2017 年 11 月 1 日 1 時から 2018 年 4 月

30 日 24 時までである。計算範囲は忠別ダム流域が収

まる範囲として図-8 及び図-9 中の内側の黒枠線とし

て設定した。また、Alpine3D での解像度は計算負荷を

考慮して 150 m メッシュとした。 

本研究では風・地形の影響を考慮するため、Alpine3D

に付属している、固体降水量の再分配を計算するアル

ゴリズムである、Winstral30)及び SnowPSUM31)、32)を用

いた。Winstral は、地形と風の影響を考慮して、メッ

シュの降水量を計算するアルゴリズムであり、地形

ベースのパラメータにより風上地形の様々な側面を定

量化している。具体的には、各メッシュが風上地形に

より風に晒されるか保護されるか等を定量化しており、

スイスにて適用実績 33)がある。 

SnowPSUM は局所的な勾配及び曲率により固体降

水量の再分配を行うアルゴリズムである。比較のため

に、Winstral 及び SnowPSUM を用いないケースでの計

算も行った。以後、Winstral 及び SnowPSUM を用いた

計算を風あり計算、用いない計算を風なし計算という。 

3.3.3  再現性検証 

Alpine3D の再現性を検証するために、ダム流入量か

ら流域積雪水量を推定した。この推定手法について述

べる。 

流域積雪水量の推定式は式(3)に示す。 

𝑆𝑊𝐸 𝑄 𝑃 𝐸 3  

ここで、𝑆𝑊𝐸 は流域積雪水量(m3)、𝑄 はダム流

入量(m3)、𝑃 は降雨量(m3)、𝐸 は可能蒸発量(m3)で

ある。計算期間は旭岳温泉地点の積雪深がピークを迎

えた3月22日から6月30日までである。降雨量には、

各観測点の降水量を雨雪判別し、ティーセン法により

加重平均した流域平均降雨量を用いた。そのため、標

高補正は行っていない。可能蒸発量の計算にはマッキ

ンク式 34)を用いた。この手法にて推定した流域積雪水

量の値をダム推定値とする。 

マッキンク式による可能蒸発量の推定式を式(4)に

示す。 

𝐸 𝑎
𝛥

𝛥 𝛾
𝑅
𝐿

𝑏 4  

ここで、𝐸 は可能蒸発量(mm/d)、𝑅 は全天日射量

(MJ/m2•d) 、 𝐿 は 蒸 発 潜 熱 (MJ/kg) で 、 𝐿 2.5

0.0025𝑇、𝑇は気温(℃)、𝛾は乾湿計定数(hPa/℃)、𝑎、𝑏

は地点毎に異なる定数である。無次元の係数は次式 35)

にて近似した。 

𝛥
𝛥 𝛾

1
1.05 1.4 𝑒𝑥𝑝 0.0640𝑇

5  

また、𝑎、𝑏は永井 36)が全国の気象官署を対象に値を

推定しており、全国平均の値でも十分な精度がある事

を確認している。本研究では全国平均の値である、𝑎

0.8、𝑏 0.5(mm/d)を用いた． 

3．4  融雪流出モデルへの応用 

3.4.1  融雪流出モデルの概要 

本研究にて用いた融雪流出モデルは菅原 37)のタンク

モデルをベースにしており、山田ら 38)により構築され

たものである。概念図を図-14 に示す。最上段のタン

クへの入力量は、降雨量と融雪量の和から蒸発量を引

いた値である。各タンクの貯留量が一定の高さを超え

ていれば、側面の穴から流出が発生し、各タンクの流

出量の総和が流出モデルの流出量となる。各タンクの

貯留量が一定の高さに到達するまでは、そのタンクか

らの流出は発生せず下方のタンクへ流入する仕組みと

なっている。 

本研究では、Alpine3D での計算と同様にダム流域を

 

図-14 タンクモデルの概念図 

蒸発量 降雨量＋融雪量 
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150 m のメッシュに分割し、メッシュ毎に融雪量や流

出量を計算している。ただし、メッシュ間の水の移動

は考慮しておらず、流出量は全メッシュの平均値であ

る。 

融雪モデルには小池ら 39)のモデルをベースに、長波

放射量の計算の太田 24)のモデルを適用し、積雪下面か

らの底面融雪を考慮したモデルを用いた。融雪量の計

算式を式(6)に示す。 

𝑀 𝑀 𝑀 𝑀 𝑀 6  

ここで𝑀は総融雪量(mm)、𝑀 は放射収支による融雪量

(mm)、𝑀 は顕熱による融雪量、𝑀 は降雨による融雪

量、𝑀 は底面融雪量(mm)である。尚、底面融雪量は試

行錯誤的に 2 mm/day の一定値として設定している。 

アルベドは熱収支・融雪に大きな影響を与える。ア

ルベドモデルには式(7)及び式(8)に示す山崎ら 40)のモ

デルを用いた。 

𝑟𝑒𝑓 𝑟𝑒𝑓 𝑟𝑒𝑓 exp
1
𝑘

𝑟𝑒𝑓  7  

𝑟𝑒𝑓 𝑟𝑒𝑓 8  

ここで、𝑟𝑒𝑓 は降雪があった日から n 日経過した日

の日平均アルベド、𝑟𝑒𝑓 、𝑟𝑒𝑓 はアルベドの最大

値、最小値、𝑘はアルベドの低下の速さを表すパラメー

タである。降雪判定は日降水量が 3 mm 以上かつ日平

均気温が 2 ℃以下を条件に行われる。𝑘は以下の式で

計算される。 

𝑘
4.9𝑇 4.5 𝑇 0.1 ℃

4.0 𝑇 0.1 ℃
9  

ここで、𝑇 は日平均気温である。 

蒸発モデルにはマッキンク式 11)を用いた。  

本研究での計算期間は、2010 年 1 月 1 日から 2018

年月 30 日までであり、10 月 1 日から 9 月 30 日を 1 水

文年とした。2010 年 1 月 1 日から 2015 年 9 月までを

流出解析モデルの状態変数を安定させるための助走期

間とし、2015 年 10 月から 2018 年 9 月を解析期間とし

た。解析期間の内、2016 水文年をモデルパラメータの

同定期間とし、2015 水文年にて流出解析モデルの再現

性検証、2017 水文年にて Alpine3D の計算結果による

補正処理を行った。 

3.4.2  入力データ 

融雪流出モデルにおける入力データは Alpine3D に

おける入力データと概ね同様である事から、変更点の

みを記述する。 

まず、気象データとして入力しているのは降水量、

気温及び日射量である。空間分布は最近隣法（計算メッ

シュから最も近い観測所のデータを入力し、メッシュ

の値としている）により作成している。ただし、降水

量及び気温に関してはそれぞれ補正を行っている。 

降水量の補正は降雪と判定された場合に行ってお

り、補正式を式(10)に示す。 

𝑃 𝐴 1 𝐵 𝐻 𝐻 𝑃 10  

ここで、𝑃 は補正後の降雪量(mm)、𝑃 は最も

近い観測所の降水量(mm)、𝐻 はメッシュの標高(m)、

𝐻 は最も近い観測所の標高(m)、𝐴は捕捉損失補正

係数、𝐵は標高補正係数である。 

気温に関しては Alpine3D と同様に気温減率による

補正を行っている。 

3.4.3  モデルパラメータの同定 

パラメータ同定は 2016 水文年を対象に、試行錯誤

表-5 計算パターンの定義 

計算パターン 補正処理 

オリジナル計算 なし 

風あり補正計算 1 
風あり計算による補正を

全メッシュに実施 

風あり補正計算 2 
風あり計算による補正を

高標高帯メッシュに実施 

風なし補正計算 1 
風なし計算による補正を

全メッシュに実施 

風なし補正計算 2 
風なし計算による補正を

高標高帯メッシュに実施 

表-4 同定したパラメータ 

パラメータ名 パラメータ値 

1 段目タンク上部流出係数：r1 0.1 

1 段目タンク下部流出係数：r2 0.1 

1 段目タンク上部流出孔高さ：

h1 
60 mm 

1 段目タンク下部流出孔高さ：

h2 
15 mm 

1 段目タンク浸透係数：b1 0.1 

2 段目タンク流出係数：r3 0.025 

2 段目タンク流出孔高さ：h3 20 mm 

2 段目タンク浸透係数：b3 0.025 

3 段目タンク流出係数：r4 0.05 

3 段目タンク流出孔高さ：h4 60 mm 

3 段目タンク浸透係数：b3 0.005 

4 段目タンク流出係数：r5 0.001 

捕捉損失補正係数：A 1.8 
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的に行った。モデルパラメータは計算期間中一定値と

して同定しており、同定したパラメータを表-4に示す。

標高補正係数は 0.0007 の一定値を用いている。また、

モデルパラメータは全メッシュ一定値として設定して

いる。各タンクの初期貯留量は 0 である。 

3.4.4  Alpine3Dの計算結果による補正 

本研究での計算パターンの定義を表-5 に示す。本研

究では、風あり計算及び風なし計算の 2018 年 3 月 22

日 12 時時点での積雪水量の計算結果を、流出解析モ

デルに反映する事で補正を行っている。具体的には流

出解析モデルでの積雪水量を、Alpine3D により計算さ

れた積雪水量で置換する処理を行っている。これは、

Alpine3D の積雪水量は雪の再分配を考慮しているの

に対し、流出解析モデルでは考慮できていない事から、

流出解析モデルの積雪水量を置換する事で雪の再分配

を考慮するためである。積雪深分布は森林限界を境に

異なる事から、補正処理は全メッシュを対象とした場

合及び森林限界以上の高標高帯メッシュを対象とした

2 パターンを行っている。  

3.4.5  Alpine3Dの計算結果による補正 

ダム流入量の再現性検証には Nash and sutcliffe41)の

効率係数（以後、NS 値という）を用いた。NS 値は 1

に近ければモデルの精度がよいとされ、0.7 以上で再現

性が高いとされている 42)。 NS 値の計算式を式(11)に

示す。 

𝑁𝑆 1
∑ 𝑄 𝑖 𝑄 𝑖
∑ 𝑄 𝑖 𝑄

11  

ここで、𝑁𝑆は NS 値、𝑄 は日平均計算ダム流入量

(m3/s)、𝑄 は日平均実測ダム流入量(m3/s)、𝑄 は計算

期間中の実測ダム流入量の平均値(m3/s)である。NS 値 

の計算は融雪期と考えられる 4 月 1 日から 7 月 31 日

までを対象とした。計算は 1 時間毎の計算値を日平均

値に変換して行った。 

また、水収支についても検証を行っている。水収支

の検証は NS 値と同様に計算ダム流入量と実測ダム流

入量を用いて行っている。水収支誤差(%)は式(9)で計

算している。 

𝐸
∑ 𝑄 𝑖 ∑ 𝑄 𝑖

∑ 𝑄 𝑖
100 12  

水収支誤差の計算期間は NS 値と同様に、融雪期と

考えられる 4 月 1 日から 7 月 31 日までである。 

3．5  結果と考察 

3.5.1  Alpine3Dの計算結果 

積雪深の計算結果を旭岳温泉地点における観測値

と比較したグラフを図-15 に示す。積雪深は 1 時間単

位で計算または観測されており、その値を 24 時間平

均したものである。図-15を見ると積雪深は、3 月上旬

までは計算値と観測値は概ね一致している。一方で、

3 月下旬以降においては計算値が過大評価になってい

る。また、風なし計の方が風あり計算より若干過大と

なった。平均相対誤差は風なし計算が 23.9 %、風あり

計算が 22.0 %となった。 

 図-16 に Alpine3D により計算した 2018 年 3 月 22 日

 
図-15 積雪深の計算結果（旭岳温泉地点） 
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図-16 積雪水量の分布図（左：風あり計算，右：風なし計算） 
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の積雪水量の分布図を示す。図-16 を見ると、風なし

計 

算では標高分布と概ね一致している一方で、風あり計

算では地形等の影響が確認できる。紫枠線においては

大雪ダム側の積雪水量が大きいことが分かる。また、

青枠線においては、流域内だが、局所的に積雪水量が

大きいことが確認できる。 

表-6には流域積雪水量の計算結果を示す。表-6 を見

ると、風・地形の影響を考慮することで流域積雪水量

が減少するとともに、前述のダム推定値との差が減少

し再現性が向上していることが分かる。また、風なし

計算と風あり計算とでは、20 %程度の差が生じている。

風なし計算と風あり計算の差分値は 7.6×107 m3であり、

忠別ダムの有効貯水容量の 7.9×107 m3とほぼ同じ値で

ある。 

図-15 の計算積雪深の変化を見ると計算期間の前半

は概ね旭岳温泉地点での観測値を再現できている、一

方で計算期間後半の再現性は悪くなっており、

Alpine3D における融雪過程の再現性に課題があるこ

とが示唆される。既往事例 8)でも融雪期の積雪深は過

大評価となっていた。流域積雪水量は過大評価となっ

ており、降水量を含めた入力データの誤差の影響も考

えられる。ただし、局所的な変化の大きい積雪深を、

ポイントと 150 m メッシュの値を比較している影響も

考えられる。計算期間を延長し消雪までの計算を行う

こと、高解像度化、降水量補正の見直しが必要と考え

られる。 

積雪水量の分布を見ると、風なし計算では標高分布

と概ね一致しており、積雪深が標高比例した結果と考

えられる。流域積雪水量においては風・地形の影響を

考慮することで、流域積雪水量が減少し再現性が向上

した。これは主に地形の影響により降雪量が減少した

事、風の影響を受けて雪が流域外へ移動したことが要

因と考えられる。さらに、風あり計算と風なし計算の

相対差は 23.1 %であり、差分値は忠別ダムの有効貯水

容量とほぼ同じ値となった。すなわち、忠別ダムにお

いては雪の再分配が水資源量に与える影響は大きいと

考えられる。また、森林限界以下の樹林帯では、高標

高に比べて積雪水量分布に大きな差が見られない。こ

れは樹林帯では標高と積雪深には線形関係がある事 24)

が要因と考えられる。 

3.5.2  融雪流出モデルの計算結果 

構築した流出解析モデルの再現性検証を行った

2015 水文年における NS 値は 0.75、水収支誤差は-

2.26 %であり、本研究にて構築した流出解析モデルの

再現性は良好であるといえる。計算結果は図-17 に示

す。図-17 を見ると計算値は融雪初期にて過小評価と

なっているものの、概ね実測値を再現できている。融

雪初期に計算値が過小評価になっているのは、2016 水

文年においても同様である。後述する 2017 水文年で

は融雪初期の流入量を概ね再現できていることから、

原因として下段タンクの貯留量が完全には安定してい

ないことが考えられる。 

表-7には2017水文年における計算値一覧表を示す。 

2017 水文年では風あり補正計算 1、2 共にオリジナル

計算よりも NS 値が高くなり、再現性が向上したこと

が分かる。これは、Alpine3D の計算結果を反映した事

により、主に森林限界以上の高標高帯の積雪水量が、

実際の積雪水量分布に近くなったためと考えられる。

ただし、水収支誤差においては特に風あり補正計算 2

の再現性が低下している。後述するが、これはピーク

流入量の再現性が改善したためである。一方で、風な

表-6 流域積雪水量の計算結果 

計算種別 流域積雪水量 
ダム推定値との 

相対誤差 

風あり計算と 

風なし計算の相対差 

風なし計算 3.28×108 m3 36.8 % 
-23.1 % 

風あり計算 2.52×108 m3 6.53 % 

ダム推定値 2.37×108 m3 ─ ─ 

 
図-17 ダム流入量の計算結果（2015水文年） 
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し補正計算では再現性が低下している。この理由とし

ては、風なし計算では流域積雪水量が過大評価 6)で

あったからであると考えられる。水収支誤差において

も風なし補正計算は、過大評価となっている。2017 水

文年における結果を図-18に示す。尚、図-18の流入量

及び降雨量の範囲は図-17 とは異なる。これは、流入

量及び降雨量の最大値が異なるためであり、図-17 の

流入量の範囲上限は 120 m3/s、降雨量の範囲上限は 250 

mm/day、図-18はそれぞれ 500 m3/s、500 mm/day となっ

ている。図-18 の上図は全メッシュの補正をした計算

結果、下図は高標高帯メッシュの補正をした計算結果

である。また、図-19に 2017 水文年のピーク流入量発

生時の積雪水量分布を示す。 

2017 水文年ではどの計算結果においても、計算値は

実測値を再現できているが、ピーク値を過大評価して

いる。また、風あり補正計算 1、2 共に、他の計算値と

比較してピーク値が低くなり、実測値に近くなってい

ることが分かる。そのため風あり補正計算 2 では NS

値が高くなった一方で、ピーク値以外で流入量が増加

しなかったため水収支誤差は悪化している。このピー

ク値は融雪期後半に生じている事から、高標高帯の融

雪の影響と考えられる。ただし、このピーク値には降

雨の影響も含まれているが、日流入量が 50 m3/s を超

えた 6 日間における、オリジナル計算での流出量に対

する融雪量の割合は約 20 %であり融雪の影響も無視

できないと考えられる。ピーク流入量発生時の積雪水

量分布においても、積雪水量が確認できるのは高標高

帯のみである。この原因として Alpine3D の積雪水量が

樹林帯では過大評価、高標高帯では過小評価であった

ことが考えられる。そのため、風あり補正計算 1 では

水収支誤差に大きな影響がなく、風あり補正計算 2 で

は悪化したと考えられる。ピーク流入量発生時の積雪

水量分布は大きく異なっており、オリジナル計算に比

べて風あり補正計算 2 の積雪水量は少ないことが分か

る。流域積雪水量はオリジナル計算が 1.89×107 m3、

風あり補正計算 2 が 2.38×106 m3 であり、風あり補正

計算 2 ではオリジナル計算の 12.6 %となっていた。今

後検証の必要があるが、風あり補正計算ではピーク流

入量が改善していることから、風の影響を考慮するこ

とで積雪水量分布が改善された可能性がある。また、

ピーク値以外ではオリジナル計算と風あり補正計算と

で大きな違いは見られず、風あり補正計算 1 では融雪

初期等の再現性が若干低下している。この原因として、

表-7 2017水文年における計算値一覧表 

指標 オリジナル計算 風あり補正計算 1 風あり補正計算 2 風なし補正計算 1 風なし補正計算 2 

NS 値 0.68 0.73 0.78 0.52 0.65 

水収支誤差 3.37 % 3.57 % -9.65 % 24.3 % 4.27 % 

計算流入量 1514 mm 1517 mm 1323 mm 1820 mm 1538 mm 

実測流入量 1464 mm（融雪期のみの総和），2491 mm（水文年全体の総和） 

 

 
図-18 ダム流入量の計算結果（2017水文年） 

上：補正計算1、下：補正計算2 

  
図-19 ピーク流入量発生時の積雪水量分布（2017水文年） 

左：オリジナル計算1、右：風あり補正計算2 
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Alpine3D による樹林帯における積雪水量の計算誤差

が考えられる。 

 

4．深層学習による融雪流出の予測 

4．1  はじめに 

ここでは、深層学習を用いて融雪期のダム流入量予

測を行った結果について述べる。 

4．2  対象領域 

 本研究における対象流域は北海道札幌市にある定山

渓ダム流域である。定山渓ダムは豊平川上流域に位置

しており流域面積は 104 km2 である。また、定山渓ダ

ム流域の標高帯は概ね 400 m～1300 m である。定山渓

ダム流域周辺の標高分布図を図-20に示す。 

4．3  入力データ 

本研究では、入力データとして定山渓ダム管理支所

にて観測された気象データを用いた。データの使用期

間は 2010 年から 2020 年の各年における 3 月 1 日から

6 月 30 日であり、2018 年については欠測データが多

数存在した事から除外している。データの時間解像度

は 1 時間であり、使用期間における欠測データは線形

補間を行っている。 

本研究では山田ら 43)の研究を参考に気象庁アメダス

観測所でも観測されており、入手が容易で重要度の高

いデータとして降水量、気温及び積雪深を選定した。

一般に深層学習を含む機械学習では入力データの前処

理が必要となる。前処理とは入力データを学習しやす

い形に処理する事であり、欠測データへの対応やデー

タの範囲を揃えるスケーリングが代表的な処理である。

本研究では、スケーリング処理として標準化を行って

いる。標準化は平均を 0、分散を 1 にする処理であり

式(13)で計算される。 

𝑌
𝑋 𝜇
𝜎

13  

ここで𝑌は標準化後の値、𝑋 は元データの値、𝜇は平

均、𝜎は分散である。 

4．4  深層学習モデル 

本研究では深層学習モデルの構築にプログラミン

グ言語 Python3.9.7 を用いており、ライブラリとして

PyTorch を用いた。 

深層学習モデルの1種であるRNN(Recurrent  Neural 

Network)は時系列データを扱う事に適していることが

知られている。一方で、長期的なデータの記憶保持に

課題があり、この問題を解決したモデルとして

LSTM(Long Short-Tem Memory)がある。本研究では、こ

の LSTM モデルを用いてモデルを構築した。モデルの

ハイパーパラメータは表-8に示す。 

本研究にて構築した LSTM モデルは前 24 時間分の

データを入力し、24 時間先までの予測を行うモデルと

表-8 深層学習モデルのハイパーパラメータ 

学習回数 50000 

バッチサイズ 64 

最適化手法 Adam 

中間層数 3 

ユニット数 64 

活性化関数 Tanh 

損失関数 MSE 

ドロップアウト率 0.1 

表-9 深層学習モデルにおける入力値及び出力値 

項目 
入力値 

出力値 
前 24 時間まで 1 時間先から 24 時間先予測 

降水量 

実測値 
実測値を用いて完全予測値として入力 

1 時間先から 

24 時間先までの

ダム流入量 

気温 

積雪深 

ダム流入量 深層学習モデルによる予測値を入力 

 
図-20 定山渓ダム流域周辺の標高分布 
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なっている。現在時刻以降の気象データに関しては完

全予測値として実測値を入力しており、ダム流入量に

関してはLSTMモデルによる予測値を次の入力値とし

ている。深層学習モデルの学習年は 2010 年から 2017

年までとし、2019 年を検証年としている。表-9には深

層学習モデルにおける入力値及び出力値を示す。 

4．5  再現性検証 

再現性検証には前述の NS 値を用いた。NS 値の計算

期間は予測を行っている 2019 年 3 月 2 日から 2019 年

6 月 30 日までである。 

4．6  結果と考察 

図-21 にはダム流入量の予測結果を示す。ただし、

ダム流入量は日平均に変換して作成している。図-21

を見ると予測結果は概ね実測値と一致しており、高い

再現性がある事が分かる。表-10 には NS 値の一覧表

を示す。表-10 を見ると NS 値はいずれも 0.8 以上と

なっており、高い再現性がある事が分かる。そのため、

24 時間先予測までであれば、実務上利用可能な予測と

考えられる。 

今後は、予測精度向上を目指すとともに予測の長時

間化や他流域・他シーズンでの適用性を検討する必要

がある。 

 

5．融雪期のダム管理を高精度化するシステムの構築 

5．1  はじめに 

ここでは、融雪期のダム管理を高精度化するシステ

ムの検討について述べる。前述のまでの内容により、

融雪期における短時間のダム流入量予測精度向上は概

ね実現した。一方で、融雪期のダム管理においては流

域に残存する積雪水量を正確に推定し、その変化を把

握しておく事も重要である。 

そこで本研究では、ダム流域における積雪面積率と

流域積雪水量との関係性を分析し、流域積雪水量の推

定を行った。 

5．2  積雪面積率と流域積雪水量の関係性分析 

流域積雪水量の推定は前述の式(3)により行ってい

る事からここで記述は省略する。 

本研究では積雪面積率は人工衛星画像を用いた積

雪判読を行う事で推定している。積雪面積率の把握に

人工衛星画像を用いた場合、ダム流域全体の情報が得

られる一方で、衛星の飛来頻度や天候の影響により情

報が得られる回数が少ないという問題がある。これら

の課題に対する検討は今後の課題である。積雪面積率

推定の具体的な手法については西原・谷瀬、山田らを

参考にされたい。 

5．3  結果と考察 

図-22 には忠別ダム流域における積雪面積率と流域

積雪水量の散布図を示す。データの使用期間は 2019 年

及び 2020 年である。図-22 を見ると積雪面積率と流域

積雪水量には強い相関関係があり、積雪面積率から流域

積雪水量を推定する事は十分可能であると考えられる。

ただし、この手法では積雪面積率を 100 %となるような

積雪ピーク期における流域積雪水量を推定する事は困

難であるため、あくまでも融雪期以降を対象とした手法

である。 

今後は、この手法を他流域でも検証するとともに、

人工衛星画像以外の手法を用いた流域積雪水量の推定

手法の検討が必要である。 

 

 
図-22 積雪面積率と流域積雪水量の散布図 
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図-21 2019年におけるダム流入量の予測結果 
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6．まとめ 

本研究では、融雪期におけるダム管理の高精度化に

向けて、高標高帯における積雪分布の特徴の解明、風

による積雪の移動を考慮した融雪・流出モデルの高精

度化、深層学習による融雪流出の予測、融雪期のダム

管理を高精度化するシステムの構築を行った。 

その結果、樹林帯では積雪深が標高に比例し、森林

限界の高標高帯では積雪深が地上開度に比例する事を

示した。また、これらの特徴は 2 か年において確認さ

れ積雪ピーク期におけるパターンは同じであった。さ

らに、風による雪の移動を考慮した積雪分布を融雪流

出モデルに反映させる事で、ダムのピーク流入量の再

現性が向上した。深層学習モデルによる融雪流出の予

測では、24 時間先までのダム流入量を高精度に予測す

る事に成功した。さらに、融雪期におけるダム管理の

高精度化に向けて、積雪面積率から流域積雪水量の推

定を推定する手法を構築した。 

今後はこれらの手法の他流域へ適用性を検討する

とともに、ダム管理所への実装を進める必要がある。 
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2．2 様々な自然・地域特性における洪水・渇水等の水災害ハザードの分析技術の適用によ

る水災害リスク評価手法及び防災効果指標の開発 

2.2.1 データ不足の補完等を考慮したリアルタイム流出氾濫予測精度向上技術に関する研究 

        担当チーム：水災害研究グループ                                 
研究担当者：大沼克弘、望月貴文、Abdul Wahid Mohamed Rasmy、宮本守、筒井浩行、Maksym Gusyev 

 
【要旨】 
世界には地上観測データの空白域が未だに存在し、洪水・渇水等の水災害リスク評価の妨げとなっている。本

研究では、このような空白域の一つである西アフリカを対象に、データ不足を解消するために再解析気象データ

や衛星マイクロ波データを効果的に活用した植生動態－陸面結合データ同化システム(CLVDAS)を用いて渇水解

析を行い、西アフリカにおける渇水状況・主要穀物の収穫量とシミュレーション値との間に良好な整合性を見出

した。 
 
キーワード：渇水、データ同化、植生水分量、穀物収穫量 
 
1．はじめに 

世界には地上観測データの空白域が未だに存在し、

洪水・渇水等の水災害リスク評価の妨げとなっている。

本研究では、このような空白域の一つである西アフリ

カを対象に、データ不足を解消するために再解析気象

データや衛星マイクロ波データを効果的に活用した

植生動態－陸面結合データ同化システム(CLVDAS)を
用いて渇水解析を行う。 

 
2．西アフリカへの CLVDAS の適用 

2．1 西アフリカの現状 

西アフリカは、チャーニー効果(草が減少することにより

地表面が露出すると、地表面反射率が増加すると共に降

水量が減少し、それにより草原の縮小がさらに促進される

フィードバック効果, Charny; 1975(1))により渇水が強まる地

域である。また西アフリカのサヘル-内陸域(図-1)におい

て、主要穀物であるパールミレット収穫量(Chad, Niger, 
Nigeria, Benin, Burkina Faso, Mali の合計)とその正規化指

数(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖 , 式-1)の年々変動を計算したが(図-2)、2011 年以

降の収穫量が 2008 年に比べ約半分まで減少しているこ

とが分かる。 
 

𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖 = 𝑥𝑥𝑖𝑖−𝜇𝜇
𝜎𝜎

,                         (1)                                                           

ここに、𝑥𝑥𝑖𝑖は任意の月日(i)の変数、𝜇𝜇と𝜎𝜎は任意の月日

(i)における 2003 年から 2018 年までの期間の𝑥𝑥𝑖𝑖の平均

値と標準偏差である。 

 

図-1 西アフリカ対象領域（緯度N0°30’-N25°7’,経度 W18°7’-
E16°7’）および研究エリア(サヘル-内陸域: 緯度 N10°-
N16°, 経度 W10°-E16°) 

 

 
図-2 (a)パールミレット収穫量と(b)その正規化指数

(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖)(Chad, Niger, Nigeria, Benin, Burkina Faso, Mali
の合計)の年々変動 

 



2 国内外で頻発、激甚化する水災害に対するリスクマネジメント支援技術の開発 

 

2 
 

このように西アフリカは、渇水の影響を強く受け食糧

生産を低下させ易い地域であると言える。本研究では、

CLVDAS により植生動態水文量(特に植生水分量）を

推定し、それを渇水指標として 2003 年から 2018 年ま

での期間の西アフリカ(図-1)における渇水について議

論した。図-3は、サヘル-内陸域におけるパールミレッ

ト収穫量と CLVDAS シミュレーションに基づく植生

水分量(9 月における時間・領域空間平均)の正規化指数

(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖  , 式-1)の年々変動を比較した結果である。2003-
2004 年にパールミレット収穫量の𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖   が負を示す一

方で植生水分量の𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖  が正を示すことが分かった。そ

こで渇水以外の外的な要因について調査したところ、

2003-2004 年に深刻な蝗害(バッタの異常発生)が西ア

フリカに発生していたことが分かった(Ulman (2004)(2), 
Ceccato et al.(2007)(3) お よ び FAO Locust watch 
(http://www.fao.org/ag/locusts/en/archives/briefs/index.html
))。具体的には、FAO Locust watch より、サヘル-内陸

域における 10 以上の発生地点数を持つバッタの年間

発生日数を読み取り、その𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖  を計算した。その結果、

2005 年以降は負の値を示したが、2003 年・2004 年の

蝗害の発生日数は、それぞれ 1.31・3.47 を示した。そ

こで本研究では、蝗害という外的影響を受けた可能性

の高い 2003-2004 年を除外し、それ以外の期間(2005-
2018 年)を対象に西アフリカにおける渇水評価を行う

こととした。 

 
図-3 サヘル-内陸域におけるパールミレット収穫量と

CLVDAS シミュレーションに基づく植生水分量(9 月における

時間・領域空間平均)の正規化指数(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖)の年々変動 

 
2．2 検討手法 

本研究では、西アフリカ（緯度 N0°30’-N25°7’、経度

W18°7’-E16°7’）をシミュレーション領域として選定し

た。また農業が盛んなサヘル-内陸域（緯度 N10°-N16°、
経度 W10°-E16°）を渇水評価のための研究エリアに選

定した(図-1)。加えて、2003 年から 2018 年までの期間

にシミュレーションを行い、データセットを作成する。

渇水評価期間としては、前述の通り 2005 年から 2018
年を対象とした。 

本研究において適用した CLVDAS は、Sawada and 
Koike (2014)(4)と Sawada et al. (2015) (5)により開発され

たシステムである。図-4に示すように、本システムで

は、気象フォーシングデータを陸面モデル(EcoHydro-
SiB) (6), (7)に入力して、様々な植生動態水文量を計算す

る。この陸面モデルにより計算された植生動態水文量

は、マイクロ波放射伝達モデル（RTM）(8), (9)に入力さ

れ、推定マイクロ波輝度温度が推定される。推定マイ

クロ波輝度温度と衛星観測マイクロ波輝度温度との

差が、同化スキーム(10), (11)によって地表面で同化され、

結果として最適な植生動態水文量(表層土壌水分量、根

茎層土壌水分量、蒸発散量、葉面積指数（LAI）、植生

含水量)が推定される。一般に、衛星マイクロ波センサ

は、地表面の土壌水分量しか検出できないが、

CLVDAS の陸面モデルは、降水の浸透、根域での貯水、

根からの吸水、植生の成長を表す植生動態水循環を評

価することができる。これは、このシステムの大きな

メリットである。CLVDAS の性能については、これま

で Agoufou (Mali), Bayantsagaan (Mongolia), Vaira Ranch 
(USA), New South Wales (Australia), Ceará state (Brazil)に
おいて検証され、以下の推定精度が達成された：(1) 土
壌水分量において RMSE 0.05 m3/m3 以下・ Bias 0.045 
m3/m3 以下; (2) LAI において RMSE 0.12 m2/m2 以下・ 
Bias 0.14 m2/m2以下(4), (5), (12), (13)。本研究では、CLVDAS
により表層土壌水分量(深さ 0~3cm：m3/m3)・根茎層土

壌水分量(深さ 3~20cm：m3/m3)・植生水分量(m3/m3)を
推定し、植生動態水循環や農業的な渇水について議論

する。また一般的に根から十分な水分を吸収した穀物

は、より多くの収穫量を生産する。ゆえに本研究では、

農業的な渇水指標として植生水分量(m3/m3)に注目し

た。西アフリカでは、自給用穀物の天水農業が盛んで

あり、その中でもパールミレットは最も主要な穀物で

ある。ゆえに本研究では、渇水指標としてパーミレッ

トを選定した。また西アフリカにおいてパールミレッ

トは、6-7 月に播種され、8-9 月に成長し、10 月以降に

収穫される。ゆえに最盛期から結実期までの期間に相

当する 9 月が、農業的な渇水を評価する上で重要であ

ると考え、9 月の植生水分量とパールミレット収穫量

を重要な指標として設定した。また土壌水分量、植生

水分量、穀物収穫量などの様々な変数を定量的に比較

することはできないため、2003 年から 2018 年までの

各日の正規化指数(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖)を計算した (式-1)。 
 
2. 3 使用データ 

 CLVDAS には、陸面モデルのための全球気象フォー
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シングデータ [降水量(mm/s), 気温(K), 気圧(mbar), 
短波放射量 (W/m2), 長波放射量 (W/m2), 風速 (m/s), 
比湿(kg/kg)]とデータ同化のための全球衛星観測マイ

クロ波輝度温度データが必要である。これまで、

CLVDAS シミュレーション(4), (5), (12), (13)において、Global 
Land Data Assimilation System version 2.1 (GLDAS 2.1) 
全球気象フォーシングデータの有用性が示された。ゆ

えに、本研究では、この GLDAS 全球気象フォーシン

グデータを用いた。時間分解能は 3 時間であり、空間

分解能は、CLVDAS出力と同じ0.25°グリッドである。 

 
図-4 CLVDAS概略図 

衛星観測マイクロ波輝度温には、 Advanced 
Microwave Scanning Radiometer for Earth Observing 
System (AMSR-E, 観測期間：2003 年～2011 年 9 月)・
高性能マイクロ波放射計 2 (AMSR2, 観測期間：2013
年～現在 ) のマイクロ波輝度温度 [6.925GHz ・
10.65GHz・18.7GHz (水平・垂直偏波)]を適用した。時

間分解能は 1 日であり、空間分解能は、CLVDAS 出力

と同じ 0.25°グリッドである。2011 年 10 月から 2012
年 12 月までの期間は、AMSR-E から AMSR2 への移

行期間であったためマイクロ波輝度温度が衛星観測

されずデータ同化を実施できなかった。ゆえに本期間

の植生動態水文量は CLVDAS からは出力されない。

ま た 穀 物 情 報 と し て は 、 Food and Agriculture 
Organization of the United Nation の穀物収穫量データを

用いた。 
 
2. 4 検討結果 

2003 年 1 月 1 日から 2018 年 12 月 31 日までの期間

において、CLVDAS により表層土壌水分量(m3/m3)・根

茎層土壌水分量(m3/m3)・植生水分量(m3/m3)を推定し、

そのデータセット(時間分解能は日、空間分解能は

0.25°グリッド)を作成した。図-5は、9 月平均の各植生

動態水文量の空間分布である。また式-1により各植生

動態水文量の正規化指数(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖  )を各グリッドで計算し

た。図-6は、9 月平均の各植生動態水文量の正規化指

数(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖)の空間分布である。 

 
(1) 表層土壌水分量(m3/m3) 

 
(2) 根茎層土壌水分量(m3/m3) 

 
(3) 植生水分量(m3/m3) 

図-5 CLVDASからの出力である(1)表層土壌水分量(m3/m3)・
(2)根茎層土壌水分量(m3/m3)・(3)植生水分量(m3/m3)の空間

分布: 2003年から 2018年までの各年の 9月平均,空間分解

能は 0.25°グリッド 

さらに図-7は渇水評価期間(2005 -2018 年)のサヘル

-内陸域において、9 月の時間平均・領域空間平均の

植生水分量の正規化指数(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖)の年々変動である。前

述の通り、Food and Agriculture Organization of the 
United Nation より、パールミレットのサヘル-内陸域

における穀物収穫高の年々変動を調査し、その正規

化指数(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖)を計算した (図-2)。次に渇水評価期間

(2005-2018 年)の𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖を抽出して、植生水分量の正規化

指数(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖)と比較した(図-8)。その結果、両者の変動の

良好な整合が確認された。 
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(1)表層土壌水分量 

 
(2)根茎層土壌水分量 

 
(3)植生水分量 

図-6 CLVDASからの出力である(1)表層土壌水分量(m3/m3)・
(2)根茎層土壌水分量(m3/m3)・(3)植生水分量(m3/m3)に対す

る正規化指数 (𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖) の空間分布: 2003 年から 2018 年まで

の各年の 9月平均,空間分解能は 0.25°グリッド 

 
図-7 サヘル-内陸地域における植生水分量(m3/m3)に対する

正規化指数(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖)の年々変動 

 

 

 
図-8 植生水分量(9 月, m3/m3)とパールミレット収穫量の正

規化指数(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖)の比較 

さらにサヘル-内陸域の渇水評価期間(2005-2018 年)に
おける降水量と、推定された植生動態水文量(表層土壌

水分量・根茎層土壌水分量・植生水分量)の正規化指数

(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖)の変動を調査し(図-9, 図-10)、以下のような傾向

が確認された。 
① 渇水評価期間の前半(図-9)では、2005 年・2008 年・

2009 年を除いた期間において植生水分量がほぼ

正を示しており渇水の影響が小さく、後半(図-10)
では、特に 2016 年以降、植生水分量が負を示して

おり渇水の影響が強く示された。 
② 降水量・土壌水分量・植生水分量の負のピークを

比較すると、それぞれのピークにタイムラグが生

じていることが分かる(図-9・図-10 黄色マーク・

ライン)。これは以下のプロセスにより引き起こさ

れる：(i)降水量の不足は直ぐに表層土壌を乾燥さ

せる。(ii)表層から水が供給されないので一定のタ

イムラグを経て根茎層土壌水分量が減少する。(iii)
植生が根から根茎層土壌水分を吸収することがで

きないので一定のタイムラグを経て植生水分量が

減少する。 
③ 2016 年 4 月に降水量が正を示した後、成長期・収

穫初期(5 月-10 月)が負に転じており、これが土壌

水分量と植生水分量を同時に負に導いている(図-

10 緑色ライン)。 
④ 2016 年 12 月後半の豪雨により降水量が一時的に

正を示したが、直ぐに負に転じた。表層土壌水分
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量もその挙動を追随した。それに対して根茎層に

は降水が貯留され、1月から4月までの4ヵ月間、

正を示した。それにより植生が成長し、4 月には

植生水分量の正のピークが示された(図-10青色ラ

イン)。すなわち降水量が根茎層に水分が十分に蓄

えられれば植生は成長する。CLVDAS は、このよ

うなメカニズムを評価できるということを示して

いる。 
⑤ 2017 年は、降水量が少なかったために表層に土壌

水分が蓄えられなかった。その後、2018 年 3 月に

降水イベントがあり、表層土壌水分量は一時的に

回復(正)した。しかし根茎層土壌水分量や植生水

分量は、それまでの渇水の影響を受け、回復する

ことは無かった(負)。すなわち過去の水不足の記

憶の保有期間が長いために根茎層土壌水分量や植

生水分量が長期間な負を示したものと考えられる 
(図-10赤色ライン)。 

 
図-9 サヘル-内陸域における渇水評価期間の前半(2005-09

年)における降水量・表層土壌水分量・根茎層土壌水分量・

植生水分量の正規化指数(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖)の比較 

 
図-10 サヘル-内陸域における渇水評価期間の後半(2014-18

年)における降水量・表層土壌水分量・根茎層土壌水分量・

植生水分量の正規化指数(𝑁𝑁𝑁𝑁𝑖𝑖)の比較 
このように、CLVDAS による水文水循環(降水の根茎

土壌層への浸透と根によるその吸収)と植生の成長メ

カニズムの正確な評価により「パールミレット収穫量

と推定された植生水分量との良好な整合性」を導くこ

とができたということが分かった。加えて、根茎層に

おける水の貯留状態に依存はするものの、数カ月前の

降水量と穀物収穫量との関連性を見出す可能性をも

示唆している。 
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3．まとめ 

本研究では、世界的な地上観測データの空白域であ

る西アフリカを対象に、データ不足を解消するために

再解析気象データや衛星マイクロ波データを効果的

に活用した CLVDAS を用いて渇水解析を行った。2003
年から 2018 年までの期間の西アフリカへの適用検討

では、FAO Locust watch に基づく調査により、2003 年・

2004 年にサヘル-内陸域において、蝗害が発生してい

た可能性が高いことを理解した。そこで蝗害という外

的影響が含まれる 2003 年・2004 年を除外した 2005 年

から 2018 年までの期間を対象に、サヘル-内陸域にお

ける渇水評価を実施した。その結果、渇水評価期間

(2005-2018 年)のサヘル-内陸域におけるパールミレッ

ト収穫量と植生水分量との良好な整合が確認された。 
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2．2 様々な自然・地域特性における洪水・渇水等の水災害ハザードの分析技術の適用によ

る水災害リスク評価手法及び防災効果指標の開発 
 
2.2.2 様々な自然・地勢条件下での長期の統合的水資源管理を支援するシミュレーションシ

ステムの開発に関する研究 
 
     担当チーム：水災害研究グループ 

研究担当者：岩見洋一、伊藤弘之、大沼克弘、津田守正、菊森佳幹、吉野広郷、 
Abdul Wahid Mohamed Rasmy、牛山朋來、宮本守、海野 仁、山崎祐介、Liu Tong、 
玉川勝徳、Maksym GUSYEV、Achirto Ralph Allen、柿沼太貴 

 
【要旨】 

ICHARM では、日本を含むアジアモンスーン地域のほか、熱帯・乾燥帯・半乾燥帯や高標高の積雪・氷河地帯

等様々な自然・地勢条件下における河川流域において適正な水資源管理を支援するシミュレーションモデルの開

発を行っている。このため、ICHARM において開発した RRI の機能を拡充し統合的水資源管理の解析機能を向

上させた WEB-RRI モデルの開発を行った。地球温暖化に伴う水資源量変化を見積もるため、GCM による気候

実験結果に対して力学的および統計的ダウンスケーリングを実施し、水文モデルの計算に耐えうる高解像度デー

タを作成した。得られた降水量等を RRI や WEB-RRI モデルに導入し、河川流量や氾濫面積の計算を行い、水資

源量や水災害リスクの見積もりを行った。主な対象は、ベトナム、フィリピン、インドネシア、タイである。 
 

キーワード： RRI、洪水予警報、統合的水資源管理、渇水リスク、気候変動、GCM、BTOP モデル、米作作付

け面積モデル、東南アジア、ベトナム、ダウンスケーリング、洪水氾濫、フィリピン、インドネシア、洪水流出 
 

1．はじめに 

近年、地球温暖化は確実に進行し、その影響による豪雨・

大雨災害の激甚化も顕著になっている。安全・安心な国土・

社会の形成のためには、将来の気候条件を予測し、社会全

体で適応していく必要がある。一方で、将来（例えば21世紀

末）の気候条件を正確に予測することは今日の科学をもって

しても不可能である。様々な予測結果に関わる不確実性に

ついて認識・把握しながら、将来シナリオの想定やリスク評

価を行うことが重要である。 

本研究では、主要研究、ADB プロジェクト、統合プログラ

ムの一環として行ったベトナム、フィリピン、インドネシア、タ

イの対象流域に対して、現在気候と将来気候の推定とその

不確実性の評価、及び対象流域における流出の変化につ

いて検討した。 

 

2．手法 

2.1 水資源管理を支援するシミュレーションモデルの開発 

i) IFAS-Snowの開発 

インダス川のように、上流域が標高6,000～7,000m級

の高山地帯で構成される流域では、長期水循環解析、モン

スーン期の洪水対応を行う上で融雪の影響を考慮するこ

とが重要である。前中期期間において、融雪量計算機能を

組み込んだ IFASを開発し、Degree-Day法、熱収支法を

用いて融雪量を計算する機能と、観測等で得られた融雪

量をインポートする機能を導入した。 
このうち、Degree-Day法は気温、アルベド、放射を考

慮して融雪量を計算する。融雪が発生する範囲は、NASA
が提供する人工衛星観測プロダクト MODIS の積雪範囲

データを用いる。MODISは雲等の影響がある場合には地

表面の状態を確認できないため、1日ごとのプロダクトに

加えて、雲等の影響を除去した 8 日ごとのプロダクトが

公開されている。図-1 に示すようにインダス川上流域を

対象に、プロダクト間の積雪面積を比較したところ、8日

プロダクトと 1 日プロダクトには 2 割程度の差があり、

1 日プロダクトは過小評価されている可能性があること

が示唆された 1）。 
8 日プロダクトを用いてインダス川上流部の河川流量

を計算した結果、融雪を考慮することにより流出流量の

計算精度が大幅に向上することが確認された（図-2）。 

 また、IFAS の乾燥帯への適用性を確認した (図-3)2）。
スーダン国の Gash ワジを対象に人工衛星観測雨量

（GSMaP NRT）を用いて計算を行い、パラメータ調整

により乾燥帯にも適用できる可能性があるという結果を

得た。 
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図-1 MODISプロダクト間の積雪面積率の比較（インダス

川上流域） 

図-2 融雪を考慮した場合のIFASによる河川流量の計算

結果（2009年P.Bridge地点） 

図-3 IFASによる乾燥帯のワジ出水の計算結果 

（2010年スーダン、Gashワジ） 
 

ii) WEB-RRIの開発 

水災害による死者や経済被害は、地球温暖化や人口増

加により急激に加速している。水資源の効率的運用や、温

暖化影響への適応・軽減策の作成のため、水文リスク（ハ

ザード、脆弱性、露出の 3 要素からなる）を評価できる水資

源・水災害情報が政策決定者にとって必要である。降雨流

出氾濫 (RRI)モデルは、洪水の早期警戒システムや洪水ハ

ザードマップの開発、洪水リスク管理と被害評価等、洪水情

報を作成する上で非常に有益で効果的なツールである。し

かしながら、RRI モデルは流域スケールの水収支の保存の

みを考慮しており、水－熱エネルギーに関する基本要素や

物理過程（土壌水分、キャノピー相互作用、蒸発散、土壌－

植生－大気の相互作用等）が考慮されていないことによって

モデルの不確実性が主に生じている。これらは、洪水に関

する適用を行う場合においても、乾燥域や準乾燥域におい

ては非常に重要な要素である。例えば、土壌水分量は、降

雨の表面流出と地下浸透への分配を決めており、また水収

支の中でも土壌と植生の蒸発散を正確に見積もることが、土

壌－植生水分貯蔵・河川流出・湛水深の予測精度にとって

非常に重要である。その結果、洪水リスク評価のため、各洪

水事例に対するモデル検証を繰り返し行う必要があり、現業

の洪水監視や予測活動に用いられる時、その出力は十分な

注意の下に扱わなければならない。RRI モデルは温暖化に

よる長期的な水収支変化を反映できないため、気候変動評

価に用いるのは疑問が残る。これらの問題は、RRI モデルを

水資源や水災害管理に用いる場合の大きな欠点として認識

されてきた。 

従って、本研究はhydro-SiB2モデルとRRIモデルの 2次

元流出方程式を統合した Water and Energy Budget-based 

RRI (WEB-RRI)モデルを開発する（図－4参照）。それは、水

熱収支過程・地表－植生－大気相互作用、複数層の土壌水

分力学過程、降水遮断・蒸発散・浸透・流出・氾濫過程を改

善する2次元流出を組み込む。Hydro-SiB2モデルを用いる

ことで、WEB-RRI モデルは干ばつの評価にも用いることが

出来、大気モデルと結合して流出予測や、将来気候シナリ

オにおける評価を行うことができる。モデル構造や主要な要

素、モデル検証などの詳細は参考文献 3), 4), 5)を参照され

たい。このモデルは、水資源や水文極端現象の気候変動影

響の評価や、適用策軽減策の開発に利用されている。 

 

2.2 気候変動予測と予測に関わる不確実性について 

気候変動予測については、全球気候モデル（GCM：Global 

Climate Model、図-5）による予測実験が基本となる。このよう

な実験は、過去気候では観測された温室効果ガス濃度を与

え、将来気候についてはあらかじめ決められたシナリオに

基づく温室効果ガス濃度を与えて気候状態が計算される。

温室効果ガス排出シナリオは、政策的な温室効果ガスの緩

和策を前提として、将来の温室効果ガス安定化レベルとそこ

に至るまでの経路のうち代表的なものを選んだシナリオが
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作られており（図-6）、IPCC 第 5 次報告書で示された RCP

（Representative Concentration Pathways）シナリオがよく用い

られる。RCP シナリオでは、2100 年以降も放射強制力の上

昇が続く「高位参照シナリオ」（RCP8.5）から 2100 年までに

ピークを迎えその後減少する「低位安定化シナリオ」

（RCP2.6）の範囲に 4シナリオが立案されている。 

 

通常は、大気と海洋の両方を計算する大気海洋結合モデ

ルが用いられるが、気象研究所では日本域の複雑な海陸分

布や地形の影響を評価するため、解像度を優先して大気の

みを計算する大気GCMも用いられる。この場合の海洋部分

の境界条件は、過去気候では観測された海水面温度が、将

来気候は多くの結合 GCM から得られた海水面温度を与え

て計算されている。 

 
図－4 WEB-RRIモデルの概念図。(1) SiB2モジュールは各格子点における地表面－大気間の鉛直熱エネルギーと水フラックス変換を

処理、(2) 鉛直土壌水分分布モジュールは、リチャードの式とダルシ―の式で地下水の再充填を計算、(3) 2次元拡散波流出モ

ジュールは、表面流と地下流出を計算、(4)一次元拡散波河川流出モジュールが河川流を計算。 

デジタルエレベーション
モデル

(1) 熱・水収支バ
ランス

(2) 鉛直土壌水分
分布

(3) 2次元側方流と
水交換

(4) 1次元河道流と
水交換

SiB2 モデル

表面流

地下流量

河道流

地下水ー土壌水分
交換斜面流ー河道流

交換

地下水ー河道流
交換

 
図－5 GCMの一般的構造 

 
図－6 RCPシナリオ 
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このシミュレーションには様々な不確実性が内在する。代

表的なものとして、①将来までの温室効果ガスの排出量シ

ナリオによるもの、②使用する GCM に内在する不確実性が

ある。 

このうち①については、RCP シナリオによって表現される。

本研究では、RCP シナリオの最上位、最下位に位置付けら

れるRCP8.5、2.6を使用する。前者は、最も温暖化影響が大

きい時の影響を把握するためであり、後者は 2015 年の気候

変動枠組条約 COP21 パリ協定で採択された、気温上昇を

2℃より十分低く保つという目的に適うシナリオである。 

②は使用するモデルの構造や、対流や地表面過程など

の細かな現象の扱い方（パラメタリゼーション）に起因するも

のである。世界各国の機関が GCM を開発し、予測計算を

行っているが、これらのモデルの構造や設定、解像度はそ

れぞれ異なるため計算結果に差異が生じる。これが GCM

に起因する不確実性である。 

2．2．1 GCMの選定 

世界には数多くのGCMとその予測結果があるが（例えば

CMIP5）、利用できる全ての GCM について詳細に分析する

のは非効率であり、対象地域の気候特性を良好に表現する

モデルを予め選定することが有効である。選定基準としては、

対象地域を含む周辺エリアの気候特性を代表する気象要素

である降雨，上向き長波放射，海面気圧，気温(850hPa 面)，

東西風(850hPa 面)，南北風(850hPa 面)について、観測

データとの相関係数及び RMSE により個々に適合性を評価

し、これらを合算した総合点数の高い GCM を選定する。こ

の作業においては、CMIP5に提供された31機関の61種類

のモデルを対象とし、観測値としては GPCP、JRA55 や

NOAA の観測データを使用した。モデル選定においては、

これらのデータや相関解析等を行うツールが整備された

DIAS6)を利用した。 

2．2．2 ダウンスケーリング 

一般に、GCM の計算結果は現実の気候条件を表現する

ものではなく、100km 程度の解像度による平均的な気候特

性値が算出される。このため、GCM の気候特性値から対象

地域の将来気候条件を想定するためには、ダウンスケーリ

ング(DS)という方法により、空間解像度を高めるとともに、バ

イアス補正を行い日平均降雨量や日平均気温等を算出する

必要がある。この方法には一般に力学的DSと統計的DSが

あるが、力学的 DS は GCM で表現できないミクロスケール

現象の補完を含む力学的整合性おいて、統計的DS は計算

負荷の少なさに長所を有しており、それぞれの特徴を活用

することにより、将来降雨シナリオの立案と不確実性の評価

を行う。 

2.2.2.1 統計的DSによるGCM間の不確実性の評価 

統計的 DS とは、「広域の気象場とローカルな気象要素と

の経験的あるいは統計的関係を仮定し,その関係式に基づ

いてGCMのデータから空間解像度の高いデータへの変換

を行う方法」である。GCM で表現できない高解像度の地形

や大気運動等を考慮できないため、力学的整合性に劣るが、

簡便かつ計算負荷が少ないため、複数のGCMや多数の地

点への適用等が可能である。統計的バイアス補正について

は、Nyunt7)等の方法を使用した。この方法では、観測地点

において日降雨量の大小で順に並べ、無降雨、大雨(極端

現象)、平常時降雨の三領域においてそれぞれ GCM の計

算結果の補正を行うものである(図-7参照)。 

2.2.2.2 力学的ダウンスケーリング 
力学的ダウンスケーリングは、対象地域を包含する領域を

対象に、領域気候モデル（RCM）を作成し、GCM では表現

できない小規模スケールの物理現象を再現し、より現実的

な地形の影響を考慮した計算結果を得る手法である。GCM

の結果を境界条件としてRCMに与えて計算することにより、

GCM の計算結果を反映した、高解像度の降水分布等を得

ることができる。 

本研究が対象とする複雑地形を伴う小さな河川流域では、

数 10km 以上の解像度を持つ GCM では、降水量の再現が

困難である。このような複雑地形に伴う降水を表現するには

5km 程度の解像度が望ましい。そこで、力学的ダウンスケー

リングを用いて、5km解像度の降水等のデータを求め、豪雨

や渇水の特性を調査した。RCMは、対象地域の降水特性等

統計的バイアス補正の手順の概要 

日降雨量の観測値及び計算結果について、最大値から最小

値までを順に並べる。 

a)無降雨：観測データより無降雨日数を設定し、 

その期間の雨量をゼロとする。 

b大雨：上位1％程度を極端事象とし、極値分布（一般 

パレート分布）を適合させる。※（20年間約7300日

のうち、1％の73日をデフォルトで豪雨としている） 

c)平常時：上記a),b)以外の平常時の降雨について、 

ガンマ確率累積関数を適合させる 

 
図－7 統計的バイアス補正の方法 
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に合った設定にする必要があり、ベトナム、フィリピン、インド

ネシアを対象とするにあたり、それぞれの地域に対して適切

な設定を行い、観測値と比較検証した。 

力学的ダウンスケーリングの結果得られた降水量や気温

等のデータは、GCMの出力よりも気候現象をよく再現するも

のと考えられる。しかしながら、RCMにおいても 5km程度の

解像度では降水過程の表現に限界があり、降水量の季節変

動や、降水強度の出現比率などについて観測値を正確に

再現できるとは限らない。このような降水量の特徴について、

観測値とのずれが大きい場合、降水量データを水文流出モ

デルに導入して河川流量を計算した場合に、将来予測につ

いて大きなバイアスを生じる可能性がある。そこで、領域気

候モデルによる降水量や気温などの出力のバイアスを、観

測値を用いて補正することが検討される。 

バイアス補正の一般的な手法は、図―8 で示したように、

観測と RCM 出力の結果を大きさ順に並べ、同じ順位（また

は順位の比率）の値に変換する方法である。図―8 では、縦

軸が雨量の大きさ順に相当するので、例えば RCM で 4mm

であった場合は、順位が約 0.7 となり、同じ順位 0.7 の観測

値は 2mm である。従って、RCM で 4mm の雨量を補正する

と、2mmに補正される。同様に、RCMの 10mmは 7mmに補

正される。本研究では、文献 9)の方法に従って、各月毎に

変換を行った。ただし、上位0.5%の大きな降水量に関しては、

月に関係なく年間の順位を用いて変換した。なお、将来気

候については観測値が存在しないため、過去気候の変換率

をそのまま適用し、補正を行った。 

力学的ダウンスケーリングは、多くの計算資源を必要とす

るため、数多くの GCM について計算することはできない。

そこで本研究では、世界で数多く行われている気候実験の

中でも最も高い解像度で計算されている気象研究所大気

GCM（MRI-AGCM）のバージョン 3.2S （S は Super high 

resolution の意味、20km 解像度）と、バージョン 3.2H（H は

High resolutionの意味、60km解像度）を境界条件として用い

た。2 種類の GCM についてダウンスケーリングを行い、予

測の不確実性を考慮した。計算期間は、過去気候が 1979～

2003年の 25年間、将来気候が 2075～2099年の 25年間で

ある。 

 

3 ベトナム流域の降水の温暖化影響 

本研究では、ADB プロジェクト 10)の一環として行ったベトナ

ム(図-9 参照)を対象に、将来気候条件の予測とその不確実

性の評価、及び対象流域における氾濫条件の変化につい

て検討した。 

 

3.1 統計的ダウンスケーリングによる結果 

図-10 に示すベトナム全土で利用可能な降雨観測地点に対

して統計的バイアス補正を行い、その結果を内挿することに

よりDSした結果を示す(図-11参照)。 

 
図－8 降水量バイアス補正の手法(文献8)より) 

 
図－9 ベトナムの対象都市 (Ha Giang,Vinh Yen,Hue）

と対象流域（Red River, Perfume River） 

 
図－10 ベトナム全土の利用可能な雨量観測地点 
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RCPの違い、GCMモデルの違いにより、特に中部沿岸域や

南部において将来の降雨条件に不確実性が見られる。また、

南北方向の代表 3 地点における統計的バイアス補正結果を

図-12に示す。いずれのモデルもHa Giangで降雨が少なく、

Hue で多いという地域的傾向を示した。将来気候において

は、極端事象（大雨）ほど結果の幅が大きくなり、1/100 相当

の降雨規模では、RCP8.5 は RCP2.6 の 1.5～2 倍程度の大

きな予測結果を示している。 

3．2 力学的DSによる詳細シナリオの作成 

力学的 DS は、対象地域を包含する領域に解像度の高い

気象モデルを作成し(図-13 参照)、GCM の計算結果を境界

条件とすることにより、GCMでは表現できない小規模スケー

ルの物理現象を補完し、解像度の高い計算結果を得ること

ができる。 

一方で、計算量が膨大になるため、利用できる計算機により

  

  

  
図－12 バイアス補正により得られた代表地点 

(左段：RCP2.6，右段：RCP8.5) 
上:Ha Giang(Bao Lac), 中:Vinh Yen(Ha Dong), 下:Hue 
における将来(2075～2099)の日降雨量の発生頻度 

 
図－15 力学的DSによる降雨(3ヶ月雨量)の将来予測

上：夏季(6～8月)、下段：冬季(10～12月), 左：過去

(1979～2003)、右：将来(2075～2099) 

 
 

 
 

 
図－11 降雨の統計的DSの結果 

（上：過去, 中：将来RCP2.6, 下：将来RCP8.5） 

 
図－14 力学的DSの結果（バイアス補正後） 

 
図－13 力学的DSの計算領域 

（Pefume River流域を対象とした場合） 
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適用ケース数が限定される。また、境界条件の設定のため、

対象とするGCMの全ての出力結果を取得する必要がある。

このため、本手法は適応策検討等における詳細シナリオの

作成に使用するものとし、必要なデータが得られる MRI-

AGCMモデルによる RCP8.5の結果について行った。 

力学的 DS の結果に、必要に応じてバイアス補正(観測値の

確率関数に合わせて計算結果を補正)することにより、過去

の降雨条件を概ね再現できた(図-14参照)。 

力学的DS の結果では、図-１5に示す通り夏季（6～8 月）

に南部において、冬季（10～12 月）に中部海岸部において

降雨量の増加が予想されている。また地点毎に見ると、北部

の Ha Giang では豪雨の発生頻度の減少が、一方で Hue、 

Vinh Yenでは増加が予測されている(図-16参照)。なお、不

確実性を評価した統計的 DS との比較では、図-12(黄色)に

示す通り、北部・中部では比較的高位、南部では比較的低

位に位置し、モデル間の範囲に収まっている。 

3．3 将来の洪水予測の変化 

水災害対策の観点からは、降雨等の気候条件だけでなく、

洪水等による浸水域の変化について予測することが重要と

なる。このため、力学的 DS から得られた詳細シナリオの降

雨条件をもとに、佐山等が開発した降雨流出氾濫解析モデ

ル RRI(Rainfall Runoff Inundation )モデルを使用して現在と将

来における同一生起確率（1/100）規模の洪水による氾濫域

を計算した。 

力学的 DS 結果より現在と将来における 1/100 相当の流

 
 

 

 
図－16 日降雨量の発生確率の将来予測  

黒(観測値)、青（計算：過去）、赤(計算：将来) 

 

 
図－17 上:RRIモデル概念図、中:流域スケールモデル   

下:地域スケールモデル 
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域平均日雨量を設定し、現在と将来で流出流量が最大とな

る 1983 年と 2088 年の洪水を、それぞれ現在および将来の

降雨パターンとした。 

Hue 市を含む Perfume 川流域を対象に流域スケールの

RRI モデルを構築し上記の降雨条件を与えることにより洪水

流出量を計算する。次に Hue 市を中心とした地域(Hue 

Province)スケールのRRIモデルを構築し(図-17参照)、上記

で算定した洪水流量を境界条件として与えることにより、Hue

市周辺の浸水状況を詳細に計算した(図-18 参照)。Hue に

おける浸水域と浸水深の計算結果を示す。1m 以上の浸水

面積が拡大し、4m以上の浸水する箇所が生じている。 

3．4 まとめ 

本検討ではベトナムの都市を対象に将来気候条件の予

測とその不確実性の評価、及び対象流域における氾濫条

件の変化について検討した。まず、CMIP5のモデルセレク

ション、バイアス補正、統計的ダウンスケーリングを行い

季節降雨特性の異なる北部と中部を対象にモデル間での

影響を考察した。次に、力学的ダウンスケーリングを用い

て、同様に北部と中部を対象とした降水量の将来の影響

を調査した。さらに、力学的ダウンスケーリングDSから

得られた詳細シナリオの降雨条件をもとに、降雨流出氾

濫解析モデル(RRI)を用いて現在と将来における同一生

起確率（1/100）規模の洪水による氾濫域を計算した。そ

の結果、次に示す結果を得た。 

（１）統計的DSによるGCM間の不確実性の評価 

RCPの違い、GCMモデルの違いにより、特に中部沿岸域

や南部において将来の降雨条件に不確実性が見られる。

いずれのモデルもHa Giangで降雨が少なく、Hueで多い

という地域的傾向であった。将来気候においては、極端事

象（大雨）ほど結果の幅が大きくなり、1/100相当の降雨

規模では、RCP8.5は RCP2.6の 1.5～2倍程度の大きな予

測結果を示している。 

（２）力学的DSによる詳細シナリオの作成 

力学的DSの結果では、夏季（6～8月）では南部におい

て、冬季（10～12 月）では中部海岸部において降雨量の

増加を示した。北部のHa Giangでは豪雨の発生頻度の減

少、一方でHue, Vinh Yenでは増加を示した。 

（３）将来の洪水予測の変化 

Hue における浸水域と浸水深の計算結果より、1m 以上

の浸水域の拡大、また、4m以上の浸水箇所を示した。 

 

4 フィリピン・ダバオ川流域の降水の温暖化影響 

フィリピン・ダバオ川流域は、図―19 に示されるように、ミ

ンダナオ島中央部の、流域面積 1760km2の比較的小さな流

域である。図―20 に示された地形にみられるように、ミンダ

ナオ島には西岸と東岸および中央部に山脈が走り、ダバオ

川流域は中央の山脈に沿って流れている。また、この地域

は、夏季は西風モンスーン、冬季は東風モンスーンが支配

的となることから、海岸沿いの山脈の影響を強く受ける。実

際には、西風モンスーンが流域付近まで入るために、夏季

に降水量が多い（図―20参照）。 

4．1 力学的ダウンスケーリングの結果 

 

 
図－18  Hue市周辺の浸水域及び浸水深の比較 
(上：過去、中：将来、下：将来と過去の差分) 
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 今回バイアス補正を行う場合の基準となる観測雨量として、

Chirps (Climate Hazards group Infrared Precipitation with 

Stations) 11)衛星雨量を用いた。ダバオ川流域には地上雨量

計が河口付近の 1 点しかないため、雨量計の観測値を補間

しても、流域雨量の分布を正しく再現できない可能性がある。

Chirps 衛星雨量は、赤外衛星データから求めた雨量分布を

地上雨量計で補正していることから、値と水平分布について

雨量計よりも優れた値が期待できる。 

図―20 は RCM の計算領域である。RCM として Weather 

Research and Forecasting model (WRF) 12)を用いた。水平解像

度は 5km、鉛直 40 層である。積雲パラメタリゼーションは用

いないこととした。 

図―21 は力学的ダウンスケーリングの結果による流域平

均月降水量である。左列は MRI-AGCM3.2H の RCP8.5 シ

ナリオをダウンスケーリングした結果である。上段のバイアス

補正前の結果は、観測値に比べてやや過大であるとともに、

年最大値が現れる月が観測と異なっていた。また、過去気

候では夏季の 7月～9月の降水量がその前後の月と比べて

小さくなっていた。この結果をバイアス補正したものが、左列

下段の図である。過去気候の結果は、観測値と非常に良く

一致しているが、将来気候では 7 月～9 月の降水量が過去

気候よりも大きい値となった。 

図―21 右列は MRI-AGCM3.2H の RCP2.6 シナリオをダ

 
図－21 ダバオ川流域平均降水量の季節変化。黒線はChirps衛星雨量、青線は過去気候、赤線は将来気候である。上段が補正前、

下段がバイアス補正後である。左はRCP8.5、右はRCP2.6をそれぞれ境界条件に用いたものである。 

 
図－19 ミンダナオ島におけるダバオ川流域と雨量計地点 

 
図－20 ダバオ川流域を対象としたWRFモデル領域。左は15km

メッシュ、右は5kmメッシュ領域。色は地形を表す。右中央の

赤領域はダバオ川流域。 
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ウンスケーリングした結果である。上段の補正前の値は、

RCP8.5 と同様に特に１月から６月までが観測に対して過大

評価であった。バイアス補正後の将来気候の値は過去気候

に比べて6、9、11月の雨量がやや多く、1～4月の雨量が小

さかった。冬季の雨量は、夏季に比べて元々小さい値であ

るが、RCP2.6 ではさらに減少するため、将来渇水リスクが高

まる恐れがある。 

なお、MRI-AGCM3.2S のダウンスケーリング結果は、バイ

アス補正後の夏季雨量の現在と将来の差が非常に大きなも

のになってしまった。その原因として、GCM自身が持つバイ

アスの影響が大きいと考えられた。 

図―22 は、ダバオ川流域の年最大日降水量の頻度解析

の結果で、MRI-AGCM 3.2Hの過去気候と将来気候RCP8.5

とRCP2.6を対象としたものである。なお、頻度解析に用いる

降水量を日雨量としたのは、ダバオ川流域が小さく、1 日程

度で降水が流出してしまうため、流出量と日雨量の相関が高

いためである。 

今回の解析では、過去気候とChirps衛星雨量の結果が一

致しなかった。その原因として、年最大雨量をもたらす豪雨

事例が、モデルの中では観測に比べて水平規模が大き

かったことが考えられる。バイアス補正は格子点毎に実施し

ているため、年最大豪雨の水平規模が異なると、流域平均

雨量は一致しない。 

頻度解析の結果の中で、過去気候と将来気候 RCP8.5 を

比較すると、将来極端雨量は増加することがわかった。50年

確率雨量は 137mmから 200㎜と、50%以上増加した。一方、

将来気候の RCP2.6 では極端雨量は過去気候に比べて減

少することを示しており、50年確率雨量は過去気候の137㎜

から 113 ㎜と 20%近く減少した。これらの結果は、図-４の月

平均雨量の結果と直感的に必ずしも一致するものではない

ことに注意が必要である。 

今後は、これらの降水量データを水文流出モデルに導入

して、流出計算を行い、洪水氾濫リスク等の検証を行う予定

である。 

4．2 統計的ダウンスケーリングの結果 

将来の水災害リスクの評価における GCM の予測方法自

体に内在する不確実性を評価するため、統計的ダウンス

ケーリングを行った。手法としては、DIAS6)を利用する方法も

用いた。 

選択した上位 6 つのモデルを対象に、降雨の統計的バイ

アス補正とダウンスケーリングを行い、ダバオ川流域を対象

とした確率降雨の将来変化を RCP2.6, RCP8.5で比較した。

バイアス補正には PAGASA より提供されたミンダナオ島内

 
図－22 ダバオ川流域日雨量の頻度解析結果。黒はChirps衛

星雨量、青は過去気候、赤は将来気候RCP8.5、オレンジは

RCP2.6である。 

RCP8.5

Past

RCP2.6

chirps

 
図-24 ダバオ川流域を対象とした確率降雨(左：現在気候(1981年～2005年)，中：将来気候RCP2.6 (2075年～2099

年), 右：将来気候RCP8.5 (2075年～2099年))，図中の黒線は過去のダバオ側流域平均の観測降雨での値を示し，他

の線は選択された６つのモデルを示す．なお，CESM1(BGC)とCMCC-CMS ではRCP2.6 では出力が無いため図中

には表示していない 
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10 地点の地上観測データをティーセン分割し、ダバオ川流

域内平均の雨量データを作成し使用した。バイアス補正の

期間は、力学的ダウンスケーリングに合わせ現在気候、将来

気候ともに 25 年とした。なお、力学的ダウンスケーリングで

は MRI-AGCM3.2S 現在気候（1979 年～2003 年）と将来気

候 RCP2.6, RCP8.5（2075 年～2099 年）の各 25 年間として

いるが、統計的ダウンスケーリングでは CMIP5 が可能な現

在気候（1981 年～2005 年）と将来気候 RCP2.6, RCP8.5

（2075年～2099年）の各25年間とした。CMIP5はモデル毎

に複数のアンサンブル計算が行われているが、本解析では 

r1i1p1 を対象とした。結果を図-24に示す．図の左が現在気

候（1981 年～2005 年）におけるバイアス補正後の確率降雨、

真ん中が将来気候 RCP2.6(2075 年～2099 年)におけるバイ

アス補正後の確率降雨、右が将来気候 RCP8.5(2075 年～

2099 年)におけるバイアス補正後の確率降雨を示す．図中

の黒線は過去のダバオ側流域平均の観測降雨での値を示

す． 

図-24より、選択された 6つのモデルのうち、RCP2.6では

将来 2 つのモデル(CESM1(CAM5) と FGOALS-g2) が増

加傾向、2つのモデル(CCSM4 と CNRM-CM5)が減少傾向

を示した。なお、CESM1(BGC)と CMCC-CMS は RCP2.6 で

は出力されていないため図中には表示していない。RCP8.5

では将来5つのモデル(CCSM4 , CESM1(CAM5), CMCC-

CMS, CNRM-CM5, FGOALS-g2))が増加傾向、1 つのモデ

ル(CESM1(BGC))が減少傾向を示した。例えば 100 年確率

降雨に着目すると、過去の観測（黒線）は 150mm/day であ

るのに対し、RCP2.6の増加傾向の2つのモデルCCSM4 と 

CNRM-CM5 は 165mm/day であった。RCP8.5 では，増加

傾向を示す5つのモデルのうちCMCC-CMSが192mm/day

と最も大きな値となった。減少傾向を示すモデルでは

RCP2.6 では CNRM-CM5 で 122mm/day, RCP8.5 では 

132mm/dayとなった。 

また，FGOALS-g2 のように RCP2.6 では 100 年確率降

雨で 165mm/day であるが，RCP8.5 では 151mm/day と

RCP8.5で減少傾向を示すモデルもあった． 

以上のことから，RCP8.5 は RCP2.6 と比較し 将来の確

率降雨は増える傾向にあるものの, モデルによっては逆の

挙動を示すなど確率降雨の将来変化の不確定性が高いこと

が示された。 

4．3 流出洪水解析 

フィリピン・ダバオ川流域を対象に降雨流出氾濫（WEB-

RRI）モデルを構築すると共に、より詳細な浸水状況を把握

するために、バランガイスケールの RRI モデルを構築した。

そして、前述の力学的ダウンスケーリング結果を用いて将来

の洪水被害リスクの推定を行った。 

本検討では流域スケールとバランガイスケールの 2 種類

のモデル構築を行った。流域スケールでは、ダバオ川流域

のみではなく他の流域からの洪水流の流入も考慮し、ダバ

オ川流域周辺の流域を含むエリア（流域面積 3,644 ㎢）を

MERIT Hydroデータを用いて6s格子（約180m）モデルを構

築した。バランガイスケールに関しては、より詳細な洪水状

況を把握するために3つのバランガイ（Mandug、Ma-A、10—

A）を対象に IfSAR データを用いて 40m 格子のモデルを構

築した。各モデルの領域や流量観測点を図-25 に示す。モ

デルの再現性に関しては、対象エリアは現地雨量データが

乏しいことから CHIRPS の衛星雨量データを用いて Lacson

地点（図-25 の ST1）における計算流量と実測流量を比較す

ることで、WEB-RRI モデルの河道・斜面粗度係数等のパラ

メータを同定した後、2008 年の洪水イベントで同定したモデ

ルの妥当性を確認した。その結果、対象イベントのピーク流

量や波形を再現できるモデルが得られた（図-26）。 

 
図-26 Lacson地点におけるWEB-RRIモデルパラメータ

のキャリブレーションおよび検証結果。 

 

2002年
(Calibration)

2008年
(Validation)

Di
sc

ha
rg

e[
m

3/
s]

Basin Average Rainfall[m
m

/day]

Di
sc

ha
rg

e[
m

3/
s]

Basin Average Rainfall[m
m

/day]

(CHIRPS)

(CHIRPS)

 
図-25：WEB-RRIモデルによる流域スケール（左図の黄

色枠線）とRRIモデルによるバランガイスケールモデル

（右図の赤色枠線）の概要図。 
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図-27 WEB-RRIモデルによる流域スケールの過去気候と将来気候における最大浸水深。 

 
図-28 RRIモデルによるバランガイスケールの過去気候と将来気候における最大浸水深。 

 
図-29 流域スケールモデル（左図）とバランガイスケール（右図）の最大浸水深。 
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流域スケールモデルからバランガイスケールモデルへの

データの受け渡し方法として、流域スケールモデルで得ら

れた計算流量をバランガイスケールモデルの上流端境界条

件として与えた。 

次に、前述の力学的ダウンスケーリング結果を用いて将

来の洪水被害リスクの推定を行った。具体的には、過去気候

と将来気候における洪水被害リスクの比較を行うために、過

去気候 25 年間（1979～2003 年）、RCP8.5 シナリオの 25 年

間（2075～2099 年）のうち、それぞれ 24 時間降雨量が最大

となった年のイベントを対象とした。なお、過去気候のダバ

オ流域における年最大24時間雨量は 127.7 mm、将来気候

は 225.4mm であり、降雨パターンも異なる。まず、流域ス

ケールの最大浸水深の計算結果を図-27 に示す。将来気候

は過去気候より年最大 24 時間雨量が約 1.8 倍と大きいこと

や降雨がダバオ川流域に集中していることから、過去気候

に比べ将来気候では浸水域が広くかつ浸水深が深いことが

分かる。これらの得られた計算流量を用いてより詳細なバラ

ンガイスケールモデルによる最大浸水深の計算結果を図-

28 に、流域スケールモデルとバランガイスケールモデルの

計算結果を比較した図を図-29 に示す。図から、より詳細に

浸水状況が表現できていることが見て取れる。過去気候の

場合、対象とするバランガイ地域においてはいずれも河川

からの氾濫は発生せず、河川沿いの窪地等に降雨の集積

によって浸水深が0.5m程度の浸水が見られた。将来気候で

は、いずれの地域においても河川からの氾濫が発生してお

り、上流の Mandug エリアでは河川敷に 5.0m 以上の浸水が

発生しているが、市街地は高台になっていることからほとん

ど浸水は見られなかった。一方、下流の Ma-A エリアでは、

河川周辺やエリアの中心に位置する市街地が 2.0m 以上の

浸水が発生することが分かった。なお、過去・将来気候にお

けるピーク流量の差としては、Mandug エリアの上流におい

て、過去気候1,087m3/s、将来気候2,883m3/sと約2.6倍の

差であった。 

以上の検討から、2つのスケールの異なるWEB-RRIモデル

と RRI モデルを組み合わせることで全体の水収支を考慮し

つつより詳細な浸水状況を表現することが可能となった。そ

して、過去気候および将来気候における洪水シミュレーショ

ンを実施し、将来気候において浸水が発生するエリアや浸

水深等の洪水情報を抽出することが可能となり、将来への洪

水被害リスクの軽減に資する知見が得られた。 

 

5．インドネシア・ソロ川流域の降水の温暖化影響 

インドネシアのソロ川流域は、図―30 に示されている

ジャワ島中部から東部に位置している。この地域は、南緯

7～8 度に位置しており、北はボルネオ島との間に挟まれ

たジャワ海、南はインド洋に面している。ソロ川流域は図

―30 に白線で示されている。島にはいくつかの火山が東

西に連なり、3 つの火山に挟まれた 2 つの支流が北に流

れ、それらが合流して東に流れてジャワ海に注ぐ。この地

域は、熱帯雨林であると同時に、海洋の影響を強く受ける

点が特徴である。 

5．1 力学的ダウンスケーリングの結果 

今回の対象となるジャワ島のソロ川流域は、比較的狭い島

の中の地域であるため海洋の影響を強く受けること、海洋の

海水面温度が高く大量の水蒸気量がもたらされること、島の

上では日中地表面温度が高まることで激しい日変化による

対流が発生すること、などが考えられる。 

次に図―31 にソロ川流域内の雨量計観測地点における

日雨量の出現頻度を示す。最初は図-30とは異なり、外側格

子間隔15km、内側格子間隔 5kmの一般的なモデル設定で

予備実験を行った。しかし、図-31 の通り雨量計観測値と計

算値が最初うまく一致しなかった。そこで、WRF モデル設定

の中で、降水特性に大きく影響する積雲パラメタリゼーショ

ンのスキームを何種類か（Kain&Fritcsh, Tiedtke, Grell-

Freitas, Grell 等）試すことによって、適切な降水特性が得ら

れるよう調整を試みた。なお、積雲パラメタリゼーションは、

粗い格子間隔のモデルでも降水を生じさせるために用いる

ものであるが、降水特性にバイアスを生じさせる作用もある。

そこで、今回は対流パラメタリゼーションを用いない計算も

試した。このような特徴的な対流現象を既存の積雲パラメタリ

ゼーションでうまく表現することができなかったが、積雲パラ

メタリゼーションを用いない方法で計算したところ、雨量強度

別出現率が雨量計と良い一致を示した（図-31 の右下のパ

ネル）。そこで、この方法でダウンスケーリングを行うこととし

た。 

図―32 に、ソロ川流域平均降水量の季節変化を示す。上

の図がバイアス補正前、下がバイアス補正後である。バイア 

 
図－30 インドネシア・ソロ川流域を対象としたWRFモデル

5kmメッシュ領域。白線は流域界、色は地形を表す。 
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ス補正前の上図においても、過去気候の値は雨量計観測 値とよく一致しており、今回のダウンスケーリング計算が対象

 
図－31 ソロ川流域内の雨量計観測点における日雨量の出現確率、黒は雨量計、青は力学的ダウンスケーリング(MRI-AGCM3.2S過去

気候)の結果。期間は1979～1983年の5年間。各図の左上の文字は、積雲パラメタリゼーションの種類を示す。右下の図は、5km

メッシュ領域のみで計算し、それ以外は15kmの外側領域と5kmの内側領域の2重ネスティングで計算した。 

KF

Tiedtke Grell-Freitas Grell

No cumulus schemeKF+No cumulus

 

 
図－32 ソロ川流域平均降水量の季節変化。上図はバイアス補正前、下図はバイアス補正後である。左はMRI-AGCM3.2S、右はMRI-

AGCM3.2Hのダウンスケーリング結果である。黒は雨量計、青は過去気候、赤実線は将来気候RCP8.5、赤破線はRCP2.6である。 
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地域の降水現象をよく再現していることを表している。この地

域では、11 月から 3 月が雨季であり、5 月から 10 月が乾季

と増加することを示している。また、乾季については 5 月～7

月は将来やや増加し、8 月～10 月は減少する傾向を示して

いる。乾季においては、元々降水量が少ないために、わず

かな違いが増加や減少に転じてしまう傾向となっている。 

図―32 下のバイアス補正後の図を見てみると、バイアス

補正前に比べて大きな変化はないが、過去気候が観測値と

一致したため、将来における増減傾向がバイアス補正前より

もわかりやすく表現された。 

将来気候 RCP8.5 シナリオでは、MRI-AGCM3.2S と 3.2H

で多少の違いはあるものの、基本的にはよく似た分布となっ

た。すなわち、12 月～3 月の雨季には将来雨量が増加傾向

であった。また、乾季では、前半の5月～7月には将来やや

増加傾向にあり、乾季後半の 8 月～10 月に減少傾向となっ

ていた。雨季の降水量は元々大きいところ、将来さらに増加

するため洪水リスクが増大する可能性が考えられる。乾季に

は、後半の8月～10月にかけては、元々降水雨量が少ない

ところでさらに減少に転じるため、渇水の可能性が増大する

ことが考えられる。 

図－32右の破線で描かれた結果は、MRI-AGCM3.2Hの 

RCP2.6 の結果である。低位安定化シナリオ（RCP2.6）は、高

位参照シナリオ（RCP8.5）と過去気候との中間の値となって

いることが分かった。この地域では、RCP2.6 では洪水渇水リ

スクともにRCP8.5の場合よりも抑制されることが示唆された。 

図－33は、ソロ川流域平均年最大4日降水量の頻度解析

結果である。4 日降水量としたのは、ソロ川流域の大きさから、

下流の流量が 4 日雨量との相関が高いためである。図-33

上図のMRI-AGCM3.2S、下図の3.2Hともに、将来気候の極

端雨量は過去気候に比べて増大する結果となった。一方、

増加幅は 3.2S と 3.2H では異なっており、3.2H の方が大き

かったことから、極端雨量の将来における増加幅には不確

実性が残ることを示している。増加幅は、3.2S では 50 年確

率雨量では過去気候の 140mm から 160mm に増加し、3.2H

では 140㎜から 200 ㎜に増加した。月平均降水量が雨季に

増加することと合わせて、この地域では将来洪水リスクの増

加の恐れが考えられる。 

5．2 WEB-RRIモデルの開発 

ソロ川流域は、ジャワ島では最長の河川で、600km の長さ

を持つ（図―34 参照）。源流は Lawu 山と Sewu 山などの南

 
図－33 ソロ川流域平均4日降水量の頻度解析。上図はMRI-

AGCM3.2S、下図はMRI-AGCM3.2Hである。黒は雨量計、青は過

去気候、赤実線は将来気候RCP8.5、赤破線はRCP2.6である。 

 
 

図－34 ソロ川流域の位置と観測点、(a)ジャワ島地図とソロ川流域の位置、(b)ダム、雨量計、Cepuの流量観測点。 
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から始まり、中部ジャワ州と東ジャワ州を流下し、スラバヤで

ジャワ海に注いでいる。流域面積は約16000 km2、年平均降

水量は約2000 mmである。上流のWonogiriダムは7.3億m3 

の貯水量を持つ多目的ダムである。流域では、主に稲作や

コーヒーなどの換金作物の農業が行われている。過去30年

農業の発展は大きな進歩を見せているが、流域の水文過程

に関してはほとんど研究されていない。 

 デジタル標高モデル、流向、積算面積等の地形データは、

USGSが発行しているHydroSHEDSと呼ばれるスペースシャ

トルによる観測データを用いた。HydroSHEDS は、NASA に

よる Shuttle Radar Topography Mission (STRM)による 3秒解

像度の観測を基にしている。本研究では、元の SRTM デー

タから水文モデル用に整備された 15 秒間隔データ（約

450m 解像度）を用いた。土壌種類、土地利用、植生データ

は、地表・地中・河川を計算する上で重要である。土壌分布

は、FAO の 9km 解像度データを用いた。また、このデータ

セットに付随する、地表・植物根層・地下水層における各飽

和透水係数、飽和土壌水分量、残余土壌水分量、Van 

Genutchen パラメータ等も用いた。土地利用データは、

USGSの 1km全球データを用いた。Sib2モデルはUSGSの

土地利用と植生分布を再構成して利用する。Sib2 モデルは、

地表面エネルギー・水・炭素収支過程の推定に、葉面積指

数(LAI)と光合成有効放射（FPAR）も必要とする。本研究では、

Terra 衛星の MODIS 全球プロダクトの MODI15A2 による 8

日合成した 1km解像度の LAIと FPARを用い、モデル格子

点に変換して植生生物気候を求めた。 

 気温・比湿・風速・下向き短波放射・長波放射・地上気圧等

の気象学的強制力は、JRA55 を利用した。JRA55 は洗練さ

れたデータ同化システムと過去の全球観測データを用いて

気象庁によって作成された、日本における第 2 世代の全球

再解析データである。データ期間は、ラジオゾンデ観測が

日常的に始まった 1958 年から 55 年間であり、全球の半世

紀をカバーする最も高解像度で均一なデータセットの一つ

である。JRA55 は、気温・比湿・風速・地上気圧は 3 時間毎

0.125°間隔であり、下向き放射は 0.56°間隔で提供される。

これらのデータは、モデルに合わせて 450m 間隔 1 時間毎

に線形補間して与えた。 

 WEB-RRI モデルの校正のため、歴史的洪水イベントを含

む 2007 年 6 月～2008 年 5 月の期間の水文応答を計算し

た。図―28 は、モデル校正期間の 2007年 6 月 1日～2008

年5月31日までと、モデル検証の 2008年6月1日～2009

年5月31日について、観測日流量とWEB-RRIモデルによ

る計算値を比較したものである。なお、ウォノギリダムからの

流量を上流端の境界条件として使用している。2007 年には、

1 月初めと 3 月に二つの洪水ピークがあった。モデルは

Cepu 観測点の値について、洪水応答を十分良く再現し、

Nash 値は 0.93、MBE は 28.2 m3/s、RMSE は 169 m3/s で

あった。特に 6 月から 10 月の乾季の基底流量と、雨季の

ピーク流量が良く校正されていた。検証期間の土壌や河川

パラメータは一定としたモデルを用いて 2008 年について計

算し、同じ地点の観測流量と比較した。検証期間についても、

結果は観測と良く一致しており、Nash 係数は 0.90、MBE は

35.8 m3/s、RMSEは 169 m3/sであった。さらに、計算された

洪水期間のピーク流量や、乾季の低水流量も WEB-RRI モ

デルの検証期間でうまく再現された。 

 さらに、20 年間のソロ川流域の水文応答について計算し、

長期間のモデル検証を行った。モデルによる計算値は観測

値と良く一致し、モデル成績もよい値を示した（Nash = 0.52, 

MBE = 82 m3/s, RMSE = 201 m3/s）。 

図―36 は WEB-RRI モデルの計算結果である。用いた雨

量データは、MRI-AGCM3.2H の過去気候と将来気候

RCP2.6,RCP8.5 を力学的ダウンスケーリングし、バイアス補

正したものである。11 月～3 月の雨季は、将来月雨量が増

加するため、流量も増加している。一方、月雨量が将来減少

する乾季後半の 8 月～10 月は、流量も減少している。Cepu

ではRCP2.6では 11月～12月も過去気候より流量が減少し

ており、渇水リスクが懸念される。また上流域のWonogiri dam

における流量は、RCP2.6 と 8.5 の両シナリオで 10 月～12

月に減少傾向にある。 

図-37 は地点における全期間の日流量について、横軸

を過去気候、縦軸を将来気候として対比させた図である。

 
 

図－35 Putapaula観測地点における観測流量と計算流量の比

較、(a)2007～2008年のモデル校正期間、(b)2008～2009年の

検証期間。 
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Cepu 地点では、将来の流量は全般として増加し、特に

RCP8.5 の日流量の上位値は大幅に増加している。これによ

り、将来洪水規模や頻度が高くなることが推測される。

Wonogiri 地点では RCP8.5 では全般的に増加、RCP2.6 で

は減少傾向にあることがわかる。 

図―38 は WEB-RRI モデルによって計算された最大浸水

深の分布である。図から最大浸水深や浸水範囲が増加して

いることがわかる。特に中流域や上流域で顕著である。また、

RCP8.5では浸水深が大幅に増加するが、RCP2.6では変化

は小さい。この結果に基づいて、温暖化適応策や影響の軽

減策を立案し、温暖化における持続的発展を目指す必要が

ある。 

 

5．3 ソロ川における渇水リスクの評価 

ソロ川流域を対象に、分布型流出解析モデルである

BTOP モデルを構築し、Wonogiri ダムへの流入量を再現し

た 13)。Wonogiri ダムはソロ川上流域に位置し，総貯水容量

7.35 億m3，有効貯水容量 6.15 億m3を有する洪水調節、灌

漑および発電を主目的とする多目的ダムで、下流地域の約

300km2の農地に灌漑用水を供給している。BTOP モデルの

定数の同定には、Wonogiri ダム上流ならびにその近傍の 3

地点で実測された日降雨量とダム管理者がまとめた日平均

流入量（実測値）を用いた(図-39参照)。 

次に、気候モデルによる気候変動予測データを活用して、

BTOP モデルで将来の水供給をシミュレートした。ここで用

いた気候データは、創生プログラムにおいて計算した統計

的ダウンスケーリングによるものである。水供給のシミュレー

ションは、貯水池への流入を計算する BTOP モデルと貯水

池運用モデルとを組み合わせて実施した(図-40参照)。貯水

池運用モデルは、Wonogiri ダムの灌漑用水供給計画を参

 
図－36 ソロ川流域のWEB-RRIモデル計算による地点流量。(a)中流のCepu地点、(b)上流のWonnogiri dam. 

 
図－37 ソロ川流域地点の過去と将来の流量対比図。 (a)中流のCepu地点、(b)上流のWonnogiri dam. 

 

 
図－38 ソロ川流域の最大浸水深の比較。左から、過去気候、RCP2.6、RCP8.5。 



2 国内外で頻発、激甚化する水災害に対するリスクマネジメント支援技術の開発 

 - 18 - 

考とし、放流量（＝灌漑用水供給量と本川下流への維持流

量の合計値）を設定し、日平均流入量と日平均放流量からダ

ムの貯留量の変化を求めた。また、Wonogiri ダム下流域で

は、11月から2月までをⅠ期（WET）、3月から6月までをⅡ

期（DRY）とし、各期当初のダムの貯水量に応じて灌漑区域

を決定し、決定された灌漑面積に応じて灌漑用水を供給す

る計画となっている。 

現在気候と将来気候における比較では、貯水池運用モデ

ルで計算した貯留量に対応する灌漑面積を比較した（図-41

参照）。現在気候再現計算と将来気候予測計算のそれぞれ

25 年間のⅠ期・Ⅱ期の灌漑面積を求めて、それらの平均

値を比較した(図-41 参照)。Ⅰ期（WET）における灌漑可能

面積は、現在気候に比べ mme では 4% 減少するものの，

c1,c2，c3 ではほぼ変わらないか微増が見られた。またⅡ

期（DRY）における灌漑可能面積は mme では 1% 減少する

ものの，c1 で 12%，c2，c3 では 3% 程度増加する。渇水リス

クについては、将来的に低下する傾向が見られた。 

 さらに、5.1 章で述べた力学的ダウンスケーリングに

よって得られた降水等の気候データを用いた渇水被害リ

スクの解析も行った。 

過去気候と将来気候における、Wonogiri ダム年平均流

入量を比較する（図-42）。3.2S / RCP8.5および3.2H / 

RCP8.5では将来、Wonogiriダム上流域の年平均降水量が

増加すると見込まれることから、年平均流入量も将来、増

加する結果となった。一方、3.2H / RCP2.6 では将来、

Wonogiri ダム上流域の年平均降水量が減少すると見込ま

れることから、年平均流入量も将来、減少する結果となっ

た。3.2H / RCP2.6のケースでWonogiriダム上流域の降

水量が減少する理由としては、将来風の吹き方が変わる

ため、ジャワ島付近の風の収束が弱まることが考えられ

る。ジャワ島付近の降水は、ジャワ島の北側からと南側か

らの風の収束によって雨域が形成されるが、特にインド

洋からの南風が弱まるため、ジャワ島南部で降水量が減

少するものと考えられる。 

次に、半月ごとの流入量を比較する（図-43）。3.2S / 

RCP8.5では将来、乾期のうち8月～10月には減少するも

のの、雨期を中心に流入量が大きく増加することから、年

平均でも大きく増加すると推定された。3.2H / RCP8.5で

は将来、11月、12月を中心に流入量が減少する一方、雨

期の 1 月から 3 月にかけて流入量が大きく増加すること

から、年平均でも若干増加すると推定された。3.2H / 

RCP8.5では将来、11月、12月を中心に流入量が大きく減

少する一方、雨期の流入量の増加は 3 月前半から 4 月前

半に限られることから、年平均では減少すると推定され

た。 

Wonogiri ダムへの流入量、Wonogiri ダムからの放流可

 
図-39 Wonogiriダム流入量の実測値と計算値の比較 

 
図-40 渇水リスク評価における実灌漑概念図 

 
図-41 現在気候（AMIP）と将来気候（４つSST）に

おける平均灌漑面積の比較 
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図-42 Wonogiriダム年平均流入量の比較（過去気候，

将来気候） 
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能量、Wonogiri ダムの貯水量を半月単位で計算し、過去

気候と将来気候における年間の水充足率を比較する（図 

-44）。3.2S / RCP8.5では将来、年平均流入量が大きく増

加することから、水充足率も79.29%（過去）から90.61%

（将来）へと大きく増加した。3.2H / RCP8.5では将来、

年平均流入量が若干増加することから、水充足率も

89.88%（過去）から 92.93%（将来）へと若干増加した。

3.2H / RCP2.6では将来、年平均流入量が減少することか

ら、水充足率も89.88%（過去）から81.84%（将来）へと

減少した。3.2H / RCP8.5では将来、11月、12月を中心

に流入量が大きく減少する一方、雨期の増加は 3 月前半

から 4 月前半に限られることから、年平均では減少する

結果となった。以上より、RCP8.5 の排出シナリオでは将

来、水充足率が向上する一方、RCP2.6 の排出シナリオで

は、水充足率が低下するという対称的な推定結果が得ら

れた。 

Wonogiri ダム下流の灌漑区域では、11月から2月まで

をⅠ期（MT1）、3月から6月までをⅡ期（MT2）、7月から

10月をⅢ期（MT3）とし、年間を通じて水稲を作付してい

る。なお、水源が確保できない年については、Ⅲ期にキャ

サパ、コーンなどの裏作作物を作付けしている。過去気候、

将来気候における年別、期別の水充足率を元に、作付け可

能な面積を推定した結果を図-45に示す。なお、当該区域

の水田の灌漑面積は、最大で24,492ha（2010  - 2015各

年の計画値）である。作付け可能面積は、過去気候ではⅡ

期、Ⅰ期、Ⅲ期の順で広い結果となる。将来気候では、3.2S 

/ RCP8.5および3.2H / RCP2.6のケースで、Ⅱ期、Ⅰ期、

Ⅲ期の順で広い結果となる一方、3.2H / RCP8.5のケース

では、Ⅱ期、Ⅲ期、Ⅰ期の順で広い結果となった。Ⅱ期の

作付け可能面積が広い理由は、雨期にダムに貯留した水

を十分活用できるためと考えられる。Ⅰ期における作付

け可能面積の欠損は、11月、12月に貯水池への流入が十

分回復せず、作付けを開始できる面積が限られたことに

よると考えられる。Ⅲ期における作付け可能面積の欠損

は、当該期は元々乾期作であり、Ⅲ期初頭にダムに貯留さ

れている水量に応じて作付面積が抑制された結果と考え

られる。将来気候における作付け可能面積の推定値は、

3.2S / RCP8.5および3.2H / RCP8.5のケースで過去気

候における推定値を上回る一方、3.2H / RCP2.6のケース

では過去気候における推定値を下回る結果となった。

3.2S / RCP8.5および3.2H / RCP8.5のケースでは、8月

から10月にかけて貯水池への流入量が減少するにもかか

わらず、ダムの貯留効果により将来、灌漑可能面積の増大

 
図-43 Wonogiriダム半月平均流入量の比較（過去気候，将来気候） 
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図-44 Wonogiri ダム下流取水地点における水充足率の

比較（過去気候，将来気候） 
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が予測される結果となった。 

 過去気候、将来気候におけるコメ出荷額を予測した結果

を、図-46に示す。ここで、単位面積あたりのコメ生産高

は、Wonogiri ダム下流の灌漑区域の位置する5県（Kab. 

Klaten, Kab. Sukoharjo, Kab. Wonogiri, Kab. 

Karanganar, Kab. Sragen）における2010年 - 2014年の

実績値の平均より、1ヘクタールあたり 5.865 トンとし

た。また、単位重量あたりのコメ価格は、農場出口で取引

されるモミの形状のコメの取引価格で、インドネシア全

土における 2015年各月の価格の平均値より、1トンあた

り 4.70百万ルピアを採用した。Wonogiri ダム下流の灌

漑区域におけるコメ出荷額は、例えば3.2S / RCP8.5の

ケースでは、過去気候で1.58兆ルピアと予測されるのに

対し、将来気候で1.80兆ルピアと予測され、渇水被害リ

スクは将来、低減するものと推定された。また、3.2H / 

RCP8.5 のケースでも、コメ出荷額は将来増大し、渇水リ

スクは低減すると推定された。一方、3.2H / RCP2.6 の

ケースでは、過去気候で1.80兆ルピアと予測されるのに

対し、将来気候では、1.65 兆ルピアと予測され、渇水被

害リスクは将来、増大するものと推定された。 

 

6．チャオプラヤ川流域 

チャオプラヤ川流域の上流には、Sirikit ダム及び

Bhumibolダムの２つ大きなダムがあり、流域内の灌漑面積は

この２つのダムの貯水量に大きく依存している。渇水ハザー

ド評価は，BTOP モデルを用いて貯水池への流入を計算し、

流況の変化を調査した。 

各気候シナリオにおいて Sirikitダム及びBhumibolダムの

貯水位から放流量を推定し、それを使って灌漑可能面積を

算出した。なお、2011 年、2012 年時点で乾季の計画最大灌

漑面積は 11,978𝑘𝑘𝑘𝑘2であるが、ここでは将来の灌漑施設の

拡充等も考慮し、計画最大値を超えても用水量から灌漑面

積を算定することとした。調査地点は、タイ国の乾季におけ

る計画放流量は、Sirikit ダム及び Bhumibol ダムの合計値で

規定されていることから Sirikit ダム及び Bhumibol ダムの合

計値とした。考察にあたり、タイの気候特性は雨季と乾季が

はっきり区別でき、12 月から３月まではほとんど雨が降らな

いことや、収穫量は雨季盛期の降水量と高い相関関係があ

ることから雨季の流量にも着目することにした。 

渇水リスク評価の指標として灌漑可能面積を比較した。計

算期間(25 年間)における灌漑可能面積の平均値、25%値、

75%値及び最大値・最小値を表-1 に示す。将来気候のすべ

てのシナリオで、平均値は増加傾向がみられ、25%値は現在

気候の平均値を上回っていた。将来気候の最悪の状況を調

べるため、現在気候の平均値と各シナリオの最小値との比

較を行う。その結果、現在気候に対する将来気候における

灌漑面積は、平均値で 1.3～1.4 倍程度の増加、最小値でも

1.1～1.4倍程度の増加となっており、渇水による灌漑可能面

積の減少リスクが緩和される傾向がみられた。 

 

表－1 現在気候及び将来気候における灌漑可能面積 

シナリオ 平均 25% 75% 最大値 最小値 

AMIP 

(現在) 

9,673 7,398 11,663 15,112 5,846 

C1 12,714 10,406 15,303 15,911 7,161 

C2 13,449 11,852 15,560 15,937 6,384 

C2 13,892 12,949 15,560 15,933 8,200 

 
図-45 Wonogiriダム下流灌漑区域における灌漑可能面積の比較（Ⅰ期，Ⅱ期，Ⅲ期，通年） 
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図-46 Wonogiri ダム下流灌漑区域における年間コメ出荷

額の比較（過去気候，将来気候） 
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7．メコン下流域 

タイ東北部のメコン川を対象として、気候変動が米作に与

える影響について調査した。当該地域は、灌漑田に比べて

天水田の比率が低いことから、農研機構・農工研究所で開

発された降水状況から米作作付け面積を推定するモデルを

活用し（図-42 参照）、将来の米作作付面積を推定することと

した。当モデルでは、積算起算日（４月１日）からの積算雨量

が閾値を超えると、稲が生育するために十分な土壌水分が

確保されたと見なし、作付けを開始することとなっている。作

付け開始後は１日あたり水田面積の1/30ずつ作付け面積を

増加させ、乾季に入る前までに稲の生育および刈り取り期

間を確保するため、9 月 20 日までを作付け可能期間として

いる。当該モデルは、水田の種類（完全降水依存型水田、

部分降水依存型水田（完全降水依存型水田に連接し、完全

降水依存型水田からの水が供給される水田）、灌漑水田）ご

とに、作付け開始積算雨量が設定されているが(表-2参照)、

最大作付け可能面積は設定する必要がある。このため、西

暦 2000年前後の平均的な作物別耕作面積を緯度経度 0.25

度（約 9km）の解像度で記録している MERCA2000 から得ら

れたメッシュ毎の灌漑水田と天水田の割合を設定した上で、

1980 年から 2013 年までのモデルの計算結果が、タイ国農

協協力省から得られた県別の作付け面積を各メッシュに按

分した作付け面積に合致するように（図－43 参照）、最大作

付け面積を各メッシュ毎に設定した。このモデルを使用し、

各メッシュに日雨量のデータの値を与えることにより、各メッ

シュの日ごとの作付け面積を計算した。APHRODITE（アジ

ア地域の日降水量グリッドデータ）および現在気候モデル

（AMIP）の降水量データによる作付け面積計算結果は、実

績値とよく一致していることが確認できる(図-44参照)。 

現在気候と将来機能の対象地域の作付けの比較を示す

（図-44 参照）。左の２本のグラフがそれぞれ、現在の実績値

（タイ国農業協力省）と AMIP（MRI-AGCM3.2 の現在気候

データの降雨データ）を用いた作付け面積である。右側の４

本のグラフは、RCP8.5 地球温暖化シナリオにおける 4 種類

の SST（c１、c２、c３とmme）を用いた気候予測モデルの将来

降水量による米作作付け面積である。グラフ上のバーは、対

象期間のデータの標準偏差分の上下幅である。降雨量の増

加にともない、すべての SST 分布に対して、現在気候に比

べて将来の方が増加する傾向となった。SST の違いによる

増加率の範囲は 6～9%程度であり、標準偏差も同程度で

ある。 
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表－2 作付け開始積算雨量 

 

 

図－43 現在気候におけるモデルの再現性 
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る水災害リスク評価手法及び防災効果指標の開発 

 

2.2.3 グローバルに通用する多面的な水災害リスクの評価及び評価に基づく強靭な社会構築

手法に関する研究 

担当チーム：水災害研究グループ 
研究担当者：藤兼雅和、大原美保 

 
【要旨】 
「グローバルに通用する多面的な水災害リスクの評価及び評価に基づく強靭な社会構築手法に関する研究」で

は、達成目標の一つ目である「多面的な災害リスクの高精度・高度な推計手法の提案」に関する検討の一環とし

て、2015 年関東・東北豪雨災害で鬼怒川が氾濫した茨城県常総市、2016 年台風第 10 号災害で小本川が氾濫した

岩手県岩泉町において、被災後の住宅・生活の回復状況等についての住民アンケート調査を行った。回答データ

に基づき、発災からの月数に応じた住宅再建及び生活・地域活動の回復曲線の推定を行った。自宅の補修や自宅

の建て替えが済んでいても、多くの住民は毎日の生活が元に戻ったとは感じていないという実態を把握した。ま

た、2018 年 7 月豪雨災害で被災した事業所へのアンケート調査も行い、事業所活動の回復曲線の推定も行った。

これらの結果に基づき、早期の回復を阻害する要因の分析を行い、強靭な社会構築に向けた示唆を得た。 
キーワード：2015 年関東・東北豪雨災害、2016 年台風第 10 号災害、住宅再建、生活再建、レジリエンス 
 
1．はじめに 
 プロジェクト研究「グローバルに通用する多面的

な水災害リスクの評価及び評価に基づく強靭な社会

構築手法に関する研究」は、達成目標として、以下

の 3 つを掲げている。 
・多面的な災害リスクの高精度・高度な推計手法の

提案 
・各種の防災施策・投資による減災効果を総合的に

評価するリスク指標の提案 
・国内外における強靭な地域社会の構築手法の提案 
 
 災害による社会的影響は、図-1 に示す通り、時間

軸に沿って変動する。発災直後は、主に物理的被害

により、社会的機能の稼働率が低下する。構造物の

対策などの「致命的な被害を負わない強さ」を向上

させる対策により、これらの稼働率の低下に歯止め

をかけることが必要である。その後、復旧対応等に

より、これらの稼働率は徐々に回復する。この際、

「速やかに回復するしなやかさ」を向上させる対策

により、稼働率が低下している時間を短縮させると

ともに、「よりよい復興」を目指した施策により、

社会的機能の稼働率 100％を上回る地域の発展を達

成することが望まれる。一方、予警報の発表がある

場合は、避難や工場等の生産ラインの事前停止など

の緊急対応により、被害を未然に防止することがで

きる。 

 
図-1 水災害による社会的影響と対策の効果 

 
災害による社会的影響とは、図-1 において、社会

的機能の稼働率が 100％を下回る領域を時間軸に沿

って積分した面積に相当する。よって、望ましい施

策を検討するにあたり、評価すべき「多面的な水災

害リスク」とは、図-1 に示した社会的機能の稼働率

がいかにして変動・回復・向上するかに相当する。 
2015 年関東・東北豪雨災害で鬼怒川が氾濫した茨

城県常総市、2016 年台風第 10 号災害で小本川が氾

濫した岩手県岩泉町において、被災後の住宅・生活

の回復状況等についての住民アンケート調査を行っ

た。これらに基づき、災害後に、住家の補修・建て

替えや日常生活、地域活動の回復がどのように進展

したかという実態を把握するとともに、早期の回復

を阻害する要因の分析を行い、強靭な社会構築手法

に向けた示唆を得た。 
また、平成 30 年 7 月豪雨（2018 年）で被災した

社
会
的
機
能
の
稼
働
率
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広島県・岡山県の事業所を対象としたアンケート調

査も実施し、災害後の被災事業所の営業再開や生産

活動・売り上げの回復状況についての実態も把握し

た。これより、地域経済の観点からの強靭な社会構

築手法に向けた示唆も得た。 
 

２．住民向けの 2 つのアンケート調査の方法 

2.1 関東・東北豪雨災害後の茨城県常総 

市での住民アンケート調査 

2015 年 9 月の関東・東北豪雨は、南北に伸びた線

状降水帯により、茨城県・栃木県・宮城県・福島県

での記録的な豪雨をもたらした。茨城県常総市では、

9 月 10 日朝 6 時頃に鬼怒川左岸 25.35km 付近（常総

市若宮戸）で溢水した後、12 時 50 分頃に左岸 21km
付近（常総市三坂町）で堤防が決壊し、市の約 1/3 の

面積に相当する約 40km2 が浸水した。浸水深さは、

決壊点の三坂町から常総市役所のある水海道地区の

間に立地する低地の大生地区で最も深くなり、約 3m
に達した。これらの地区では湛水は 1 週間以上に及

んだ。2016 年 3 月時点での常総市の被害は、死者 2
名、建物の全壊 53、大規模半壊 1,578、半壊 3,476、
床上浸水 148、床下浸水 3,072 である 1)。浸水地域で

は、16 日夜までの約 1 週間に渡り停電が発生した。

また、石下地区の東部配水場や大生地区の相野谷浄

水場の浸水により、21 日に仮復旧するまでの 10 日

間に渡り断水が継続した。 
水害による日常生活・住まいへの影響を把握する

ことを目的として、水害から約 2 年強が経過した

2017 年 11 月中に、中央大学理工学部河川・水文研

究室の協力を得て、住宅被害を受けた住民へのアン

ケート調査を行った。調査対象は、中央大学理工学

部河川・水文研究室が 2015 年 11 月に調査を行った

常総市内の 516 世帯のうち、持ち家かつ浸水を受け、

今回の調査への協力が得られた世帯である。アンケ

ート調査の概要は以下の通りである。 
・実施方法：訪問によるインタビュー、不在の場合 

は、調査票を渡して、郵送にて回収 
・実施時期： 2017 年 11 月中 
・対象数：516 
・回収数：218（有効回答は 207） 
・回収率：42.2%（有効回答での割合：40.1%） 
 
 アンケート調査の回答者の基本属性を記す。2015
年 11 月に実施した調査は、住民の避難行動につい

ての調査であり、調査対象は浸水域内におけるラン

ダムサンプリングにより選定している。しかし、こ

の際、住宅の被害程度はサンプリング条件にはして

いないため、今回の調査において、改めて自宅の被

害程度を尋ねたところ、自宅に何らかの被害を受け

対応を行った回答者数は 139 となった。これらの回

答者の住家の被害認定での判定結果は図-1 である。 

 
図-1 H27関東・東北豪雨での常総市の回答者の被害 

 

2.2 2016 年台風第 10 号災害後の岩手県岩泉町 

での住民アンケート調査 

 2016 年台風第 10 号は、1951 年の統計開始以来、

初めて東北地方の太平洋側へ上陸した台風である。

これにより、岩手県内では小本川が氾濫し、岩泉町

の高齢者福祉施設の入所者 9 名を含めて、死者・行

方不明者 24 名が発生し、多くの住家被害をもたら

した。岩泉町内での住家被害は、全壊 452，大規模半

壊 236，半壊 255，半壊に至らない 41 である 2)。2016
年は、台風第 10 号に先行して台風第７号、台風第 9
号、台風第 11 号が相次いで上陸しており、北海道に

おいても、多くの河川が氾濫・決壊した。北海道へ

の 3 つの台風上陸も統計開始以来、初めてのことで

あり、記録的な年であった。 
 2016 年台風第 10 号による被災後、岩手県岩泉町

内では様々な水害・土砂災害対策が進められてきた。

また、2019 年 10 月 11-13 日には台風第 19 号が東日

本に上陸し、岩泉町内でも被害が発生した。  
国立研究開発法人 土木研究所 水災害・リスクマ

ネジメント国際センター(ICHARM)と岩泉町は、

2019 年 2 月に連携・協力協定を締結した。本協定に

基づく活動として、2016 年台風第 10 号以降の町民

の生活や災害意識・対策実施の現状を把握するため、

以下に示す町民へのアンケート調査を実施した。 
・実施方法：岩泉町広報誌とともに全世帯に調査票 

を配布、郵送による回答の回収 
・実施時期：2019 年 12 月～2020 年 2 月末 
・配布数：配布 4,159 
・回収数：回収 826 
・回収率：19.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(N=139)

全壊 大規模半壊
半壊 一部損壊
被害無し 罹災証明は受領していない
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アンケート調査の回答者の基本属性を記す。岩泉

町は、岩泉・小川・大川・小本・安家・有芸という6
地区で構成されており、前述した小本川沿いの高齢

者福祉施設は岩泉地区に存在していた。アンケート

調査の回答者の居住地区は岩泉地区が45.3％と最も

多く、続いて、小川・小本となった(図-3)。 
2016年台風第10号で自宅が被害を受けた回答者は、

安家地区で最も高く約50%、次いで小川地区で40%
弱であった。何らかの自宅被害を受けたと回答した

186件についての住家の被害認定での判定結果は図-
5ととなり、全壊被害は、小本地区、安家地区、岩泉

地区の順に多い有芸地区での被害程度は軽微である。

自宅被害を受けた回答者のうち、「補修した」割合は

64%であり、地域別では有芸地区を除き50%以上で

あった。また、「建て替えた」割合は8%となり、地域

別では安家地区で最も多く16%であった。  

 

図-2  H28台風第10号での岩泉町の回答者の被害 

３．常総市・岩泉町における被災後の住宅再建およ 

び日常生活・地域活動の回復の推移 

3.1 回復の推移の分析 

常総市および岩泉町の回答者に対して、「自宅の補

修・建て替え等は完了しましたか？」「毎日の生活が

落ち着いたと思いますか？」「地域の活動が元に戻っ

たと思いますか？」という 3 点を尋ねるとともに、

それらの完了／達成時期を尋ねた。これら回答デー

タに基づき、発災からの月数と、毎日の生活及び地

域の活動が元に戻った割合及び補修・建て替えの完

了割合をプロットすると、図-3 の通りとなった。縦

軸は、元に戻った状態または完了を「１」としてい

る。図中には近似曲線も描いた。図-3 で、「元に戻っ

ていない割合」や未完了に相当する部分が、災害に

よる影響（損失）となる。住宅再建率は、おおむね

S 字曲線を描くのに対して、生活回復・地域活動回

復は概ね線形である。 
これより、住宅再建、日常生活の回復、地域活動

の回復の順に時間を要することがわかった。また、

常総市と岩泉町を比較すると、岩泉町の方が著しく

回復が遅い傾向が見られた。この要因としては、岩

泉町の方が全壊・大規模半壊に相当する被災住宅の

割合が大きい点（図-1・図-2）や、河川沿いの道路も

被災して交通や物流への影響も大きかった点が推測

される。 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3  被災後の補修・建て替え完了率および日常生活・地域活動の回復（左：常総市、右：岩泉町） 
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表-1  発災からの月数に応じた住宅再建 

及び生活・地域活動の回復程度（実績値より） 

 

 
表-1 は、発災からの月数に応じた住宅再建及び日

常生活・地域活動の回復を表-1 に示した。回復の

50%回復率、80%回復率の指標で見てみると、住宅

再建に関しては、常総市では、80%回復に 9 か月か

かったが、岩泉町では 22 か月を要した。日常生活

の回復については、常総市では 50%回復に 15 か月

かかったが、岩泉町では調査時点でまだ達成されて

いなかった。同様に、地域活動の回復については、

常総市では 50%回復に 17 か月かかったが、岩泉町

では調査時点でまだ達成されていなかった。 
 
3.2 回復を早めるために必要な要因の分析 

アンケート調査では、補修や建て替え時に役に立

った要因も尋ねた。これらの回答と、「毎日の生活が

落ち着いたかどうか」の回答のクロス集計を取ると、

図-4の通りとなった。常総市では、「毎日の生活が落

ち着いた」グループでは、特に「水害前から付き合

いのある大工さん等に相談できた」や「市からの生

活再建支援金や応急修理費用が役立った」が多くな

った。 

 

 
図-4 補修等で困った要因・役立った要因 

（上：常総市、下：岩泉町） 

 岩泉町では、毎日の生活が落ち着いたと回答した

グループの方が、「落ち着いたと思わない（そう思わ

ない）」と回答したグループよりも、役立った要因を

挙げる割合が高かった。また、「町からの生活再建支

援金や応急修理費用が役立った」を挙げた回答者が

多かった。 
これより、補修や建て替え等について相談できる

環境や、生活再建支援金や応急修理費用等の経済的

な環境が、住宅再建やこれに伴う日常生活の回復、

地域活動の回復を加速化する可能性が示唆された。 
 

４．事業所向けのアンケート調査の方法及び結果 

4.1 アンケート調査の方法 

 2018年6月28日から7月8日にかけて、停滞した前線

や台風第７号の影響により、西日本を中心に広域に

渡る記録的な大雨となった。西日本の各地で河川氾

濫や土砂災害等が発生し、これらは死者263名、住家

の全壊被害6,783、半壊被害11,346という甚大な被害

をもたらした3)。岡山県倉敷市真備町では、一級水系

高梁川の支川の小田川等が広域に氾濫し、死者51名
の被害をもらたした4)。広島県では、三原市で沼田川

が氾濫をした他、県内各地で土砂災害が多発した5)。

西日本での被災は広域に渡り、停電、断水や道路閉

塞により日常生活への支障が生じた。 
事業所活動の回復状況を把握することを目的とし、

広島県・岡山県内の主な被災地及び周辺地域内に本

社がある事業所を対象とした郵送アンケート調査を

実施した。全半壊住家被害数が多かった岡山県倉敷

市真備町・総社市、広島県三原市・呉市・安芸郡坂

町を「主な被災市町村」とし、本社がある事業所は

全数抽出とした。これらに隣接する岡山県倉敷市の

真備町以外・小田郡矢掛町、広島県尾道市・東広島

市・竹原市・安芸郡海田町・熊野町を「周辺市町村」

とし、従業員が20人以上の事業所は全数抽出、従業

員19人以下の事業所は10%サンプリングによる抽出

として、市販の企業情報データベース（株式会社東

京商工リサーチのTSR企業情報ファイル）を用いた

事業所の抽出を行った。 
アンケート調査の概要は以下の通りである。 

・実施方法：市販の企業情報データベースを用いて

抽出した調査対象への郵送アンケート調査 
・実施時期：2019 年 11 月 26 日～2020 年 2 月 13 日 
・配布数：配布 6,686 
・回収数：回収 1,146 
 

50% 回復値
（実績）

80% 回復値
（実績）

50% 回復値
（実績）

80% 回復値
（実績）

住宅再建 5か月 9か月 9か月 22か月

日常生活
の回復

15か月 未 未 未

地域活動
の回復

17か月 未 未 未

常総市 岩泉町

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談できる家族や親せき、近所の人等がいた

水害前から付き合いのある大工さん等に相談できた

市からの生活再建支援金や応急修理費用が役立った

保険金が役立った

毎日の生活が落ち着いた そう思わない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談できる家族や親せき、近所の人等がいた

水害前から付き合いのある大工さん等に相談できた

町からの生活再建支援金や応急修理費用が役立った

保険金が役立った

毎日の生活が落ち着いた そう思わない
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4.2 事業所の回復状況及び回復の促進要因の分析 

回答した事業所数は、本社が主な被災市町村にあ

る事業所は岡山県内で113、広島県内で578で、計691
（60.3%）である。周辺地域にある事業所数は、岡山

県内で222、広島県内で233、計455（39.7%）である。

従業員数が20人以上の事業所数は407（35.5%）、19人
以下は739（64.5%）である。周辺地域では、19人以

下の事業所は10%サンプリングを行ったため、従業

員数20人以上の事業所の割合は、実際よりも高いと

言える。 
回答した事業所の直接・間接被害の状況を分析し

たところ、本社・主な支社・支店、生産拠点のいず

れかに直接被害または間接被害を受けた事業所（以

下、何らかの被害有り事業所と呼ぶ）は516、本社が

直接被害または間接被害を受けた事業所は462、主な

支社・支店が直接被害または間接被害を受けた事業

所は128、主な生産拠点が直接被害または間接被害を

受けた事業所は145となった。図-5に、回答した事業

所と何らかの被害有り事業所の業種を示す。両方と

も、製造業・建設業が20.0～27.6%強と多く、続いて

卸売・小売業と不動産業・サービス業が多い。何ら

かの被害有り事業所516社では、図-6の通り、約4割弱

が直接・間接被害の両方、約半数が間接被害のみを

受けており、間接被害の影響も大きかった。 
 

 
図-5 回答事業所及び被害あり事業所の業種 

 

図-6 本社、支社・支店、生産拠点での被害状況 1) 

 

図-7は、直接被害有り（直接被害のみ、または直接

被害・間接被害の両方）、間接被害のみでの回答差に

着目して、本社、主な支社・支店、主な生産拠点（工

場等）の営業再開曲線を作成したものである。本社、

支社・支店、生産拠点ともに、直接被害を受けた場

合は営業再開が遅い。表-2には、被害状況に応じた本

社、支社・支店、生産拠点の営業再開発状況を示す。

図-5の営業再開曲線から、事業所数の50%、80%、90%
が営業再開している状況に至るまでの発災からの日

数を算出したところ、表-2 に示した通り、80%の営

業再開には約1-2か月、90%の営業再開には2ヵ月～1
年程度かかったことがわかった。なお、支社・支店

の90%が営業再開するには331日かかっており、10%
は1年以内に営業再開していない。図-6の横軸は1年
（365日）としているが、支社・支店の全てが営業再

開したのは419日後となった。支社・支店は、被害の

甚大さや顧客の状況等に応じて早期に再開せずに、

他支社・支店で機能を代替させることも可能と考え

られ、一部に早期の回復をあきらめるケースがある

と推測された。 
 

 

図-7 本社、支社・支店、生産拠点の営業再開曲線 
 

表-2  本社、支社・支店、生産拠点の営業再開状況 

 
 
さらに 何らかの被害のあった事業所に対して、

被災直後、2週間後、1か月後、2か月後、半年後 、1
年後のタイミングにおいて、被災前を100%として比

較して、生産能力・売上額・職場の環境がどのよう

に変化したと思うかを尋ねた。 
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図-8～10は、何らかの被害有り事業所516社、この

うち、本社、支社・支店、生産拠点のいずれかの直

接被害があった事業所259社、生産拠点に直接被害が

あった事業所70社、間接被害のみがあった事業所257
社での各時期での平均値をプロットした結果である。

これより、直接被害有りの場合は、間接被害のみの

場合よりも、回復が遅いことが確認された。なお、

本社、支社・支店、生産拠点のいずれかに直接被害

があった場合と、生産拠点に直接被害があった場合

では、回復にはそれほど大きな差は見られなかった

が、職場の環境は差が見られた。以上より、直接被

害・間接被害の状況に応じて、生産能力・売上額・

職場の環境の回復には差が生じることが確認された。

営業再開・生産活動等の回復では、ともに、建屋の

床上被害、設備被害、車両被害などの直接被害によ

る影響は大きく、直接被害を回避するための事前対

策の重要性が示唆された。 

 

図-8 被害状況に応じた生産能力の回復状況  

 

図-9 被害状況に応じた売上額の回復状況  

 

図-10 被害状況に応じた職場の環境（設備等）の

回復状況  

また、売上額が100％まで回復していない時期の売

上低下額の累計が、損失額となるため、本曲線の活

用により、被災後の売上額損失の推計が可能となる。 
 
５．まとめと今後の課題 

本研究では、2015 年関東・東北豪雨災害で鬼怒川

が氾濫した茨城県常総市、2016 年台風第 10 号災害

で小本川が氾濫した岩手県岩泉町において、被災後

の住宅・生活の回復状況等についての住民アンケー

ト調査を行った。また、2018 年 7 月豪雨災害で被災

した広島県・岡山県の事業所へのアンケート調査も

行った。 
住民アンケート調査の回答に基づき、発災からの

月数に応じた住宅再建及び生活・地域活動の回復曲

線の推定を行った結果、自宅の補修や自宅の建て替

えが済んでいても、多くの住民は毎日の生活が落ち

着いたとは感じていないという実態を把握すること

ができた。また、住宅再建及び日常生活・地域活動

の回復に関して、50%回復率、80%回復率などの指標

を提唱し、実績値での算出を行った。これにより、

岩泉町においてこれらの回復が遅い状況を定量的に

表現した。 
また、事業所アンケート調査の回答に基づき、直

接被害・間接被害の状況や被災の詳細に応じた営業

再開曲線の作成や、生産能力・売上額・職場の環境

などの生産活動に関する回復曲線の作成も行った。

住民アンケート調査と同様に、50%回復、80%回復の

視点から、50%営業再開、80%営業再開等の指標の算

出を行った。 
更に、回復を早め、強靭な地域社会を実現するた

めに必要な要因の分析も行った。 
住民アンケート調査からは、補修や建て替え等に

ついて相談できる環境や、生活再建支援金や応急修

理費用等の経済的な環境が、住宅再建やこれに伴う

日常生活の回復、地域活動の回復を加速化する可能

性を示唆した。被災後に、早期の段階でこれらの支

援を行き渡らせることで、地域全体の早期の回復に

つながるのではないかと考えられる。 
事業所アンケート調査に基づく直接被害や間接被

害の有無別での回復曲線の比較からは、間接被害の

みでも発災当初に営業停止が生じることや、特に直

接被害を回避するための事前対策の重要性を示唆し

た。今後、本研究で作成した回復曲線を用いて、被

災後の売上額損失の推計を行うことも可能である。 
なお、これらの知見は、あくまで本アンケート調
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査の対象とした被災地で得られたものであり、今後

さらに他の被災地の事例にて検証を行う必要がある。 
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2.3  防災・減災活動を支援するための、効果的な防災・災害情報の創出･活用及び伝達手法

の開発 

2.3.1  水災害情報が乏しい地域での防災・減災活動を支援する水災害リスク情報提供システ

ムに関する研究（防災・災害情報の創出・活用） 

担当チーム：水災害研究グループ（リスクチーム） 
研究担当者：藤兼雅和、傳田正利 

 
【要旨】 
本研究では、わが国の中山間地や発展途上国などの災害情報が乏しい地域において、災害に対する市町村の防

の防災・減災活動を支援するために、地域の災害に対する脆弱性を可視化する「洪水カルテ」、防災担当者や住民

間の災害情報を共有する「災害情報共有システム」及び VR を用いた「仮想洪水体験システム・を開発後、現地

適用し、その有効性を確認した。 
キーワード：防災・減災、ICHARM 災害リスク情報共有システム（IDRIS）、洪水カルテ、仮想洪水体験システ

ム 
 
 

1．はじめに  

洪水などの水災害は近年激甚化・多様化しているが、

地震とは異なり、流域への降雨開始から発災に至るま

でには、ある程度の時間が見込める。そのため、発災

前に様々な情報を収集・分析し、発災までの時間を考

慮しながら活用することで、防災担当者や住民が効果

的に防災・減災活動を実施し、被害を軽減できる可能

性がある。特に、中山間地の市町村においては、以下

の課題を抱えているため、防災情報の有効活用が求め

られている。 
 堤防等の施設整備が遅れている。 
 急峻な地形で降雨発生から流出までの時間が比較

的短いため、入手した情報を整理し、避難行動や防

災活動につなげる時間的余裕が少ない。 
 水位観測や洪水予報などが行われていない区間が

多い。 
 市町村防災担当部局は、防災対応の経験が乏しい場

合が多く、防災の詳しい知識を持つ防災担当者が少

ない。 
 平成大合併で市域が拡大し、担当者が馴染みのない

地域が多くなるとともに、現地の状況把握により時

間がかかるため、対応策の決定（優先順位付け）に

手間取ることがある。 
 コミュニティの中には高齢者が多く、いざという際

の避難活動に、より多くの配慮が必要で、共助のニー

ズが高い場合が多い。 

以上の背景を踏まえ、本研究では、我が国の中山間

地や途上国など、気象・水文に関するリアルタイム情

報や予測情報が乏しい地域において、防災担当者や住

民による防災・減災活動を支援する、水災害リスク情

報提供システムに関する研究を行った。その主要な成

果は、洪水リスクがある地区がどのような種類の外力

に対し、どのような観点で脆弱かを明らかにすること

が出来る手法「洪水カルテ」、さまざまな災害情報を集

積し、災害に関するリスク情報を共有することを可能

とした「災害情報共有システム」（ICHARM Disaster 
Risk Information System :IDRIS)、及び、仮想現実

（Virtual Reality :VR、以下、「VR」と記述する。）を

活用し、日常生活では想像しにくい洪水を仮想体験で

きる「仮想洪水体験システム」を開発した。これらの

開発した技術の現地適用を行い、その実用性を確認す

ることができた。 
中期期間中の研究を整理すると以下の流れとなる。 

 2016 年度は、洪水カルテの開発と IDRIS の基本シ

ステムの開発を行った。 
2017 年度は、IDRIS の開発と新潟県東蒲原群阿賀

町（以降、「阿賀町」と記述する。）における適用研究・

実証実験 HP である ARIS （ Aga town Risk 
Information System）の開設を通して、IDRIS(ARIS)
の有効性を確認した。同時に、「洪水カルテ」の適用を

行った。 
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2018 年度は、IDRIS の普及に向けたシステムの基

礎仕様の整理、「洪水カルテ」の簡便な作成方法の検討

を行った。 
2019 年度は、IDRIS の普及に向けた阿賀町におけ

る実証実験を通して、問題点の抽出及び改良を行った。

その後、改良した IDRIS の岩手県下閉伊郡岩泉町（以

下、「岩泉町」と記述する。）への適用を行った。 
2020 年度は、IDRIS の普及化にむけシステムの検

証とコスト分析を行った。同時に、平成 30 年度より

開発を進めている VR を発展させ、実空間データを用

いて水災害時の被災地の状況を再現できる仮想洪水体

験システムを概ね完成させた。 
2021 年度は、IDRIS の普及化にむけた実証実験と

して、山形県鶴岡市との IDRIS の共同開発を行った。

VR に関しては、VR のリアリティの向上を行った。 
以下に、第４期中期計画における IDRIS，洪水カル

テ及び VR に関する研究の概要を報告する。 
 

2．IDRISの研究・開発，実証実験及び普及化 

2．1  IDRISの基本システムの構築 

2017 年度から、新潟県阿賀町において、「ｅ－コ

ミュニティ・プラットフォーム」のシステムを活用し

た情報共有システム構築に関する基礎検討を、関係各

所との意見交換会等を開催しながら、実施した。 

平成 30 年度には、前年度に基礎仕様を検討した

「ICHARM 災害リスク情報共有システム（ICHARM 

Disaster Risk Information System: IDRIS）」のプロ

トタイプとして、新潟県阿賀町での利活用を想定した

「阿賀町水災害情報共有システム（Aga town disaster 

Risk Information System: ARIS）」を試作した。ARIS

試作後、阿賀町の防災関係者にアンケートを行い、地

区防災への有用性を確認した。 

 

2．2  スマートフォン対応の IDRISのテストシステム

構築 

2019年 8月には、ARISの一般公開を行った。2019

年台風19号時、ARISが停止するトラブルが発生した。

ARIＳの停止は、水位データ等を提供するリンク先の

サーバの停止が要因であるなど ARIS の技術的問題を

抽出した。IDRIS の安定した稼働の確保と普及化を目

指し、基礎仕様の整理と近年の WEB技術に対応するた

めの方法を検討した。その結果、IDRIS の安定稼働の

ためには、近年の WEB技術と整合をとるのに労力を要

するｅ－コミュニティ・プラットフォームを用いずに

 

図-1 一般公開開始時のARIS画面 

 

図-2 スタートホン対応版 IDRIS（鶴岡市） 
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クラウドサービスの機能を活用することが必要である

ことが確認できた。また、WEB の画面設計は、スマー

トフォン等、多くのユーザーが使うモバイル機器への

対応を優先させ設計する「モバイルファースト」の開

発方針を採用し、IDRIS 画面設計の大幅な変更を行っ

た。同時に、阿賀町の防災関係者と協議を行い、水防

災時に防災関係者が確認する順序で閲覧できる画面構

成と情報閲覧機能に変更し、防災担当者とその有用性

を確認した。以下に、その詳細を示す。 

 

2．3  IDRISのスマートフォンへの本格的な対応 

令和２年度には、モバイルファーストの改良を進め

て、モバイルデバイスからデスクトップパソコンまで、

扱いやすレシポンシブデザインに画面変更をした。同

時に、「e－コミュニティ・プラットフォーム」のサポー

ト終了に対応するため、e－コミュニティ・プラット

フォーム上での IDRIS の構築を取りやめ、

ASP.NET.CORE(Microsoft 社)とクラウドサーバを用

いた仕様に変更した。変更した仕様の IDRIS を山形県

鶴岡市に適用し、水災害対応訓練システムとしての改

良を行った（図-2）。 

3．洪水カルテの概要と新潟県阿賀町における適用事例 

3．1  洪水カルテの概要 

本研究では、洪水リスクがある地区がどのような種

類の外力に対し、どのような観点で脆弱かを明らかに

することが出来る手法を開発した。洪水危険度診断の

意味を込めて「洪水カルテ」という名称を用いて提案

した。 

図-3に、洪水カルテの算出フローを示す。地区の設

定および地区特性の把握の段階においては、対象とな

る地区の設定、対象地区における評価地点の設定及び

基礎資料の設定を行う。 

RRIモデルを用いて、様々な外力パターン（本川流

量と降水量の組み合わせ）を設定し氾濫計算を行う。

氾濫計算により得られた氾濫域、浸水深及び湛水期間

から対象地区の評価地点における氾濫開始時間、氾濫

深及び湛水期間などを算出する。最後に、設定した評

価指標に関する閾値を用いて、ランク評価し得点化し

た「洪水カルテ」を算出後、外力パターンごとに各評

価軸の得点を合計し、リスク小計値を算出する。リス

ク小計値を用いて、クラスター分析を行い各地区を類

型化した後、洪水危険度が最も高いグループを抽出し、

「洪水ホットスポット」を算出する。 

 

 

3．2  新潟県阿賀町における適応事例 

3．2.1  地区の設定および地区特性の把握 

阿賀町との協議の上、鹿瀬地区を分割して1地区（深

 

図-3 地区危険度評価のフロー 
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戸）を加え、20地区を対象とした（図-4）。 

阿賀町防災担当者と現地視察および協議を行い、各

地区で最も早く浸水が始まると地元住民に認識されて

いる地点（橋など）や、駅前や交差点などのわかりや

すい地点を代表地点として設定した。 

 

3．2.2  外力パターンの設定 

地区危険度を検討するための外力パターンとして、

降雨と阿賀野川本川流量の組み合わせを考慮した。 

降雨は阿賀町において、近年最大の洪水被害を生じ

させた「2011 洪水時の実績降雨」と、「想定最大外力

相当降雨」、および「ゲリラ豪雨」の 3パターンを設定

した。 

阿賀野川本川流量については、実務上最大流量とな

る、2011洪水時の実績放流量パターンを河川整備基本

方針規模の流量まで引延ばしたパターンとした。これ

らを表-2のように組み合わせ、合計 5パターンを設定

した。 

 

3．2.3  区危険度評価における 8つの評価軸 

3.2.1で抽出した各地区に対し、表-3に示す 8つの

評価軸と指標で評価を行う。これらはいずれも各地区

の洪水被害規模や洪水対策への影響を指標化したもの

であり、地区の洪水対策立案に直接寄与するものと考

え追加した。 

各指標の閾値は、それぞれ国土交通省マニュアルや

阿賀町防災担当者へのヒアリングの結果などをもとに、

根拠のある値となるよう設定を試みた。 

②、⑥、⑦、⑧についてはそのような設定が難しかっ

たため、地区間比較を可能とするよう今回は便宜的に

相対的な閾値を設定した。 

これらの閾値により、各指標はランク a～d で評価

され（③のみ aaランクを設定）、得点化される。いず

れの指標でもランク aになるほど洪水脆弱性が高いと

評価される。 

 

表-2 設定した 5つの外力パターン 

降雨

豊実ダム
放流量(ピーク流量)

H23実績放流量
（約7,500m3/s）

○
パターン1

○
パターン2

河川整備基本方針引
延ばし放流量
（約9,800m3/s）

○
パターン3

○
パターン4

平常時流量
（約360m3/s）

○
パターン5

ゲリラ豪雨
想定最大外力相
当降雨（H23降雨

の2.5倍）

H23
実績降雨

 

表-3 地区危険度評価における 8つの評価軸 

評価軸 評価地点 指標 閾値の設定根拠 指標の算出方法

②　避難が必要な
期間

RRIモデルでの計算値を参考に、地区
間相対比較が可能なように設定

0.1m未満

0.3m以上0.5m未満

d　(0点)

0.1m以上0.3m未満

d　(0点) 0.1日未満

b　(2点)

a　(3点）

c　(1点)

b　(2点)

a　(3点）

ａａ　(4点)

c　(1点)

b　(2点)

地区内
代表点

地区内
代表点

地区内
代表点

地区内
避難所

3時間：事前対応が可能となる時間（阿賀町
担当者ヒアリングによる）
6時間：阿賀町における将来の独居高齢者
の増加を踏まえ、便宜的に3時間の倍の時
間として設定

国土交通省マニュアル
0.1m：RRIモデル上で浸水と判断する水位
0.3m：自動車が走行困難になる水位
0.5m：徒歩による移動が困難になる水位

c　(1点)

b　(2点)

RRIモデルによる計算結果

RRIモデルによる計算結果

閾値

浸水深が0.1mから
0.5mに達するまでの
時間

①　避難開始まで
の余裕時間

避難所の最大浸水
深

④　避難所の危険
度

（0.5mに達しない場合）

6時間以上

3時間以上6時間未満

3時間未満

0.1m以上0.5m未満

0.5m以上1.7m未満

1.7m以上3.2m未満

3.2m以上

評価(ランク)
d　(0点)

c　(1点)

a　(3点）

0.1日以上～0.5日未満

0.5日以上～1.0日未満

1.0日以上

浸水深0.5m以上の
継続時間

国土交通省マニュアル
0.1m：RRIモデル上で浸水と判断する水位
0.5m：1階床の高さ
1.7m：0.5m＋1.2m（死亡率が低い安全水位
深さ）
3.2m：0.5m＋2.7m（1階部分の高さ）

③　地区の浸水深
さ

最大浸水深

d　(0点) 0.1m未満

d　(0点)

a　(3点） 50人以上

d　(0点)

c　(1点)

地区内
代表点

地区全体

0.5m以上a　(3点）

RRIモデルによる計算結果

RRIモデルによる計算結果

RRIモデルによる計算結果

50cm以上の浸水域
に居住し、かつ避難
しない人数

下記情報を用いて国土交通省マニュアル
により算出
　・RRIモデルによる計算結果
　・地区別家屋数
　・地区別人口分布
　・避難率（40%と設定)

30cm以上の浸水域
に居住する要配慮
者の人数

⑧　洪水後の廃棄
物

下記情報を用いて国土交通省マニュアル
により算出
　・RRIモデルによる計算結果
　・地区別家屋数

⑦　浸水の影響を
受ける要配慮者

d　(0点)

c　(1点)

b　(2点)

a　(3点）

地区全体

地区全体
50cm以上の浸水域に
存在する家屋数から推
計される廃棄物量

50人以上

⑥　浸水最大孤立
者数

d　(0点) 0人

c　(1点) 10人未満

b　(2点) 50人未満

　・RRIモデルによる計算結果
　・地区別家屋数
　・地区別人口分布

地区間相対比較が可能なように設定

⑤　地区と役場支
所との交通途絶

地区と町役場・支所
を結ぶ道路の最大
浸水深

国土交通省マニュアル
0.1m：RRIモデル上で浸水と判断する水位
0.3m：自動車が走行困難になる水位
0.5m：徒歩による移動が困難になる水位

地区間相対比較が可能なように設定

地区間相対比較が可能なように設定

c　(1点)

b　(2点)

a　(3点）

0.1m未満

0.1m以上0.3m未満

0.3m以上0.5m未満

0.5m以上

0人

10人未満

50人未満

0t

50t未満

150t未満

150t以上

b　(2点)

a　(3点）  
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3．2.4  洪水の脆弱性に応じた地区のグループ化 

地区のグループ化にはいくつかの方法があるが、例

えば各地区の 5つのリスク小計値を合計したもの（総

合得点）に対して閾値を設定して 20地区をいくつかの

グループにする方法が考えられる。ただし発生確率が

異なる外力に対するリスク小計値をそのまま合計して

評価することの合理性の説明や意味づけが困難となる

欠点がある。本研究では、各地区のリスク小計値に対

してクラスター分析を行い、洪水の脆弱性に応じて地

区を客観的にグループ化する。 

洪水対策は、20地区それぞれに対して立案すること

が望ましいが、時間と労力を要する。それに対して、

20 地区を洪水脆弱性に応じていくつかにグループ化

することにより、グループごとに優先的にどのような

対策に行政が取り組むべきかが明らかに出来、効率的

な対応が可能となる。 

 

3.2.5 「洪水ホットスポット」の特定 

前項の地区のグループ化により、洪水脆弱性が最も

高いと判断されたグループを「洪水ホットスポット」

として特定する。「洪水ホットスポット」と特定された

地区については、最優先での対策が必要とされる。 

 

3.2.6 「洪水カルテ」の作成結果 

前章の手法を用いて阿賀町の 20地区を対象に、「洪

水カルテ」をそれぞれ作成した。例として H23洪水で

激甚な被害を受けた地区である谷沢地区、五十島地区

および吉津地区の結果を表-3,4,5に示す。 

 

3.2.7  洪水カルテによる診断例 

前述のように、「洪水カルテ」により、各地区の洪

水特性を把握することが可能である。ここでは谷沢地

区（表-3）、五十島地区（表-4）、および吉津地区（表

-5）を例にとると、谷沢地区は①避難のための時間は

c 評価が多いが、⑥最大孤立者、⑦災害時要配慮者、

⑧廃棄物の指標での評価が a評価が多い。すなわち、

谷沢地区では要配慮者を含め影響者は多くなるが、避

難のための時間は比較的ゆとりがあるため、要配慮者

を支援しながらの避難が可能と思われる。また、五十

島地区は①避難のための時間、②避難が必要な期間、

③最大浸水深の指標での評価が高いのが特徴である。

五十島地区では、余裕時間があまりなく最大浸水深も

かなり深くなるため、無理な避難はせず、垂直避難も

選択肢となると思われる。吉津地区は外力パターン 1

でのリスク小計値は低いが、外力パターン 2,3,4では

かなり高くなる。これは、H23 洪水後、吉津地区にお

 
図-4 対象とする 20地区の位置図 
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いては新潟県によって築堤整備がなされており、その

ため2011洪水時の外力規模となる外力パターン1では

河川からの浸水は生じないため値が小さくなっている

ものである。このように、築堤のような防災投資の効

果が「洪水カルテ」に反映されている。 

これらのように、「洪水カルテ」により、各地区の

洪水特性の把握や、それに応じた洪水対策が立案可能

である。 

 

3.2.8  地区のグループ化と「洪水ホットスポット」の

抽出 

クラスター分析を施し、20地区をいくつかのグルー

プに分類することを試みる。なお、用いたソフトは「エ

クセル統計」で、距離計算は基準化されたユークリッ

ドの距離を適用している。この結果、図-5のように樹

形図が作成され、表-7の結果と併せると、20地区を大

きく以下の 5グループに分類することが出来た。 

グループ A：洪水脆弱性が最も低いグループ 

グループ B：洪水脆弱性は全体的に低いが、ゲリラ

豪雨にやや弱いグループ 

グループ C：外力パターン 4に特に弱いグループ 

グループ D：洪水脆弱性が全体的に高いグループ 

グループ E：洪水脆弱性が全体的に極めて高いグ

ループ 

分類の結果、グループ Eは、20地区の中でも洪水脆

弱性が極めて高いグループとして抽出されたと判断で

き、これらの地区を「洪水ホットスポット」として特

定した。これらの 4地区はいずれも 2011年洪水で床上

浸水による被害が発生するなど大きな被害を被った地

区であり、「洪水カルテ」による評価の妥当性を表現し

ていると言える。 

 

 

 

 

 

 

表-3 谷沢地区における「洪水カルテ」 

　　　　　　　　　　　　外力パターン
評価軸

1 2 3 4 5

①避難開始までの余裕時間 b c c c d
②避難が必要な期間 b b b a d
③地区の浸水深さ b a a aa c
④避難所の危険度 d d d d d
⑤地区と役場支所との交通途絶 a a a a a
⑥浸水最大孤立者数 b a a a c
⑦浸水の影響を受ける要配慮者 b a a a b
⑧洪水後の廃棄物 b a a a b

リスク小計値
（aa:4点,a:3点,b:2点,c:1点,d:0点）

15 18 18 20 9
 

 
表-4 五十島地区における「洪水カルテ」 

　　　　　　　　　　　　外力パターン
評価軸

1 2 3 4 5

①避難開始までの余裕時間 a c a b d
②避難が必要な期間 b b a a d
③地区の浸水深さ a aa aa aa c
④避難所の危険度 d d d d d
⑤地区と役場支所との交通途絶 a a a a b
⑥浸水最大孤立者数 b a b a b
⑦浸水の影響を受ける要配慮者 b a a a b
⑧洪水後の廃棄物 b a a a b

リスク小計値
（aa:4点,a:3点,b:2点,c:1点,d:0点）

17 19 21 21 9
 

 
表-5 吉津地区における「洪水カルテ」 

　　　　　　　　　　　　外力パターン
評価軸

1 2 3 4 5

①避難開始までの余裕時間 d a a c d
②避難が必要な期間 d b b b d
③地区の浸水深さ d aa aa aa d
④避難所の危険度 d d d d d
⑤地区と役場支所との交通途絶 b a a a a
⑥浸水最大孤立者数 d a a a d
⑦浸水の影響を受ける要配慮者 b a a a c
⑧洪水後の廃棄物 b a a a c

リスク小計値
（aa:4点,a:3点,b:2点,c:1点,d:0点）

6 21 20 19 5
 

 
 
 

 

図-5 クラスター分析結果 
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4．VR 

4．1  VRの有効性の検証 

2019年度には、水災害リスクの認知を目的とし、「つ

くばちびっこ博士」における土木研究所公開イベント

時の水災害 VR 体験を通して、VR の可能性を評価した

（図-6）。その結果、水災害 VRは日常生活では気づか

ない水災害の危険性の疑似体験を通じて、水災害の危

険性の認知を上げる効果を確認した（図-7）。 

 

4．2  実際の洪水の仮想体験を可能にする VRの開発 

2020 年度には、水災害 VR のリアリティを向上する

ため、空間情報学・水工学水を用いて、実際の水災害

状況を定量的に再現するシステムへの改良を行った。

国土数値情報、UAV（Unmanned Aerial Vehicle）、 

TLS(Terrain Laser Scanner) 及びフォトグラメトリを

用いて、正確かつリアリティの仮想空間を再現した。

 

図-6 VRの概要  
 

 

図-7 VRの効果の検証  

  
図-8 開発した仮想洪水体験システムの開発 
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その後、仮想空間の地形データに基づき RRIモデルを

用いて流出計算を行い RRIモデルの流出量を上流端流

量として、iRIC-Nays2DH モデルを用いて平面流況シ

ミュレーションを行い、洪水時の流況を再現するシス

テムへと改良した。最終的に、仮想区間と洪水状況を

ゲームエンジン（Unreal Engine Versin4:Epic社）上

で結合した。ゲームエンジンを用いたことで、複数の

体験者が遠隔地からインターネットを介して仮想空間

にアクセスし、アバター（仮想空間内の分身）を用い

て仮想洪水を体験することが可能となった（図-8）。 

 

4．3  VRのリアリティの向上 

2021 年度には、新潟県阿賀町の調査地区において、

2019 年台風 19 号時に被災した地区住民へのヒアリン

グを通した VR の水災害状況再現に関してリアリティ

評価・改良を行い、水災害状況の再現性に関して高評

価を得た（図-9）。 

 

5．まとめ 

本研究では、わが国の中山間地や発展途上国などの

災害情報が乏しい地域において、災害に対する市町村

の防の防災・減災活動を支援するために、地域の災害

に対する脆弱性を可視化する「洪水カルテ」、防災担当

者や住民間の災害情報を共有する「災害情報共有シス

テム」及び VRを用いた「仮想洪水体験システム・を開

発した。 

その有効性を検証するために、研究協定を結び新潟

県阿賀町において、「洪水カルテ」、災害情報共有シス

テム（IDRIS）、仮想洪水体験システムを適用し、その

有効性を確認した。IDRIS に関しては、岩手県岩泉町

及び山形県鶴岡市への適用を行い、防災関係者から良

好な評価を得た。 
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2.3 防災・減災活動を支援するための、効果的な防災・災害情報の創出･活用及び伝達手

法の開発 

2.3.2  水災害情報が乏しい地域での防災・減災活動を支援する水災害リスク情報提供システ

ムに関する研究（水害対応における総合化手法の開発） 

 

担当チーム：水災害研究グループ 
研究担当者：藤兼雅和、大原美保、傳田正利 

 
【要旨】 
円滑な災害対応を行うには、過去の災害の教訓から学び、起こり得る困難をあらかじめ予測して必要な事前対

策を講ずる必要がある。労働災害や事故に関する分野では、「事故が起こるかもしれないと思ってヒヤッとした

り、ハッとしたりした事例（ヒヤリ・ハット事例）」を収集し、災害や事故の再発防止・予防に役立てている。そ

こで本研究では、災害対応担当者が「困る・焦る・戸惑う・迷う・悩む」などの状況に陥って、円滑な災害対応

に支障をきたした況を「災害対応ヒヤリ・ハット事例」として新たに定義し、過去の災害対応検証報告書から事

例を抽出して、「水害対応ヒヤリ・ハット事例集（地方自治体編）」を作成した。防災担当部署内でこれらの状況

をあらかじめ予測しておくことにより、必要な事前対策や能力向上による円滑な災害対応が実現できると考える。 
キーワード：災害対応 危機管理 訓練 災害対策本部 

 
 

1．はじめに 
 円滑な災害対応を行うには、過去の災害の教訓か

ら学び、起こり得る困難をあらかじめ予測して必要

な事前対策を講ずることができるよう、防災担当職

員の能力向上を図る必要がある。本研究では、防災

担当職員の能力向上手法に関する研究の一環として、

「水害対応ヒヤリ・ハット事例集（地方自治体編）」

を作成した。 
労働災害や事故に関する分野では、「事故が起こる

かもしれないと思ってヒヤッとしたり、ハッとした

りした事例（ヒヤリ・ハット事例）」を収集し、災

害や事故の再発防止・予防に役立てている。一方、

地方自治体の防災担当職員は、図-1 に示すように災

害時に「困る・焦る・戸惑う・迷う・悩む」などの状

況に陥りつつも、災害対応を継続せざるを得ない立

場にある。本研究では、このような防災担当職員が

「困る・焦る・戸惑う・迷う・悩む」などの状況に

陥る事例を「災害対応ヒヤリ・ハット事例」として

新たに定義し、地方自治体が公表している過去の水

害対応の検証資料（災害対応検証報告書など）から

これらの事例の抽出を行った。防災担当部署内でこ

れらの状況をあらかじめ予測しておくことで、必要

な事前対策や能力向上による円滑な災害対応が可能

になると期待される。 
 

 

図-1 災害対応ヒヤリ・ハットの定義 
 
2．過去の災害対応事例から学ぶ必要性 

近年、水害が頻発しているが、全国の 1,724（2019
年 12 月 1 日現在）の市区町村の中でみれば、実際の

災害対応が生じる市区町村は限られている。一般財

団法人日本防災・危機管理促進協会の調査 1)によれ

ば、2000 年から 2014 年にかけて災害救助法が適用
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されたことがある地方自治体は、全自治体の 25％で

ある。また、国土交通省の「防災に関する市町村支

援方策に関する有識者懇談会」2)によれば、約 4 割の

市町村が、過去 10 年間に災害復旧事業を実施した

回数が 1 回以下である。しかしながら、災害はいつ

どこで発生するかわからないため、過去の自他の自

治体の災害経験から学び、次なる災害に備えておく

必要がある。一方で、自治体の職員が災害対応を経

験したとしても、近年、市町村の職員数が減少して

おり、災害対応の経験を自治体内で継承していくこ

とが困難になっている。2016 年地方公共団体定員管

理調査 3)によれば、全国的な人口減少に伴い、地方

公共団体の総職員数は、1995 年から 2010 年にかけ

て連続して減少しており、対 1994 年比で約 17%減

である。 
このような現状に対して、内閣府防災担当は、「市

町村のための水害対応の手引き」4)の作成や、防災ス

ペシャリスト養成研修の開催などの取り組みを行っ

ている。また、消防防災科学センターによる市町村

防災研修、阪神・淡路大震災記念 人と防災未来セン

ターによる災害対策専門研修（一財）河川情報セン

ターによる災害危機管理研修など、他にも様々な研

修が提供されている。研修等を提供する上でも、過

去の災害でどのような困難が繰り返し発生してきた

かなどを分析し、同じような困難や問題を繰り返さ

ないような研修を行っていくことが重要である。 
国土交通省では、交通事故や鉄道事故、海運事故を

対象としたヒヤリ・ハット情報の収集や、活用法に

関するマニュアルの公開を行っている 5)。災害対応

の遅れは、状況次第では二次災害の発生等の更なる

問題につながりかねない。本研究では、図-1 に示し

たように、防災担当職員が災害対応の中で「困る・

焦る・戸惑う・迷う・悩む」などの状況に陥る事例

を「災害対応ヒヤリ・ハット事例」を新たに定義し、

過去の水害で被災した地方自治体が発行した災害対

応検証報告書からこれらの事例の抽出を行う。対象

は、まずは比較的発生件数の多い風水害として、事

例を取りまとめた「水害対応ヒヤリ・ハット事例集

（地方自治体編）」を作成する。収集した事例を分

類・整理して、これらに対応したしかるべき対策の

検討・実施や能力向上を図ることにより、将来の災

害時における円滑な災害対応が可能になると考えて

いる。 
 
 

3．水害対応ヒヤリ・ハット事例集の作成 

3.1 水害対応ヒヤリ・ハット事象の収集方法 

本節では、水害対応ヒヤリ・ハット事象の収集方

法について記す。まず初めに、2000 年以降に、「激

甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する

法律」に基づく激甚災害及び局地激甚災害の指定を

受けた風水害イベントをリストアップした。なお、

2014 年 9 月 11 日の札幌市での豪雨は激甚災害には

指定されていないが、北海道内で初めて大雨特別警

報（浸水害、土砂災害）が発表され、札幌市として

33 年ぶりとなる市災害対策本部を設置し、札幌市と

して災害対応の検証も行ったため、対象に含めた。 
次に、これらの風水害イベントに対して、被災自

治体が災害対応の検証報告書や、災害対応の課題を

取りまとめた資料等を発行しているかを WEB 上で

検索し、45 件の資料を特定した。事例抽出に際して

は、そもそも自治体自らが職員が「困る・焦る・戸

惑う・迷う・悩む」などの状況に陥ったり、円滑な

災害対応に支障をきたりしたことを認識している必

要があるため、自治体が刊行した文書に基づいて、

事例を集めることとした。 
これらには、「検証報告書」の冊子、「検証結果」

をタイトルに含む文書、「記録誌」や「記録集」な

どの名称の冊子など、様々な形態の文書が含まれる。

これらを更に精査し、災害の時系列対応は記録され

ているが対応の検証は含まない文書を除外した結果、

28 点の災害対応検証資料が得られた。都府県の文書

が 11 点、市町村の文書が 17 点である。総ページ数

は 1933 ページである。し 
 

3.2 ヒヤリ・ハット事象のデータベース化 

本節では、水害対応ヒヤリ・ハット事象の収集方

法につい本研究では、上述した 28 点の災害対応に関

わる文書をレビューし、「水害対応ヒヤリ・ハット

事象」として、データベースに整理した。この作業

にあたっては、畑村(2005)6)における「失敗から教訓

を学び、これを未来の失敗防止に生かしたり創造の

種にしたりするには、一つには失敗を事象から総括

まで脈絡をつけて記述するということ、もう一つに

は失敗を「知識化」する作業が必要である」という

「失敗学」の考え方を参考にした。本文献では、下

記に列記する「事象・経過・原因・対処・総括・知識

化」の 6 項目による失敗の記述を提唱している。 
・事象（どのような事故、失敗が発生したのか） 
・経過（どのように失敗が進行したか） 
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・原因（失敗を起こしたと推定される原因） 
・対処（失敗に際して行った応急措置） 
・総括（失敗の再発を防ぐための総合的な見解） 
・知識化（今後失敗を繰り返さないための教訓） 
表-1 に、上記の考え方に基づいて抽出・整理した

水害対応ヒヤリ・ハット事象の一例（抜粋版）を示

す。この事象は、平成 27 年関東・東北豪雨後に、鬼

怒川の堤防決壊による水害被害を受けた茨城県常総

市が刊行した災害対応検証報告書 7)から抽出したも

のであり、「安全安心課が電話応対に忙殺されてし

まったため、本来担うべき災害対策本部の事務局・

参謀機能をほとんど果たせなかった」という内容で

ある。表 1 には、紙面の都合から、要点のみを抜粋

して示す。表のうち、「事象の概要」のみは、事象

を端的に説明するために抽出者が要約しているが、

それ以外の項目は、文献から該当箇所をそのまま抜

粋して、データベースに格納している。 
「失敗学」では、上記の通り、経過（どのように

失敗が進行したか）も記述することを提唱している。

本研究では、「経過」については、災害対応の時系

列の経過だけでなく、雨量・河川水位等の災害現象

としての時系列の経過についてもあわせて理解でき

るよう、災害対応検証報告書の記述箇所を抽出した。

なお、本研究では、即座の判断を求められる緊迫し

た状況下での事例を中心に収集することとし、事例

収集の対象とするフェーズは避難所開設及び避難所

の収容までとする。すなわち、避難所の運営や生活

再建支援等に関する事例は含まないこととする。 
表-1 常総市における事象記述の例（抜粋版）  

 

3.3 水害対応ヒヤリ・ハット事象の分類 

3.2 の手順に従い、水害対応ヒヤリ・ハット事象の

データベース化を行った結果、約 500 件の事象が抽

出された。 国土交通省の交通事故や鉄道事故、海

運事故を対象としたマニュアル 5)によれば、図-2 の

通り、ヒヤリ・ハットに関する事象収集の後、集め

た事象を分類・整理し、ヒヤリ・ハット事例（類型）

を抽出した上で、この根本的な原因を分析し、具体

的な対策の検討と実施を行うことが重要である。 
以上の考え方に基づき、データベース化した各事象

を分類・整理することにより、同一内容のものの集

約・統合をはかり、ヒヤリ・ハット事例（類型）と

して整理した。この際、既存の文献を参考に、8 つの

大カテゴリー（初動・災害対策本部運営・庁内体制・

情報収集・情報伝達・関係機関との連携・避難勧告

等の発令・避難所）を選定するとともに、大カテゴ

リーの下に、更なる中・小カテゴリーを設定して、

整理した。 
 

 

図-2 リスク管理の手順 

（文献 5の図に筆者が加筆） 
 

3.4 水害対応ヒヤリ・ハット事例集の作成 

3.3 において、各事象に基づき、ヒヤリ・ハット事

例（類型）を整理したものの、地方自治体職員が一

度に学ぶにはいささか量が多すぎるため、複数の自

治体で繰り返し起こっている事象を更に選定し、こ

れらをわかりやすく学ぶことができる事例集を作成

することとした。最終的に選定した水害対応ヒヤリ・

ハット事例を表 2 に示す。8 つの大カテゴリー（初

動・災害対策本部運営・庁内体制・情報収集・情報

伝達・関係機関との連携・避難勧告等の発令・避難

所）ごとに、複数の事例を選ぶようにした。また、

各データベースには表-1 に示したように「事象の概

要」を記述しているが、読者がさらに容易に状況を

項目 災害対応ヒヤリ・ハット事象
事象の
概要

安全安心課が電話応対に忙殺されてしまったため，本来担うべき災害対策本
部の事務局・参謀機能をほとんど果たせなかった．

経過状
況

平素の市代表電話番号への着信は一日あたり400～500件程度である。災害
当日，電話交換手が勤務した７時40分頃から18時30分頃までの代表電話へ
の着信件数は2,058 件に上り、その大半が安全安心課への転送を求めるも
のだった．安全安心課には計6回線の電話があったが，ほぼ常時，全回線が
使用中となった。なお、18時30分以降については具体的なデータはない．
（p75)

結果

安全安心課は市民等から殺到する電話への対応に忙殺されてしまい，情報
の集約や全体的な状況分析，あるいは関係各機関への能動的な情報提供に
までは手が回らなかった．
電話交換手は通話の内容から他部署に電話をつなごうと試したこともあった
が、「災害対応についてはこちらではわからないので、安全安心課へ回して欲
しい」と断られがちだった．（p75-6)

原因
庁内において「災害情報の処理は、安全安心課が担うべきもの」との意識が
強く働き過ぎ，同課に電話対応の負担が過剰に偏った．殺到する通話につい
て「情報のトリアージ」が行われなかった．（p76)

教訓

災害対策本部設置時には，安全安心課における電話対応は他部署の職員が
代行し，安全安心課職員は災害対策本部の事務局・参謀機能に徹させるべ
きである．
  「災害情報に関する電話は安全安心課へ」という意識を変え，災害時には外
部からの連絡・問い合わせに対して全庁的な体制で対応することが必要であ
る．
�電話で寄せられる情報については、その内容の意義や重要性によりスクリー
ニングを行い，内容によっては安全安心課のみでなく，各関連部課へ電話を
つなぐ工夫が必要である．他地域からの叱咤激励的な通話は，電話交換の
段階でお引き取り願うことも躊躇すべきでない．（p76)

出典
平成27年常総市鬼怒川水害対応に関する検証報告書，平成28年6月13日，
常総市水害対策検証委員会

①事象の収集
事故 ヒヤリ・ハット

②ヒヤリ・ハット事例（類型）の抽出

③根本的な原因の分析

④対策の検討と実施

事例の
抽出

⑤リスク管理をうまく進めるための環境整備

⑥日常業務に
潜在する危険
の掘り起こし

⑦対策を取る
べき危険の
絞り込み

事象の整理・分類
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イメージできるよう、各事例に対してはわかりやす

いタイトルをつけるように工夫した。 
図-3 及び 4 に、作成した事例集の表紙及び紙面例

を掲載する。各事例の説明は、A4 の見開きページと

し、左側には、事例として取り上げた災害対応事象

の概要、経過状況、原因、結果を記した。これらは

データベースに基づき、紙面のスペースも鑑みて、

分かりやすく説明を記載したものである。左側の紙

面の末尾には、取り上げた事象と類似しているその

他の事象の紹介も行った。具体的には、類似の事象

が見られた他市町村の名称や災害名、災害対応検証

資料の名称を挙げている。右側の紙面には、紙面に

取り上げた事象及び類似の事象から示唆された教訓

や必要な対策例、解説を記述した。作成した事例集

は、土木研究所 ICHARM の HP（https://www.pwri.go. 
jp/icharm/special_topic/20200625_flood_response_colle
ction_j.html）に掲載している。なお、地方自治体編に

加えて、別冊「新型コロナウイルス感染症への対応

編」も作成しており。英語翻訳版も公表している。 
 

表-2 事例集に掲載したヒヤリ・ハット事例  

 

 

図-3 事例集の表紙 

 

図-4 事例集(地方自治体編)の紙面例 

 

4．水害対応ヒヤリ・ハット事例集の活用 

本事例集をダウンロードできるウェブサイトには、

公表後から 2021 年度末までに、7,799 件のアクセス

があった。また、本事例集は、土木研究所の令和 2 年

度・3 年度の重点普及技術に選定され、技術展やセミ

ナー等の機会を通した普及啓発活動を行った。 
以下に、本事例集の普及に向けて実施した主な活動

を列記する。 
〇事例集を紹介したセミナー等の機会（日本語） 
・消防庁主催：2022 年度 全国防災・危機管理トップセミ

ナー（市区長向け）（2022 年 6 月 1 日予定） 

・内閣府防災主催の行政職員向け防災スペシャリスト養

成研修の地域研修（鳥取県共催）での紹介 

・先進建設・防災・減災技術フェア in 熊本 2021 での講演

（2021 年、会場での聴講者約 100 人） 

・土木研究所主催の技術展（土木研究所重点普及技術とし

ての紹介、各地域ブロックで開催、各 100 名以上） 

〇事例集を紹介したセミナー等の機会（英語） 
・水と災害に関するハイレベルパネル（High Level Experts 

and Leaders Panel on Water and Disasters (HELP)：「The 

事例

災害
概要

ヒヤリ・ハット（報告書からの抜粋）

類似
事例

教訓（左記の事例及び類似事例より）

留意事項

関連するガイドライン等



2 国内外で頻発、激甚化する水災害に対するリスクマネジメント支援技術の開発 

 - 5 - 

International Online Conference to Address Water-related 

Disaster Risk Reduction (DRR) under the COVID-19 

Pandemic」（2020 年、日本国天皇皇后両陛下をはじめ、

40 ヵ国から約 300 名が視聴） 

・ブラジル国ミナスジェライス州・JICA ブラジル等の共

催：「 The VIII International Seminar on Disaster Risk 

Management 」（2021 年、約 300 名が視聴） 

・アジア土木学協会連合協議会のウェビナー：

「 Transdisciplinary Approach for Building Societal 

Resilience to Disasters under and after COVID-19」（2020 年、

約 250 名が視聴） 

〇地方自治体等の職員向けの研修（日本国内） 
・一般財団法人 全国建設研修センターの研修「事例から

学ぶ水災害に備えた市町村の対応」（2021・2022 年） 

・名取川・阿武隈川の大規模氾濫時の減災対策協議会

（2021 年、流域の 14 市町の首長及び関係者が出席） 

・神奈川県川崎市危機管理担当職員向けの研修（2020 年、

約 50 人参加） 

・国土交通省関東地方整備局東京国道事務所職員向けの

研修（2021 年、約 50 人参加） 

・愛知県豊田市職員向けの研修（2021 年、約 100 人参加） 

本研修内容に関して、令和 3 年度国土交通省 国土技術

研究会 一般発表「活力」部門の優秀賞を受賞。 

〇地方自治体等の職員向けの研修（海外） 
・UNESCO 西アフリカプロジェクト（WaDiRe-Africa）で

の洪水防災 e ラーニング（2021 年、288 人参加） 

・フィリピン・ダバオ市水防災関係職員への e ラーニング

（文部科学省統合プログラム、2021 年、30 人参加） 

・インドネシア防災関係機関職員向けの e ラーニング（文

部科学省統合プログラム、2021 年、48 人参加） 

・インドネシア防衛大学校関係者及び学生向けの e ラーニ

ング（2020 年、2021 年、各 50 人参加） 

 

5. 水害対応ヒヤリ・ハット事例を効率的に学習・

点検できるWEBシステムの開発 

水害対応ヒヤリ・ハット事例は近年の水災害の頻

発に対応し、ICHARM の HP を介して活発なダウン

ロードを記録している。印刷媒体を介しての普及も

有効である。最新の研究成果を適時に配布するため

には、PDFのような媒体だけでなく、IDRIS（ICHARM 
Disaster Risk Information System：災害情報共有システ

ム）のような情報基盤を介して配布する方法もある

のが望ましい。 
そのため、別課題で開発する IDRIS のコンテンツ

として、水害対応ヒヤリ・ハット事例を格納する初

歩的な取り組みを令和 3 年度に実施した（図-5）。
IDRIS とヒヤリ・ハット事例集の連携は、初歩的な

段階であるが、今後の社会的要請を考慮し、本格的

な連携を検討する予定である。 

図-6    IDRIS（鶴岡市）とヒヤリハットの連携イメージ図 
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6.まとめ  

本研究では、災害対応担当者が「困る・焦る・戸惑

う・迷う・悩む」などの状況に陥ったり、円滑な災

害対応に支障をきたしたりする状況を「災害対応ヒ

ヤリ・ハット事例」として定義し、過去の水害で被

災した地方自治体が発行した災害対応検証報告書か

ら事例を抽出し、「水害対応ヒヤリ・ハット事例集

（地方自治体編）」を作成した。 
なお、ヒヤリ・ハット事象は、当事者や当該組織

内で問題として認識されなければ、事象としては抽

出されない。今回は、自治体から公表されている災

害対応検証報告に基づいて事例を抽出しており、こ

れらの報告書内では取り上げられていないことは網

羅できていない可能性もあることに留意しておく必

要がある。 
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